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まえがき

本報告書は平成7年2月11日から3月5日迄の23日間にホンジュラス共和国及びニ

カラグア共和国で実施した下記プロジェクトに係るプロジェクトファインディング調査の

結果を纏めたものである｡

1)ホンジュラス共和国:国営小規模濯概事業改修計画

2)ニカラグア共和国: 農村再活性化センター設立計画

調査は社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会(ADCA)から派遣された下記の調

査団により実施された｡

調査団(ホンジュラス共和国) :天野 斯文 内外エンジニアリング株式会社

大久保 富之 株式会社チェリーコンサルタント

篠田 日出海 同 上

調査団(ニカラグア共和国) 天野 斯文 内外エンジニアリング株式会社

今次調査にあたりホンジュラス天然資源省水資源総局､在ホンジュラス国日本大使館､

在ホンジュラス国J I CA事務所､天然資源省水資源総局派遣J I CA専門家｡及び

ニカラグア農牧省､在ニカラグア国日本大使館など多くの方々から多大な協力と助言を頂

いた｡これらの方々に対し深甚なる謝意を表する次第である｡

平成7年 3月
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Ⅰ.ホンジュラス共和国

1.一般概況

1.1 自然概況

ホンジュラス共和国は中米の中央部北緯13o
-16o

､西経83o -89oに位置し､
北はカリブ海､南は太平洋､西はグアテマラ(太平洋寄りはエル･サルパドル)

､東はニカ
ラグアに国境を接しているo国土面積は112･ 088K皿2で､ニカラグアに次ぎ中米第2

の面積を持つ｡

国の7 5%以上を山地が占める山地国であるが中米地峡は当国で大きくカリブ海寄りに湾曲

しており北米から南米へ連なる火山帯は当国では太平洋を抜けるため地震はない｡

地勢的には,中央高原盆地､カリブ海低地､太平洋低地の3地域に区分される｡

気候は熱帯性降雨型であるが地形の影響を受けやや複雑である｡
5月-1 0月の雨臥1 1

月-4月の乾期の二期があるが､地域によってずれがあるo太平洋側では7,
8月にカニク

ラと呼ばれる小乾期があるo年間降雨量は､ 400-2･ 000皿血で地域差が著しい｡首都

テグシガルパでは1･ 000m皿である｡台風は毎年のように襲来し､特にカリブ海沿岸地域

において河川の氾濫､農作物の冠水流失､風害等を及ぼす｡

ホンジュラスの土地利用(1988-89)は次のとおりである｡

種別

農地

一年生作物

多年生作物

牧草

その他

森林

広葉樹

針葉樹

伐採跡地

その他用地

合計

面積(百万甘a)

5

5

4

6

1

2

0

0

1

0

7

9

4

3

7

2

2

2

1. 0

ll. 2

出典‥ホンジュラス林野庁(CODEFOR)

-
1

-

2

1

4

3

3

9

9

2

4

3

3

0

68. 3

26. 1

21. 4

20. 8

9. 3

100. 0



1.2 主要指標

ホンジュラスの主要指標は次のとおりである｡

･政体:

･主要政党:

･元首:

･国会:

･人口:

･人口増加:

･人種構成:

･宗教:

･公用語:

･通貨:

･国内総生産:

立憲共和制

自由党(与党)
､国民党(野党第一党)

大統領制､カルロス･ロベルト･レイ-ナ大統領(1994年1月

就任､任期4年､再選禁止)

一院制

541. 8万人 (1992年､世銀総計)

3. 1% (1992年,世銀統計)

混血(スペイン系白人･原住民) 91%､㌢原住民6%､黒人2%､

白人1%

自由､殆どがカトリック(80%)

スペイン語

レンピーラ (変動相場制, 94年6月1ドル-8レンピーラ)

838百万ロSドル

･一人当GD P: 580USドル

･実質成長率: 3. 7%

･財政規模

歳入:

歳出:

･貿易額

輸出(FOB):

輪入(CIF):

･主要輸出品:

･外貨準備高:

･対外公的債務:

･インフレ率

1991年:

1992年:

1993年:

(1992年ホ中央銀行)

(1992年世銀)

(1993年ホ中央銀行)

(1993年)

3, 755. 8百万レンピーラ

6, 639. 2百万レンピーラ

(1993年ホ中央銀行)

1, 153. 2百万USドル

1, 345. 9百万USドル

バナナ､コーヒー､エビ､食肉､亜鉛,木材､タバコ､砂糖

163. 5百万ロSドル (1993年ホ中央銀行)

35. 7億USドル (1993年ホ中央銀行)

3

1

%

%

%

0

8

7

4

8

0

(ホ中央銀行)



2,国家開発計画(軽済対策案)

1 9 94年1月に発足した新政権は人権尊重､貧困層の救済､腐敗の一掃等を公約として

掲げ､同年9月に径済政策案を提出したo匡憤は同年1 0月一部修正の上これを承認し､現

在はこの案に則って諸政策が実施されているo経済政策案の主要項目は次のとおりである｡

経済対策案

1)ホンジュラス経済の現状

一財政

一遍貨,クレジット

ー支払い収支

一交換レート

ー
インフレーション

一億経済成長

一食糧保証

一電力危機

2)マクロ経済政策

一 財政政策

一遍貨､クレジット政策

一国際部門経済政策

- インフレ対策

3)人的発展のための戦略

一社会的立遅れに対する挑戦

一社会政策

-社会部門投資計画

-教育

一衛生

一任宅

一上下水道

一貧困層に向けた計画

一社会改革原則としての手段

一社全計画の期待される成果

一投資及び持続的成長のための部門別政策

･電力部門

･運輪部門

･基幹穀物

･鉱物部門

･繊維部門

･技術開発

5)公共事業企業の民営化

･電話公社

･電力公社

･水道公社

･林産部門

6)環境政策

一環境諸問題

一環境･開発実行計画

一環境法

一森林緊急事態

一環墳モニタリング:持続的開発の道

7)国家の近代化

一行政､司法､立法3権

一権利保護

一国軍

一汚職の追放

一公職選挙システム

4)投資及び持続的成長のための政策 8)挙国一致体制

一全体輪郭

一全体的な投資振興対策 ♂

-
3

-



3.農業セクターの概要

3.1農業の概況

ホンジュラスは典型的な農業国であって､農牧分野活動は国内総生産の約40%､輪出額

の8 1%､径済活動人口の55%を占めており国家経済の原動力となっている｡ (農産加工

､市場活動含む)
当国の農牧利用可能地は4 0 0万Aa､可耕地は2 8 0万Eaといわれ､その内40万ぬが潅概

適地とされているo太平洋地域､カリブ海地域､高原盆地地域は夫々の地形､気候条件によ

って営農､農作物も変化がある｡

カリブ海沿岸地域は高温多湿で肥沃な土壌に恵まれており､早くからUSAによるバナナ､

オイルパーム､柑橘類等のプランテーションが営まれてきた｡

高原盆地地域では主としてトウモロコシ,フリホール豆､野菜等自家消費､国内消費用作物

が栽培され､コーヒーは標高1･ 300m程度の傾斜地に多く生産される｡

太平洋地域では高温乾燥の条件からメロン､スイカ,棉が多く栽培される｡サトウキビは主

に両沿岸地域の大規模農地で生産されるが､広く山間盆地でも栽培されている｡牧畜は大土

地所有者の経営が多く,やはり両沿岸地域が主生産地となっている｡

ホンジュラスには植民地時代からの大土地所有制が残っているが､一方では零細農民､土地

なし農民の人口増加が著しく土地配分の適正化要望が高まったため､ 1 9 6 2年､農地改革

庁を設立し非効率的な農牧業を営む大土地所有者に制限を加え､零細農民,土地なし農民に

配分する農地改革入植が行われてきている｡しかしながら農地改革にはポリティカルな要素

が絡むためその進度は緩やかなものとなっている｡

以下に1980-92年主要農産物輪出､ 1990-92年における主要農産物生産の百

分比及び土地所有分布を示す｡

1980-92年主要農産物抽出

年 バナナ

1980 228.0

81 202. 9

82 215.0

83 168. 6

84 198.2

85 223.6

86 204. 4

87 237.5

88 225.2

89 216.3

1990 203.4

コーヒー 木材 牛肉 砂糖 エビ 煙草 農産物計a

204.1 36.2 60.7 29.3 23.4

244.5 39.3 50.5 29.9 26.1

206.3 40.5 34.4 31.5 25.8

267.1 35.2 32.9 38.2 30.5

243.8 31.1 20.2 32.3 28.2

257.2 28.7 18.4 42.9 24.9

285.8 29.5 23.1 22.7 24.8

313.1 30.6 20.6 34.4 32.2

272.5 24.3 21.1 24.7 43.1

306.4 19.5 19.7 7.5 38.0

374.6 11.7 24.3 1.0 42.4

- 4
-

13. 7 595.4

13.5 606. 7

9.5 563.0

9.4 581.9

7.5 561.3

7.0 602. 7

4.5 594.8

3.8 672.2

3.8 614.7

3.5 610.9

3.7 661.1

全篇出b a/b(先)

850.3 70.0

842. 3 72. 0

745. 8 75. 5

800. 1 72. 7

783. 7 71.6

846.8 71. 2

789.9 75.3

830. 1 81.0

753.3 81.6

769.2 79.4

789. 7 83. 7
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単位:百万ドル(1980年価9

出典:ホンジュラス中央銀行

1 990-92年における主要農産物生産(百分比)

作物名

バナナ

コーヒー

牛乳

牛肉

トウモロコシ

鶏

鶏卵

料理用バナナ

サトウキビ

豆類

比率

32. 3

12. 4

10. 4

8. 4

8. 2

5. 6

4. 0

2. 8

2. 7

2. 3

パインアップル 2. 2

ヤシ油 1. 5

出典:ホンジュラス計画省(SECPLAN)

土地所有分布

農場泉模(皿Z)

1< 5

5<10

10<20

>20

合計

農場数 面積

178, 250 401, 160

52, 770 356, 210

38, 770 528, 190

55, 960 3, 916, 020

325, 750 5, 201, 580

皿Z:マンサーナ-0. 7打a

出典:国家農業調査1989

- 5

作物名

棉

豚肉

煙草

ソルガム

メロン

ジャガイモ

トマト

キャベツ

タマネギ

ココナツ

スイカ

キャッサバ

尻叩

聖

二れu
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00
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7
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㈲額面㈲場農
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0
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00

比率

1. 4
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1. 1
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0. 5
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0. 2

0. 2

0. 1

0. 1

0. 1

5
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00
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3.2 濯概開発の推移

ホンジュラスにおいて無溝就農業は4 00年以上の歴史を持つが､専ら降雨に左右される

天水依存型農業で､殆どの年間降雨が5月から1 0月の雨期に集中する不噸な降雨分布によ

って農業用地の多くが有効な土地利用を妨げられてきた｡

藩概は何代にも亘る時期と色々な形で導入されてきている｡北部カリブ海沿岸地域のサンペ

ドロスーラ盆地やアグアン川下滝域においては6 0年前から米国企業によるバナナプランテ

ーションを中心に行われ､中央部コマヤグア盆地のフローレス地区､セルグアバ地区では5

0年の実鎮を有する｡

これまで濯概導入は民間が先行し国の取組みは立ち遅れている｡永年に亘ってホンジュラス

には潅概拡大､水資源開発に必要な国の長期展望､計画が欠けていた｡ 1 9 92年までに津

概適地400, 000Eaの18%72, 548Eaに藩漉施設が設置されたが,その79%5

6･ 857且aが民間によるものであり､国によるものは21%15, 074ぬであるo

公共潅概事業実施について､初期の1 9 5 5-64年においては当時の港親局は弱体であり

有効に機能しておらず､水文気象観測体制も不備でこのため信頼すべき資料を欠いている｡

1 9 5 7年-9 1年実施の全港概事業の濯概方式､取水形式を整理したものは次のとおり

0

潅親方式 % 取水形式

畝間 43. 7

スプリンクラー * 36.1

スプリンクラー+畝問 5.3

スプリンクラー+点滴 4.6

水盤 4. 2一

点滴 1.8

揚水機**

殻水堰

取水工(堰ナシ)

自然流入

自然流入+揚水壌

取水堰 +揚水穣

%

5

爪U

4

0

6

5

4

3

9

9

7

6

5

1

水盤十畝間 1.6

掛け流し 1.6

その他 2｣1

注･ *,** 主としてカリブ海沿岸地域におけるバナナ､サトウキビ等の大規模栽培で使

用されている｡

1 9 6 2年から農地改革が実施されたが､ 1 9 7 0年代前半には人口の増加圧力が農地の不

法占拠を引き起し､これに対処するための農地の緊急配分が行われたものの杜撰な計画によ

って不適地の配分を受けた農民の多くの土地放棄が生じ､又､配分の遅れによるトラブルが

発生するに至った.

1 9 7 7-83年において濯概開発は農業部門公共投資計画中高い優先頗位を占め､ 1 9 7

8年までに水資源局は1 0地区1, 55川aの小規模潅就事業を実施した｡又この時期に新

一
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競プロジェクト(キミスタン､チョルテカ約31, 000Ea)のプレF/Sが実施されたo

1 9 84年から1 9 8 9年にかけて農地改革入植地約5 0 0丑aの潅就を含む小規模農民のた

めの水資源計画が実施された｡

天然資源省水資源局は1 9 8 7年､ USA I Dの技術協力を得て潅潮溜E水予備計画の実施に

着手､ 1989年に完了した｡

この予備計画は懸案事項である国家漣概排水計画策定の前段となるもので国内溝概可能地域

及び各河川流域の水資濠厳存量等について既存資料に基づき整理したものである｡

又､国家経済開発計画と国家津概排水計画都の関連､漕概農業開発についての問題点及び制

約事項等についても記述しており当面の藩親閲発計画策定に参考となるところが多い｡

(付属資料- 1参照)

同1987年､ USAIDは濯概技術協力(PRORIEGO)に着手1993年完了した

oこの計酎ま1
5 0hまでの中小規模農家に対する濯概農業振興を目的とし､国営事業の民

営化に連動し､水資源局地万事務所と協力して:

イ)潅概施設の設計､建設､改底 ロ)開場水管理技術指導 ハ)藩概計画､実施に必要

な制度能力強化 ニ)商業銀行からの港就農業資金融資体制の設定o

を柱として約3, 000農家に禅益することを目指したものである｡

ニ)項はUSA I Dの強力な側面支援によって実施されたものであるが､融資は参加銀行の

保証条件を満たし得る自営農家､企業が優先され農地改革部門及び微小規模農家は除外され

る形となったため､概ね20Ⅱa-40ぬの中堅農家向けの支援となった.

結果として実施効率は高められたが弱小農民の救済問題は先送りとなってしまっている｡

(付属資料-2参照)

1990年から実在までにコヨラルダム改慶事業のためのF/S調査が行われ､又､コマヤ

グア盆地に位置する港概管区､及び今まで伝統的に政府が担当してきた藩概システムの測量

設計業務の民営化移行が開始された｡

濯概部門開発全体戦略として1990-2000の10ヶ年に推進したいとして掲げている

プロジェクトは次表の通りである｡ (義-1港渡部門開発全体戦略1990-2000次

期10ヶ年に計画中のプロジェクト)

-
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漕概部門開発全体戦略1990-2000
次期10ヶ年に計画中のプロジェクト 表-_1

lプロジュク卜
流域 面積(Ha) 所在地 順位 予嘩投資

(1000USS)
事業費
(1000口SS)

関係機関

A.開発調査

-ヘスス.デ.オトロ
◆

ウルア 1,200 インティプカ 1 1.000 20,000 日本
-アクア.カリエンテ

I

ウルア 2,300 コマヤグア 2 未定 18000 BⅠD

-サンフアンデフローレス チヨルテカ 1.500 フランシスコモラサン 2 未定
一

10,000 中国(ム湾)
-ハマス卜フン パ卜ウカ 7,579 エル.パライソ 1 3,000 未定

⊂コ

日本
-ファフ~イマ ウルア 40 コマヤグア 2 未定 EEg 日本
一口ス.リオス

I

チヨルテカ 四 フランシスコモラサ ン1 EⅠ正司 中国(ム湾)
-セルクアパ貯水ダム

○

ウルア 5,000 コマヤグア 1 1,000
I

60,000
口

クエ-卜
-クヤマハ

B.その他の計画

-水資源マスタープラン′

アグアン

国内全域

9,900

240

ヨ一口

国内全域

2

2

未定

未定

四

20,000

2.400

日本

BⅠD

一連概技術センター
ウルア コマヤグア 1 日本

-ウルア､チャメレコン
川流域テレメーター局

チャメレコン 北部地域 2 5,000 USAⅠD

-地下水業務支援 国内全域 国内全域 2 Egg 日本
-フ.ルホ-サ チヨルテカ チヨルテカ 2 匹田 日本
-農民団体6プロジュク卜 チャメレコン,ウル 北西部 2

■

EC] CEE

-ナカオメ圃場開発 ナカオメ 6,000 ナカオメ 2 未定 20,960 未定
-ラス.フローレス ウルア

ナカオメ

2,140

6,000

コマヤグア

バージエ

2

1

圃場開発

C.実施待ちプロジエク.卜

-ナカオメ

未定

供与

4,729

102255

未定

イタリア
-チヨルアカ チヨルテカ 17,800 チヨルテカ 1

I

159929 日本
-キミスタン

●

チャメレコン 3,612 サンタ.パルバラ 1

I

18,000 中国(ム湾)
-コヨフル夕ム改修 ウルア

2,140
コマ.ヤグア 1 供与 15,100

ーコ

クエ-ト
-フローレス管区改修

ウルア コマヤグア 1 供与 12.000

4,000

クエ-卜
一連概農業生産改善

(技術協力)

-漕概管区民営化

■

ウルア,パ卜ウカ,
チヨルテカ,チヤ

メレコン

ウルア

国内全域

コマヤグア

1

1

Ecg PNUD

USAⅠD



天然資源省現行機構図

大抹領

天然資源大臣

術顧問

図-]

:C ODA

U P S A

律顧問

別計画

般計画

福利厚生部 人事部

畜産総局
l L

-'■~･._1 1

1 1

1 1

1
1

1 1

1 1

1 l

1-
~~

1~■-

- ~ ~
I-~

~
~

11 - -

農業総局 水産総局 水資療総局

≦:=ニー･-I-･---I-･-I---･-･-･-I-･---I-1-I-A-･-･-I----~

._･･`~
l

_■■■~

㌧-=コ

1

l

各地域局

域計画課

福利厚生課 総務課

業改良課

_[========

普及地域課

同上支所

農業改良

農業普及

生 産 者

水産普及課
I---ll------~

資源課



天然資源省水資源総局 現行機構図

天然資源大臣

水資源局長

次 長

計画･業務調整課

l

l

特定プロジェクト:
l

l

･ナカオメ

･コヨラル ダム

総 務 課

水資源整備課

地域事務所

護概排水課 水文気象課

コノヾン

サンタ パルバラ

セイバ

コマヤグア

ダンリ

サン ペドロ スーラ

チョルテカ

オランチョ

農業開発研嵯センター

図-2

水法律課



ホンジュラス公共部門濯政事業診断 調査プロジェクト概要 1985年CEDA実施

RR.NN-天鰍瀕省D.RE-水'源局ⅠNA-農地改革庁

0. プロジェクト名
実施

lr.-I.-i

実施

年次 所在地(県)

可プ芸ジ実表面竿熱
)

故事業費(Lps)廿a当事業 プロジェクトの現況- 考察

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

匝
2

2

2

2

匹
E
2

匹
E
3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

4

41

4

Lt.

L1.

ブラジルNo.1

ブラジルNo.2
I).R.臥

D.R.Jt.

78-84

T8-84

チヨルテカ

チヨルテカ

28.0

EZZ]
0.0

EE]
0.

EEI
50,000.00

67428230

1,785.71

470141

放棄(1976年から)
El

地は牧畜に利用

ラ.ルホ-サ

Fco.モラサン
D.R.臥

Ⅰ.札A.

83-84

76-77

8ト82

チヨルテカ

チヨルテカ

60.0 23.0 38. 3109,300.36 4.752.19
A:了,部分的均平作業のみ
分的な機能､取水工場横

牧場水没傭使用中

設地点から揚水

リモン.ヂラ.セルカ D.E.臥 チヨルテカ 28.O 0,0 0. 97,3g9.25 3,478.54

秦(l982年かb)

秦(1980年から)
-地は牧畜に利用
水没備に問題あり

フス.サヒ7ス

ラ.トリニダー

D.a.H.

lN^

チヨルテカ

チヨルテカ

250.0 O.0 0. 300,000.UO 1,200.00 秦(1978年から)
1E1

当初から問題あり､揚水確稚働2月

サンラフアユル.デラス.バサス

エル.グアヤポ
アグア.フリーア

Ⅰ岨.NN,

D.R.臥

チヨルテカ

チヨルテカ
小ヽt

28.4

2l.0

3.5

0.0

12.3

0.

lO,SOD.OO

1.200.000.00

2,942.86

57,142.86

分的な機能

分的な稚能

兼(1982年から)

水城ケ所の准備を要す

在揚水機を借りて使用している
度も横紙しなかつた

デイストリートフローレス

デイストリートセルグアバ

I.札A.

D.R.H.

a.R.臥

78-79

54-56

54-56

ハ-ソエ

コマヤグア
コマヤグア

70.4

1,876.7

2,463.2

0.0

719.0

753.0

0.-

38.3

30.6

313,123.00

1,800,000,00

700,000.00

6,390.26

2,959.13

28418

秦

分的な機鵬

分的な機能

地は牧畜に利用

-_可能面積利用のための改修を要す全可能両横利用のための改修を要す

工しなかつた

概への用水再利用

サノ.セハスチャン D.A.a. 78-79 コマヤグア 150.0 126.0 84. 470.000.00 373016 分的な機能
-ルメローフ D.a.H. 83 コマヤグア 65.0 48.0 73. 363,51500 559254

･β分的な機能ブス.カーこヤス D.a.H. 76-77 コマヤグア 70.014.0 20. 177,100.00 2,53000

フ

分的な横地
フマニ D.R.JI. 丁ト78 コマヤグア 100.0 49.0 i9. 24000000 489796 分的な機鵬
エル.ミステリオ

サン.アントニオ

D.E.臥

D.R.H.

83-84

85
コマヤグア
コルテス

12.8
42.0

D.D

31.0

0.

73.

48,425,50

246,301.00

3,783.09
7,945.19 .水路に多丑の泥土堆積

分的な繊維
Coop.サンタ.イサベル

ベルリン(AsceJltamieーーtOCanp.)

I.N.A.

I.N.A.

76-77

76-77

コルテス

コルテス

315.0

42,0

0.0

0,0

0.

0.

306.448.00

5.5OO.OD

6.809.96

982.14

秦(1979年から)

在機能していない
事未完成

水投備に問題ありCoop.フス.ドセ.ファミリアス Ⅰ.Ⅳ.A.
コルテス 20.0 0.0 0.0 54,800.00 978571 完了

ヽ■.

汁-水資源局､予井-農地改革庁

当初から欠陥検出､一度も機能せず
サン.マヌエル

カサナベ
RFLⅣN. コルテス

コルテス

3,500.0 0.0 0. 4,304,656.00 1,299.90 兼(1977年から)

Coop.ウニオン.イ.フエルサ Ⅰ.Ⅳ.A. コルテス 259.0 0.0 0. 276,000.00 1,06564

能中

I
品種改良のための稲作実施

壌均平に問題,一度も機能せずCoop.エル.プロペニー)i I.〟.A. コルテス 133.0 0.0 0. 148.000.00 1,11278 兼
Coop.ヨホア D.a.臥 コルテス 150.0 30.0 0. 100.000.00 3,33333 i 直し投計中オンドゥリータス D.JL札 E= 37.D 33.5 90.5 100,00000 2,98507 能中Coop.グアンチアス

システーマ.パルテイクラール

I.N.A.

D.R.TI.

ヨ一口

ヨ-.ロ

113.0

EEE]
113.0

EEl
100.

4

271,30U.00 2,400.88 能中 揚水設備あり

Coop.プリメ一口.チ.マ-ヨ D.R.K. アトランティダ 100.0 0.0 0. l80.000.00 1.80000 兼(1981年から) 期取入,卸壌均平､土壌過浸透にCoop.サンタ.アナ D.R,臥 77-78 アトランティダ 103.0 EE] 0 32500000 315534 秦(l978年か-)
ラ.エラドゥラ D.R.H. 77-78 オランチヨ 119.5 l唖】0 27421357 229467

ら

分的な繊維
成せず､幹線水路に顕著な崩壊

ラ.プスンカ D.R,Jt. 77-80

84-85

オランチヨ 160.0 lⅡ】E3 32543600 401277 分的な磯鵬
寄港概に間鹿､つねの管理不良

/*

エル.ナランハル RR.NN. オランチヨ 32.0 EZElEZ 8644200 270131 分的な根絶
問魔.組織､均平､幹線損壊､群星

一=:ら.

エル.レアル RR.NN. オランチヨ 77.0 EE] 34 6667473 253516 分的な根絶
-7l=成､要拡大世銀-Proy.Guaya

ラ.エムパリサーダ RR.NN. オランチヨ EEE] EZ] 田 5741903 785587 能中断
梁不足､世銀-Proy.Cuayape

-/I

ヌエ′ヾ.パトウリア ftR.NⅣ. オランチヨ 16.0 EEE]100 7119400 444963' 常に機能
水域にク､陥､CⅠDA-ploy.Guayape

ど-ジ十.リンダ

ラウル.R.バージエ試験場

D.a.H.

D.R.lL
オランチヨ
オランチヨ

56.0

590

56.0

EEZg
100.

匹玉
212,126.00

15267027

3,787.96'
258763

常に機能

分的な繊維

･平作業rljの耕土破損,世銀-P.G.

-平作二''.l1の耕土破墳,世銀-P.G.
･レ国立農業高校E.N.A

オロボリ

D.R.H,

D.良.H.

84-85

77-78

オランチヨ

エル.パライソ

6D.D

180,0

3〔l.O

40.0

5D.

匹正
212,671.00

66D.DU(LOU

7.D89.03

3.666.67

i.

分的な機能
分的な機能

路tJJL..皇を通水不服
繰十l:..し)浸透､損壊

アガルテカ

エル.デスティーノ

D.R.Ⅱ.

DR冗

83-84 Fco.モうサン

Fー1

28.0 22.0 78. 325,0丁3.OO 14,912.41 分的な横地 行段階

サン.フアン.デ.フローレス ♪.R.帆
co.モ-/ナノ

Fco.モラサン

4.6

1,200.U

4.6

600.0 50.

了直後

時的機能中断 サイホン損壊,補助線水規職能せず



3･3 国営漕概開発業務合理化の進展

前政権は総合開発戦略を策定し､財政赤字削減､対外債務の解消を目指して鐘済構造調整

に取組み､在荷の活性化､農工分野の振興､衛生,教育､雇用の優先政策､公共支出削減､

敏税強化による国家財政の改善を骨子とする経済構造調整令を公布し､農業分野においても

･公共部門の削､人員整理､民営化を推進してきた｡
1 9 94年1月に発足した新政権は前述のとおり詩経済対策案を示し実行中であるが､農牧

部門については前政権の政策を継続しているo図-
1に天然資源省現行機構図を示す｡

1 990-1 9 94年総合開発戦略のうち濯概分野では次ぎの施策が実行された:

一国営事業の民間移管;

1 990年1 0月から国営事業の民間移管として､ 30年以上の間､政府が直轄管理して

きたコマヤグア盆地の港概地区の施設維持管理が地元に移管されたo

1 9 9 1年7月から事業計画の測量,設計-経済分析が民馴ヒされ,水資源局はコンサル

タント業務の管理監督を行うこととなったo図-2に水資源幾局頚行機構図を示す｡

-国の潅概開発担当機関の明確化;

1 9 9 2年4月から農業部門近代化法が施行され､天然資源省が水資源局を通じ農業適地

の集約的利用による国内自給及び輪出用食臥原料の効率的な生産を確保するため､農民

の参加による潅概排水計画､事業の実施を提供､振興､推進することが明確化されたo

これにより従来水資源局のはか農地改革庁(I NA)が携わってきた入植農地に対する漣

概開発は一元化され､諸指針基準の不統一,責任体制の不明確等好ましくない状態が避け

られることとなった｡

3.4 国営濯概事業の実態

経済企画庁(CONSロPLANE)の調査では1972年から1982年までの10年

間に農村人別ま1 98万人35万家族から247万人43万家族に増加したと推定している

oこれは年間8･ 000家族の増を意味しこの人口の増加が土地要求への大きな圧力となっ

たo農地改革庁(INA)は1962年から土地なし農民及び零細農民を対象とした入植を

実施したが人口増に追い付けず､ 1 976年頃から農地改革活動が低迷するようになり1
9

7 6年頃から土地未配分及び不適地の配分等に対する農民の不満が次第に高まるに至った｡

水資源局は1 9 7 6年から7 8年にかけこれら農地改革入植地区を中心とした港故事業

を実施し､次いで8 0年代には外資支援による小規模潅概事業を実施してきた｡

これらの実施済み国営事業の実態については度々調書が作成されているが記載事項特に受益

面掛こにかなりのバラツキが見受けられるo

1985年に我が国技術協力による農業開発訓練センター(CEDA)プロジェクトが実施

したホンジュラス公共部門-事業診断調査プロジェクト概要(義-2)を次に示す.

-
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一 表中の実施機関には水資源局のはか天然資源省直営及び農地改革庁があり,混乱を招い

ていた｡

一 現況､考察軌こ見られるように多くの事業が種々の原因により所期の目的を果たしてい

ないo主な原因を列挙すれば次のとおりである｡

イ･計画不適合: (土地の他目的利用一枚畜､連載不能な不整地の包含等)

ロ.技術的問題:

取水設備の不適切; (河床低下による取水不能､河道の不安定による施設の損壊､揚

水機計画の不適当)

用水路;

囲場;

(通水断面の不足､盛土施工不良による損壊､過度の浸透)

(均平工事不足､土壌の過浸透による濯概不能)

/'･維持管理体制不備: (特に揚水機場設備)

ニ･営農指導体制､営農資金融資体制の弱体不備

これらの諸原因によって殆どの地区が所期の目的を果たせず潅概実施面積は当初計画の2
5

%弱に止まっている｡

1980年にFAOは1976-78実施分10地区について改修計画を立案したが資金調

達の困発軽から実施に至らなかったo

中規模(独立)農家を対象にロSAIDが実施L-た技術協力PRORI
EGO~は初期の目的

を達成したとしているが､この対象から漏れた小規模国営事業の見直し改修は当国の藩親閲

発政策の一貫性からも当然達成されるべきものである｡

見直しに当っては､零細農業の生産性向上を目指すのみならず､生活改善､環境保全､農村

婦人の地位向上等についてもきめ細かい配慮が望まれる｡

9



4.国営小規模濯概事業改修計画

4.1計画の背景及び軽緯

1 9 7 7-8 3年において､国は農地改革部門への対処及び基幹穀物生産増強の見地から

農業部門公共投資計画中津概開発に高い優先順位を与え､ 1 9 7 8年までに水資源局は1 0

地区1, 551hの小規模港就事業を実施した.

しかしながら1 9 7 0年代に国営港概事業の計画実施を担当していた濯概局(水資源局の前

身)は技術力､人員､実施予算等総ての面で極めて弱体であったため､これら事業の殆どは

その時々の配布予算範囲内で､必要な基本的調査検討を欠いた近視眼的な工事設計を中心と

した形で計画実施された｡

結果として､現在これらの地区の多くは取水設備については土砂の堆積､河床の低下､蒔筋

の移動等による取水能力の低下ー取水不能ーまた,水路施設についても漏水ー損壊等の機能

障害を生じている｡

これらの技術的諸問題のみならず､弱体な農民組織､国の維持管理体制､営農支援体制の不

備欠如等によって､港概事業地区として所期の目的を果たしていない.

ホンジュラス政府は新規連載開発計画の推進に平行して中小規模溝就農業の振興に意を用い

･水資源局は1987年から1993年までUSAIDの支援によるPRORIEGOを実
施し成果を挙げたが､弱小農民の直接支援に繋がる既存国営小規模港概地区の見直し改修は

この協力から漏れ､積み残しの形となったまま現在に至っている｡

この多くの既存国営小規模港概地区の見直し改修を遺漏なく行い潅概事業地区として再生さ

せるには､予め事業採択の優先順位設定作業を行い､この順位に従って先ず当初段階で欠け

ていた基本的調査を実施し,基盤施設計画設計に加え､新たに営農及び生活改善のはか､環

境影響等をも配慮した計画を樹てる一連の作業を必要とする｡

この実施について､担当機関である天然資源省水資源局は技術､経験が不十分であるとこ

ろから､国際技術協力による実施を強く要望している｡

- 10
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4.2 計画の目的

本計画は既存の国営小規模溝概事業改修実施の優免It6位決定と､その上位地区について

のF/S調査を実施し､改修実施の早期着手に資することを目的とする｡

4.3 計画の内容

天然資源省水資源局と協力して次の手順に従って業務を実施する｡

(1)予備調査

① 改修地区のリストアップ:微小地区､国際機閑又は二国間援助が見込まれている地区

を除く概ね1 0 0ba以上の地区とする｡

② 予備選定作業: リストアップされた地区について次ぎの作業を行う

a･資料収集評価分析: 水文気象､土壌､土地所有､農民組臥漕概施設計画設計等

b･関係機関との確認協針天然資源省､農地改革庁,国家開発銘行､地方自_治体等

c･現地確認調査: 営農実臥農民組織実臥農民意乱溝概施設実態その他

③予備選定(予備調査の結果に基づき優先順位を設定､関係機関との確認の上決定する

(2)本調査(予備選定の上位地区について､ F/S調査レベルの調査を実施して改修事

業着手優先順位を確認し､次段階の改修事業実施に資する)

① 外業

a･自然条件調査:水文､地形､地質土質､土壌､環境

b･既存施設調査‥潅概施設､道路,営農施設

c･径済経営調査:土地所有､営農､農民組紙､農業普及､農民融資

d.調査取纏め

② 内業

a.濯概施設計画設計

b.営農施設計画設計

c.営農計画

d.経済評価

(3)報告書作成

ー 11



表----:3

ホンジュラス国営小規模漕概事業地区一覧表(1 0 0Ha以上)

No. 実施年度 地区名 所在地(県) 地区_虚構可能面積(実受益戸数 取水様式 プロジエク卜の現況
A B C A 局

1 1976-77 ヨホア コルテス 60(14) EEg 150(30) EEl 40 取水堰 放棄(手直し検討中)

2 1976-77 ラス.サビラス チヨルテカ 35(8) 田 250(0) 匡囲 四 揚水機 計画不備により放棄
(78年から)

計画不傭により放棄

I(%業態)oまま放棄

3 1976-78 プリメ一口.デ.マ-ヨ アトランティダ 93(ll) 100 100(0) ll 匪l 国 揚水穣

4 ].977-78 サンタ.アナ アトランティダ 103(0) EEEl 103(0) EEEl E] El 揚水機

5 1977-78 フマニ コマヤグア 70(49) EEg 100(49) EEg ll ll. 殻水堰 取水量不足により部分駅
な効用
取水工損壊､取水不能

6 1977-78 ラ.エラドゥラ オランチヨ 120(0) 自然取入

7 1977-80 ラ.プスンカ オランチヨ 287(0) 匪ヨ 160(81) 国 田 86 自然取入 河床低下により取水不.眺

8 1977-80 オロボリ エル.パライソ 175(17) 2仙 180(40) 17 E] Eg 自然取入 取水不良により部分的な

宗男不良により部分的な
効用

雷撃不備当初から離
工事未完成のまま放棄

9 1978-79 サン.セバスチャン コマヤグア 150(103) EEg 150(126) EZg 団 80 自然取入

EEL

田

1976-77

1954-56

サン.マメェル

サンタ.イサベル

コルテス

コルテス

3,500
,500(0)
315(0)

揚水機

自然取入

EE

EE]

ウニオン.イ.フエルサ

エル.プロベニール

コルテス

コルテス

259(0)

133(0)
幣柵十画不備機能

施設老朽化漏水損失大EEl フローレス コマヤグア 1,500 1,877(719) EEg

EEl 1954-56 セルグアバ コマヤグア 3,500
,463(753)

Egg 取水堰 施設老朽化漏水損失大

EE] 1958- サンフアンデフローレス Fco.モラサン 1,200 1,200(600) 取水堰 施設老朽化､漏水損失大

会二田喜漂鰐董謂書8娼源局
§二采壷嘉島真義だ誉警題悪筆藁華酢818_措cEDA実施



ホンジュラス国営小規模漕政事業改修調査 実施工程表(秦)

業 務 内

(1)予傭調査

① 改修地区のリストアップ

② 予備選定作業

a

b

C

資料収集
関認機確係地関現 議協

価認評確析
の
重

分
と
調

③ 予備選定(決定)

(2)本格調査

① 外業(現地)

a

b

C

自然条件調査 水
濯土査査調調設営施経存済既経

月 数

壌
､
及

土
設
普

,
施
､

質
農
織

土
営
組

質
､
､

地
路
農

､
道
営

形
､
､

地
設
有

､
施
所

文
概
地

･調査取纏め

② 内業(国内)

a.濯概施設計画
b.営農施設計画

c.営農計画
d.経済評価

(3)報告書作成､最終報告

義.一-4

●

一

)

[



4.4 計画の実施期間

本計画の実施期間は12ヶ月とするo義一4 実施工程表(秦)参照

4･5 計画実施の補足事項:

1)リストアップされる地区の原案は現在までの調査資料に基づいて表-3に整理した｡こ

の内､ 14-16はクエ-トからの資金援助による他国技術協力交渉が進行中なので除外す

るo又､ 10-13は水資源局以外の天然資源省､農地改革庁が実施?したもので情報が少

なく不適切な計画が含まれていると考えられのでリストアップは1
0地区程度とする｡

2)予備選定では特に イ･受益農民の意欲､ロ･事業地区の運営､維持管理体制確立に必

要な農民組織偶況又は結成の可能性)
,を重点検討事項とする｡

2)予備選定で優先順位順に夫々5地区程度の一次､二次のグループに大別する｡

3)本格調査は一次グループの上位2-3地区について重点的に実施し､残余地区について

は次期採択に必要な補足詞査を実施する｡

4)本計画は既存の潅概施設改修よりむしろ新規計画樹立に近いものと考えられるが､計画

内容は潅概施設のはか営農施設､生活改善施設等についても幅広く配慮するものとする

- 12
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4.6 総合所見

小規模港概システムに関する先進諸国､国際桟閑等の支援として､ 1987-93年口

SAIDによる濯概技術協力プロジェクト(PRORIEGO)が挙げられるが,中規模農

家に対する圃場水管理､営農指導を重点目標としたものであった(1 992年実績45地区

1 440Ha-32Ea平均)
o一方､中大規模プロジェクトについては徐々に先進諸国の技術

協力､資金協力が導入されつつあるが国営小規模潅概事業の改嵯は､その狭間にあって現在

まで協力援助の手が差し延べられていない｡

これらの地区は零細農民及び土地なし農民たちの定着と生活安定を目的とした農地改革入植

及び国内自給用基幹穀物の増産を意図した国策により実施されたものであり､事業の成否は

今後の農牧政策､社会政策に大きく関わる重要性を持っと考えられる｡

前政権時から開始された国営潅概開発業務の合酎ヒは現政権に引き継がれ､担当機関の一元

化､施設維持管理の地元移管体制造り等が進められてきており､国営小規模藩概地区の見直

し改修実施に必要な体制が整った現在､投資効率の高いこれら既存小規模濯概事業改修を積

極的に推進すべきである｡

- 13
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付属資料-1

1989咋12月

天然資源省

濯概封巨水予備計画

水望三池;i)L7ユ



ホンジュラス誰概排水予備計画

前.1rき

ホンジュラス経済開発は､漕概及び排水を通じての生産増大によって農村地域の雇用及び
貿易収支が恩恵を受ける農牧分野活動の成長によって支えられる｡

一AヤシsツUレ
は

プ局る源ょ
i
l

に水性
､

要ら必かの性得要獲必貨る外すび画

○

及
計
た

要
に
し

需
的
製

糧
序
詞

金
秩
を

内
を
画

国
施
計

､
実
備

て
業
予

え
事
水

応
概
排

に
護
戯

れ
の
漕

こ
め
て

予備計画は､計画された予備的 宿

関が一体化するための業務手法を
動取

活動を適切に調整､実施しつつ国家

る施策を計画するものとする｡

に有効に対応するた
I Dの資金援助を得

経
範
概

一
の
雇

術
能
の

技
権
め

､
､
た

門
し
る

部
に
す

間
確
援

民
明
支

､
を
を

門
性
策

部
要
政

共
重
体

公
の
全

る
と
の

す
こ
画

向
る
計

括
れ
発

を
入
関

済囲協力国際横
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､排水に閲す

港概排水予備計画はダイナミックな性格を持っ;投資事業の調査計画の地域､実施時期につ

いてのプログラムは投資家､金融機関からの資金援助に支えられる漸進的なものであり､又､
計画自体が不完全情報を補完して行く手法からも可変的なものといえる｡

水資源局はこの文書が次期5ケ年への暫定期間における漕概､排水を誘導し､編集された基
本情報が農牧分野計画に当っての典拠の役を果たすことを期待する｡

水資源局長

MARIO A. MARE SMA
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生産は期待したはどは伸びなかった｡これらのプラス要因は国家会計の不均臥支払い収支

の改善を可能とするに止まった｡

コーヒー価格の騰貴と石油の国頗価格の低落は輸出の買い手方の力を増大した｡これらはU
sAの二匡l間協力より大きく､又､国際金利の低下は内貨残高の増加をもたらし国庫財政欠
陥への融資､消費財その他の輸入増加を容易にした｡

1 982-85年において高々5%であった国内経済活動は1986年には正常な成長率を
乱して8%に伸張した｡国内経済活動の弱さは基本的に投資の減少､特に1

9 84年以来の公共部門投資の減少による｡公共部門は新規の大規模プロジェクトを指向するための投資能
力を減じ､個々の予算割り当てについての困発性に当面している○たとえ1984年から民
間投資にある程度の再活性化があったとしても今までの状敷こ及ばない○国際市場の不明確､
中米の社会一政治緊張は民間投資家の態度を引続き用心深くさせている｡

1986年国内物価は前年比4･ 4タ`上昇し､ 1984年とはぼ同じであった｡物価の上昇
は基幹穀物生産の低落､住居費の上昇､飲料､煙草及び衣料､農業用化学製品等ある種の輸
入消費財の値上りの結果であるo国内物価にこの様な兆しが見えたとしてもホンジュラスの
インフレは他のラ米､中米諸国に比して低いと考えられる.

1 98 7年の国内総生産はこの1 0ケ年に記録さ,れた上昇率を上回る4%以上に上昇した｡
それ以前の5ヶ年の水準には到達しなかったが､痛手を受けた数年間の後､国民一人当り所
得は好転した｡ 3%以下の低いインフレ率による顕著な価格の安定が考察される｡
国際部門では通商価格の大きな低落による不均衡が際立ち､国民総生産の増加にも拘らず国
家収入は伸びがなかった｡
国民総生産の増加は大部分農牧部門で生産されたコーヒー､バナナによって支えられた｡こ

の好ましい結果は農牧部門におけるクレジット､建設､輸出奨励政策への影響に反映した｡

1987年､消費者物価指数平均変動は2･ 5%であり､ 1986年を下回った｡インフレ
の沈静過程についての基本的な要素は交換レートの固定であった.又､購買者自身の出資に
よる輸入許可の承認による外剛､らの買い付けを容易にしたことで国内価格が抑制された.
国際不均衡は1 987年においてホンジュラス経済への最も重大な障害となった｡当座勘定
の欠陥は増大し､同時に国際融資の元利支払い遅延に陥った○又､公共部門によって契約さ
れた融資の支払い猶予期限の到来は償還開始について国を特に困難な状況に追い込んだ.
支払い収支の不均衡を軽減する意図は特にU･

S･ A川に由来する公的振替の減少と､諸
輸出減少の原因となったコーヒーの国際価格低下に影響された｡

1988年に､増加のリズムは1987年では4%少々であったものが3%に減じた｡
前年のは消臥資本材輸入の制限､公共､民間投資の下臥ギルバート台風による腿牧生
の言おヱ,Liqrf′n地☆句ヒ′hらトFTl_だ- , . .~
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ヒ-の最大限供給､中米通商協定を活用した或る柘の産-X分彼活動の拡大及
銀行業務の増加等によって緩和された｡
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義. 1国内総生産1982-1988

年

国内総生産の伸び

国内総生産国民一
人当りの伸び.

増加率

1982 1983

-1.8 -0.1

-5.4 -3.6

198L1

2.4

-1.2

1985 1986

1.5 2.5

-1.9 -0.9

出典:ラテンアメリカ経済委員会

表･ 2 ホンジュラス消費者物価の伸び1980-1988

年
8
0
8
ー
8
2
8
3
8
4
8
5
8
6
8
7
8
8

9
9
9
9
9
9
9
9
9

ー

ユ

ー

ー

ー

エ

ー

11

出典:ラテンアメリカ経済委員会

表･ 3 ホンジュラス貿易収支1986-1988

価格(率)
1986 1987 1988

輸出(FOB)

輸入(FOB)

貿易収支

12.9
-3.2 13.6

-0.6 2.3 4.0

i]E聖3j

891

賢iiE!

17

注. 1980年指数-100
出g毎‥ ラテンアメリカ経済委員会
義. 4 ホンジュラス支払い収支

1986

Pagos netos de

Se｢VICIOS

Pagos netos de utili-
dades e intereses

Balanza en cuenta

corriente

70

211

-251

i]監聖r)

863

89Ll

-31

-2_

数
5
.
2
.
-
.
2
.
-
.
2
.
2
.
-
.

-

指
L
9
8
7
3
4
3
2
6

価一物

単価(率)
1986 1987 1988

15.5
-9.6 16.0

-6.2
2.1 3.5

1988 (単位百万ドル)

980

930

50

222

-竪日El

220

-245



loviD)iento neto de

capital

串Efl

Balanza
globa1 30

出典:ラテンアメリカ経済委員会

表･ 5 対外債務支払い総計及び対外債務と輸出の関係

対外債務
1983 2, 162

1984 2. 392

1985 2. 794

1986 3, 018

1987 3, 101

1988 3, 230

出典:ラテンアメリカ経済委員会

B畠蒜龍孟長篇芙
28%を占めた｡

対外債務/輸出
191

il監3]

178

239

239

276

391

止l

2L15

吉宗書芸要望諾発98 4_1 9 8 7年において国民総生産の

農牧部門は国の経済社会開発により重要な部門として認識され､
1 9 86年において実際輸

出総額の66%を示しコー-の国際価格上昇によって1987年には78%に増加した｡
しかしながらコート価格上昇､石油国際価格低下の好ましい状況は総体として公共投資と

の関連により国内需要が衰退したため役立たなかった○又､不運な気象条件が1 9 8 6年に
おいて国際部門によってもたらされた刺激にブレーキを掛けた｡

農牧部門は1986年に低い伸び率(1･ 7%)を記録したoこれは基幹穀物,バナナ､サ
トウキビ､棉,煙草等の生産が減産に陥った気象問題に直面したことに帰因する｡
これら農業生産の些か明るい状況としては米､プラタノ､コーヒー､アフリカヤシ生産の増
加によって上記の大半が捕われた｡
1987年において､この部門は主としてバナナ､サトウキビ及び木材､果物､アフリカヤ
シといった非伝統農産物の量的及び金額的な輸出増加によって4倍の増加を見た｡
しかしながら､基幹穀物生産はトウモロコシ､特にフリホール豆の生産が減産方向に傾いた

ため年末には輸入が必要となった｡他方､農業金融は中央銀行の選択による金利が設定され
ると直ちに増加した｡
好ましい気象条件も農業生産を助けた｡バナナの生産性は開場漕概の合酎ヒによって向上し
た｡米国及び欧州の市場価格の好転､ 40ポンド入り3850万符を超える年間輸出の輸出
税の減免によってバナナ生産者を破り立てたo

コーヒーは4･ 9%の国際価格下落及び輸出17tの漸増によって2番自の輸出項目となったo
木材好価格と輸出虫の増加､森林ff源市場における民朋叩参加による輸出活動のより活発
な表れの結果として木材輸出熟ま上昇した.
農英資材及び資本財輸入の制臥民臥公共投ffの下落､ギルバート台風による戎LE!牧JJ)野

の被害等の結果として1 9 88年の国民総生産は3%に減少したがマイナス事項の一部は建
設及び商業､銀行業務の漸増､産弟分派の拡大､大きなバナナ､コーヒーの供孝た等によって
緩和された｡

このような状態から､貿易収支不均衡を阻止するために､又､ 1990年においておおよそ
5 0 0万人に達するであろう人口の急激な増加によって惹き起こされる国内消費を供給する
ために求められる金程の安定確保を達成するために､非伝統農産物の作付けの奨励によって
農牧部門輸出を増進する必要がある｡

-3-



同時に不利な気象条件､貿易収支の弱点､我が国の伝統的輸出生産物の国際価格等を考慮に
いれ､更にバナナとコーヒーの輸出が1986年､ 1987年には全輸出額の68%であっ
たことを思い起こし､漣概､農業の多様化及び双方の協調を図ることが重要である.

C.ホンジュラス漕概農業の 経緯
はホンジュラ

ーーー∴~
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~
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国内の様々な気象地域における降雨による天水型農業によって展開されてきた｡
60-80%の年間降雨が1 1月から4月の乾期に引き続く雨期に集中する年間降雨の不整
な分布によって多くの農業用地は半利用状態に止まっている｡

漕掛ま何代にも亘って色々な形で行われてきたoサンベドロスーラ盆地やアグアン川下流域

においてバナナ会社は60年以上に亘ってプランテーションを漕概してきており､又､コマ
ヤグア盆地ではフローレス､セルグアバが50年前から漕概地区として機能してきている.
1988年において漕概施設を備えた耕地面積はおおよそ66, 633Haと推定され､この
うち民間部門によって実施された港概組織は55･ 818Haにのぼる｡公共部門によって実
施された漕概組掛ま15･ 607･ 5Haで全体面積の23. 4%に相当する｡
国土面積の約10%が各涜域盆地に分類され､この内の40% (400, 000Ha)近くが
漕裁可能とされている｡ 1 988年までにこのうちの僅か1 7%に漣概施設が設置されたに
すぎない｡

D.漕概農業開発に当たっ

スにおいて400年以上に亘って実施されてきた｡大半の農耕は

ての問題点及び制約
のための優良 一帯

マヤグア,ガヤペの各内陸盆地に存在する｡
~'ーー'y■~γ'~Y'l' -,

''
I

農業への適地に加え､ホンジュラスは漕掛こ重要な多くの河川を持っている｡より重要な
河川流域は27､このうち大きいものはパトゥカ､ウルア､チャメレコン､アグアン､スイ

ーコ､プラタノ､チョルテーカである○たとえ地表水が豊富であり､港掛こ適した土地であ
っても､次のような漕概開発にとっての様々な制約がある｡

一国内の多くの地域での､乾期の延伸と降雨の不規則なパターンの組合わせは諸河川の季
節的な重大な変動を引き起こすため,注意深い作付け計画と漕概計画が要求される｡

-地下水資熟ま豊富でない｡地下水資源の水質水量に関する僅かな現存資料によれば､現
在港概に利用されている井戸はそれはど有効でない｡

一土地の潜在的利用可能性と利用現況を対比すれば､僅か1/3の土地が周年栽培に適し
ておりこの形で利用されている｡
周年､多年生作物栽培の既耕地の大半は森林又は粗放利用に分類されていた｡
前者では牧畜のために肥沃な土地が粗放利用され､一方で急傾斜地や/又は､痩地の
小規模所有地では過密人口による集中的利用が行われている｡

-ホンジュラスの伝統的習慣である移住農業は山据地や山地で行われている｡国内人口の
増加及びエル･サルパドル､ニカラグアからの移民の流入は山地の農民数を増加させ

これらの農民は基幹穀物栽培や薪採取のために森林を伐採する｡

一般的に､ 5ヶ年で土壌は養分を失い,その後放棄されるか牧草が栽培され､牧草地､
荒れ地の拡大や水資源商養能力喪失を生じている｡

と北部及び南部の各河川涜域並びにサモラーノ､コ

一乏しい土地､水資源の乾期における最大活用及び冬期(雨
の利用のための余剰水の貯酌ま現在池概施設が限られて

一現在様々な法科こよって規制され七いる水利用馴;･qの
紛争状 を態 発生
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-農業部門は国内需要を充足し･､輸出用の余剰を調達するための､人的､物的flgu.r措考え
にいれている｡

しかしながら､この潜在可能性は漣概農業に影轡を及ぼす一連の欠W(Jによって拘束され

ている:伝統､非伝統輸出農産物についての効率的流通組織の欠如､品質基準について
の考慮不足､高額な生産コスト､農業資材の模倣粗悪品､国内消費用生産物の高価格､
流通不在による余剰､低いカバー率水準の技術指乳基幹穀物の基本品稀の種項不足-
しばしばこれらの資材を輸入せねばならない一低収量の輸出品種､低薬効農薬
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-農民についての記録書頓不備は通常茶飯事である.それによってこれらのE3民は農地改
革事業､土地取得､雇用､共同事業､農業融臥農業改良普及等から排除されてしまい､
生き残り対策としての森林破壊の先兵を形成する.これらの土地無しE3村人口の合併は
生産的農業経済にあって環境及び農業に起因する一つの社会問題である｡

一無書類問題が原因して､農牧融資は必要とされる抵当庚証をもっ中規臥大規模生産者
の便宜を指向している｡
小規模生産者への農業金融について民間叙行は伝続的に特別な保守的唐度を取っており､

これらの融資の高い危険と経費を論じ付加的見返り担保を要求する｡
又､農業部門への融資の高い利子には高収益性が要求されることから利用が拘束される｡

一多くの農地改革部門企業は低い自主交渉能力により融資手続きに制約を受けている｡甚
しい入植手続き遅延､組合員の離反脱退､農地の休閑､低水準の組織管理等が漣概施設

ついての投資を困敷こしている｡
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この内の40%1, 000, 000Eaが流域盆地に位

料によれば各流域盆地の40%近く400,
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できるとしている｡この可能面積は今までに実施された予備調査の地形条件､土壌型､国の
気候特性を考慮にいれて決定している｡
上記資料によれば国土面積の3･ 5%強は港掛こ適しているとしている｡表. 6によって殆どの濯概可能地域が国の北部及び東部の河川流域にあることがわかる｡

義. 6 河川流域別農地分布

流域番号 流域名

A

4
6
5
2
5
4
5
4
5
6
5
8
計

9
ー

3
5
7
9
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出典:水資源国家計画1979-1983, SECPLAN

他方､ホンジュラスの水資源ポテンシャルは各河川流域の降水虫､流出､浸透に基づいて
推定されたo表･ 7によれば濯概開発に必要な最大水量を考慮した各流域は､パトゥカ､ウ
ルア､アグアン､モスキティア及びシコである｡

しかしながら､多くの農地が土地の利用が極めて粗放的で単位収量が少なく､侵蝕問題を抱

えている｡又､各涜域の多くが人口過密であり(チャメレコン､チョルテーカ､ネグロ､カ

ングレハル､ナカオメ)
､濯概用水の要求は水資源量の少ない地域に集中している｡

限られた漕概適地供給と将来の農業生産必要量を考慮すれば､気象条件に対する農業の弱さ

に対抗して営農の技術化､ポテンシャルに応じた土地利用､又､土地の集約的利用及び切れ
目のない生産を可能とする手段としての藩概の利用等によって作物単位収量の増加を達成し
なければならない｡

義. 7 各流域の既存水量(100万m∋)
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水資源ポテンシャルは降水量､流出量,浸透量及び夫々の流域の利用可能水量によった｡

出典:土地登記局, 1987

Ⅱ.濯概排水国家計画

A.計画の本質と範囲

1･国家計画と国家碓概排水計画(PNRD)

ホンジュラスの経済モデルは国民一人当り生産の低臥失馴三失菜の増加､血相から都市
部への流入の増加をそのまま反映して国民大多数の剛tL/ベルの向上を達成してきていない.

8 0年代の概略主要指標の様相は6 0年代初頭から到達していた庄光12i盤の相対的な拡張
にも拘らずホンジュラス経掛ま継続的発展を可鰍こする自立した堅同な経済構造を定石させ
得ず､従って気候､需要の外的変臥主要輸出産品価格に対する脆弱さを減じ得なかった｡

国内には天然安臥人的資金的資源のよりダイナミックな動員､より合理的な利用､供給
全般についての継続的な拡大､国家収入のより公平な配分を掛ヂる一連の構造的､行政棟捕
的な障害が存在している｡

ホンジュラスの今後の見通しは不明瞭であるo中米の馴犬は国内外の民間投資に極度に不
利な要因が在り続け､継続的発展の可能性を制約する一連の構造的諸問題が潜伏し続ける｡
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＼

生産手段を形作る各部門の統合不足､至本､技術､輸入農業ff材等への大きな依存､極端な
収益の集中､国内貯蓄不足､永続的な融資の不公平さ等が優先的に留意すべき問題点である｡

1987-1990年国家開発計画は民間投資の回役及び輸出の増大に支えられた4. 2

%の経済成長を一つの目標として計画している.この目熟ま様々な政策､増大する人口の前
進的結集の実現可能性､経済の労働力等への到達に最も多くの変化を内議している｡

これらの成長水準に到達するために､国家開発計画は国民のための基幹金程生産に留意し

つつも､輸出の増加及び多様化に支えられた一つのモデルを提案している｡
部門的には食糧及び農村工業､木材工業の原材料の生産者としての農業が優先される｡

現在の生産構造変革は計画の有効性においてより長期の期限が必要であるが短期的には業
務資金の貸付け注入及び公共部門参加の麻挿した企業の民営化によって､設置された遊休能
力の最大限利用を獲得するために､伝統輸出産品生産を支援継続しなければならない｡

国家開発計画の策定において､ホンジュラス経済における農牧部門の重要性及び利用され

ている農業経験の特質から農業地域の集約的利用を達成するためには､国内の気候条件に対
する農業のひ弱さを軽減することができる澄渡農業開発が際立って優れている｡

国家開発計画で設定した経済成長水準に貢献するために国内消費及び輸出の農業手法の創出

による生産の多様化を考慮した漕概可能地域の統合計画が必要である｡

2.漕概排水計画の基本的想定事項

雇概排水計画の項目構成として､実際上すでにわが匡で制約されている中期(長短に対す

る)の水資源の多目的利用を開始するため､将来の必要性及び現状の制約についての基本的
想定指示が設定された｡

以下に濯概の現在及び将来計画を記述する:

一

水資源局とUSAIDはホンジュラス政府が国家漕概排水計画(PNRD)最終文書作
成に先立って水資源利用計画(PAR=)を策定する必要性について意見の一致を見た｡

-

SECPLANによって設定された計画の全体目的はPNRDによって支援されそれに
よる目的目標は後に水糞源利用計画に合体することができよう.

~

ホンジュラス政府は国の包括的便益のため港概排水開発を指向することが必要である｡

一

将来的には出資者及び金融機関が港概排水プロジェクトの開発に関して誘導される特定
機関(水資源局)を考慮することが必要である｡

一

政府関係諸機関はその活動及び現在水資源局に向けられている漕概排水開発に関する支
援を継続しつつ少なくとも国家開発計画(1987-1990)に示された人臥予算

についての現在水準を維持することとなろう｡

-

現在濯那E水を開発するための主要制限因子は､今までの資金源であり今後もあり続
ける外国借款による資金の不足であることは周知されている｡

一

近い将来に､特定の地域では制限因子は利用可能水星及び/又は瀧概可能地に変化する
であろう｡

-

水文気象データー､土壌分級､地形図図化､社会経馴幡､作付けパターン及び構造物
等手許にない水資源調書に関する必要情報を補完するための付加的努力が求められる｡
水資源局は国家瀧概排水計画を通じて漉概可他地域及び諮河川の利用可能削.llこ関する
データ-の収集に向け努力してきている.

一

国土地理院(I GN)及び他流局は常に/安来予獅確認された場合に､沸概排水のた
めの国際的基準に準拠し技術能-)]を考慮して必要な地捌1.rJl:,-t､馴ヒを実施する.

一

設計建設臥維持管理臥水利孜を考慮した､碓那E水組織受益者の支払い能力を評価
することが必要となる｡
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3･国家経済開発計画及び国家潅概開発計画の目的

国家経済開発計画(1987-1990)のEl的は基本的に:

一

継続的経済進展

一

国内､国際収支の均衡

一

雇用の創出

一 総合地域開発

-

活力のための諸要求の充足

継続的経済進展については国内消費基幹食糧に留意した現在輸出の増大及び多様化の一つ

のモデルが継続されている｡

国内､国際収支の均衡については貯蓄水準の向上､日常消費の引締めと税制の改善改革に

よる歳入の増加による国内総生産に関する国庫欠損の減少に向けた国庫政策の方向付けが設
定されている｡
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る生産的雇用の創出は国家開発計画の諸基本目的の一つであ

より高いリズムとなるo公共投資は産み出される雇用
して､この10年間に機能してきている民間部門に対

へり

基本的諸必要性の満足度の増進には公共部門ならびに団体及び社会開発の新形式の続合に
よるより高い効率が求められる｡

開発戦略は民間部門によって造り出される経済増進を前提としている｡この基本的な考え
方によって政策,法手続き､民間企業発展に対する法規等の障壁を排除し､民間部門の管理
技術能力及び投資に適応させる民間資本市場開発の新分野に進攻する能力の強化を誘う｡

このような形で輸出の振興に向けた政策を誘導する

この文脈及び農牧開発によって国の経済増進を継続させるに当って気候及び土壌がこの開発
を左右する基本的な変動因子を構成する｡

多くの農業地域が1 1月から4月の乾期を後に従え年間降水量の60%から80%が雨期に
集中する年間降雨の不整分布が原因して現在半利用の状態にある｡

農業への限られた利用可能適地から,国内消費のための農業生産の将来需要及び輸出増加の
必要性は農作業の技術化､地力に応じた土地利用及び土地利用の集約化を可能にし､又､気
候条件に対する農業の弱点をカバーする手段としての漕概の導入等によって達成されなけれ
ばならない｡

天然資源の利用(水及び土壌)については空間と時間についての設定と､地域開発品準に沿

った将来及び現存漕就組鰍こついての優れた開発計画が必要である｡

営与巡をし廠設択鎚適をの結党n
‖
_
1
日
り

田
山
Ⅷ
■
山

北灘池:Lyのる白】･つ各せにさ連立者設庄を生合は紙用者適川の利へ
つ

菜もtLyを際性実能び可及の定へ策途の
の

画援計支概融漕金

漕概システム の扶栢 はこの企てにfFう 経 帆金桝1帆済 けるLB民た

するための

えよう｡

ちの意志にA･:-/Tさ

一つの漕概計画の進展の主導権は国の経済開発戦略の基本的論拠として)B民たちのrk･終的成
請願に関係する｡
政府機能は技術的､法律的､管理的支援及び金融機関への有利な融ff手続きについての支援
の提供に限界がある｡

以上のことから､漕概計画の詩目標は以下に対応する:
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-

中長期の国の惑概排水諸活動について方向を定め整理する｡

一

種概のための水資源と土壌資源利用の向上を図る.

-

農牧生産､生産性の増大によって貿易収支及び農村地域における雇用の改善を支援する｡

4.港概排水国家計画と国家開発計画との関係

土地の最大限利用と国内総生産における長期間の乾期のマイナス作用を償うことについて

の対策としての国内の港概開発の方向付けの必要性は漕概排水計画の準備に立場を与えた｡

調査､投資事業の実施を計画するための基礎として､港概の実施しやすい各地域についての
現在情報のレベル､タイプが決定されている｡

データーの不足､一現存情報の信頼性から予備計画実施の必要性が生じた｡

予備計画は､繋ぎ期間の必要諸活動の実施及び前もっての手続きの連続性と(PARH)の
構成要素として漕概排水計画を支える信頼できる情報の獲得に対応する｡

しかしながら､各河川流域からのデータ-は予備的な等級付けを得るために収集処理されて

いる｡この活動は国内各流域が短期間において農業生産､生産性についてのインパクトを得
るためのより優れた条件を示すことを決定し得るデーターについて存在している限界を知る

ことを可能にしている｡

これらの観点から､計画は土壌､気象､流量測定､農業経済､社会経済側面､作付け体系そ
の他の様相についての不十分な情報を徐々に完全なものにして行くやり方による進展的､流
動的なものとなろう｡

他方､わが国の水資源枯渇の進行は益々水資源総合計画を必要としている.

港概の水利用､農業のための水利用の認可に関する経験は様々な受益者間の水の配分のトラ
ブル､同様に水資療利用計画の明白な必要性を形作る同一水源の水を異なった利用者が争う

ようになることが発生するトラブルを明らかにしてきた｡

これらのことから､港概計画は国内水資源の総合利用に向け段階的に合併しながら支配的､
進展的､流動的な手段となろう｡これらの特質は現行の開発計画の目的達成を支援する政策
の見直しを可能にするであろう｡

B･

1.全体目的

国家開発計画の基礎条件と適合して漕削相国家計画は経済成長､国内国際収支の均衡､

雇用の創出､地域総合開発と基本必要条件充足について以下の諸員的をその活動に組入れる｡

一 点牧生産､生産性の増強によって貿易収支及び盟村地域雇用の改善を支援する｡

一

生清水準を向上させ､農村地域における生産能力を高めるため池概LE!菜の実朝可能性を
確認する｡

-

漕概を通じて水ff源の有効利用を図り地域間発を達成させる｡
.

一

濯概開発､農地の集約利用､栽培システムの改善等によって金槌生産を増進させる｡

2.特定目的

達成を求められる特定目的は以下のとおりである:

-9_



ー

中期問を指向した国内漕概排水諸活動｡

-

囲場段階水管理への技術指導及び技術者農民に対する漕概研修の準備による水の効率
的利用を保証するo

一

港那F水の必要性をチェックする資格能力を制度化しその必要性に応える.

一 連概排水F/S調査､順位設定文書作成能力の強化.

- 港概農業開発のための資金援助の必要性の決定o

-

単価､経費､歩掛り､生産物､漕概耕作面積等を知るための情報システムを組織する｡

C.国家開発計画 (PND) 1987-199 0､国家漕概排 水計画 (PNRD) の政策

国家開発計画は期間中の基本条件としての特定目的に一致した次のような､農牧分野に関
連した漸既□ □欄発を支援するために文書化した全体目的を設定している｡

国家開発計 画の全体目

-

公共投資の優先的留意は輸出部門

の生産能力の増加及び多様化を含
む計画､事業の実施､基本的必要
性の充足､雇用創出が中心となる｡

一

再投下資本の増加分の保証､非伝
統産品輸出奨励､生産物多様化の
選択条件で選ばれた形の民間部門

に対して国庫の許可が与えられる｡

一

比較された明白な或いは潜在的な
天然資源の有効利用と合理的開発

に基づく有利性を持っ非伝統産品
輸出を助成する｡

-

伝統輸出遍品､生産物多様化を目
指す努力を支援し､輸出の新規農
業活動への投資を奨励する｡

一

国際市場見通しに基いた農業生産
物の多様化を奨励する｡

一

輪出品目の増加及び多様化､特に
非伝統品目は大規模生産者に方向
付けする｡強固に組織された共同
企業があるなら国はそれらの作物
開発について支援する｡

一

輪入代替､輸出創出についての高

い能力に力点を置いた短軌成熟の
生産物に優先."n位を与える｡

(カカオ､プラタノ､マラニョン､
メロン,野菜､大豆､牛乳その他)

一

生産に対する支援業掛ま質的虫的に
改善される｡
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国家漕概排水計画の政策

-

公共投資は高い農業ポテンシャル
を持っ地域向けの漕概排水施設を
指向する｡

ー

港概排水組織設置による農牧生産
増大を目的とする民間部門への国
庫インティプが設定される｡

一 輪出及び輸入代替のために漕概排

水によって農業生産を多様化する｡

生産の多様化､輸出拡大､輸入代
替を支援するであろうF,'.I)-い)B=XLEポ
テンシャルを持っ漉概プ.Dジェク

ト及び早期稚概野人プロジェクト
が優先される｡



農地改革農民及び中′ト組合良民に対
する農産物商品化プロセスについて

の支援が提供される｡

中/ト企業に対し､生産､市場､管理
体制についてしかるべく選択した上
技術援助が提供される｡

クレジット許認可事務手続きを簡略
化する｡

一内外市場向け工業生産の増大､多様
化のため政府関係業務を改善する｡

一労働資金の必要性を満足するための
現在及び見込み内外頗資の再配分｡

-工業のための適正供給を保証する一
次産品生産支援o

-内外市場を指向した､加工施設能力
の最高の利用を督励する｡

ー農産加工単位の創設､拡大により
付加価値を向上する方向の手法を
設定する｡

一輪出用作物多様化のための優先順
位を持つ漕概排水事業の決定､拡
張､改善｡

-内外源資の均衡｡

一公共負債は効率､公正さ､経済社
会についての基準に従って､･開発
優先順位による適正な形を指向し
なければならない｡

一雇用を創設し大きな付加価値を
得るような一次産品の利用に役
立たせる方向で選択的に輸入品
を代替させる｡

-経済融資技術諸協力及び適所協
定を効果的に役立たせ利用する｡

一雇用の創出

一漸面雇用を生起させる目的
のもとに民間投掛こより遊休施設
能力の利用度を高め､生産機材を
拡大し再指向するために必要な条
件を整える｡

一生産過掛こより多くの女性が参加

-ll-

-

/ト規模生産者に対し漕概技術の利
用統合と管理能力の改善のための
技術援助を提供する｡

-

民間､国家銀行からの漕概施設,
労働資金の貸し付け源資認可を
促進する.

一 漕概導入生産により工業加工原料

の供給を確保する｡

一

種概排水実施農家を支援するため

の営農改善業務を強化する｡

一

国際国内市場は生産配置及び加工
施設､業務への投資の利用を保証
するために推奨すべき作付けパタ

ーン決定の基本要素と考えられる｡

漕概農業開発事業の資金処置はそ

の経済､融資､社会的妥当性にし
たがって進められる｡

民間､国家銀行による管.P=控の道を
拓きながら押力的に施設及び生産

への技術ff金援助活動を行うo
4

一

民R'J部門参加による9v)'働の継続性
を支援して農村地域における糖概
農業開発への雇用を特に創出するo

一

訓練､事業実施過程で選抜され



しやすくなるように必要な社会便
益と調和を図って国の経済開発へ

の女性の参加を支援する｡

一人的資源形成に関わる種々機関の
研修活動を合理化する｡

-

EEl民の生活必要条件の充足

一疾病による病死を減少させるため
の活動に高い優先順位を与える｡

一国の開発業務が必要とする人的資
源要求の帰結として新しい有用な
提案についての選択肢の探索に高

い優先畦上の留意が払われる｡

-農業教育の開発及び固定は基本的
に農業部門創始の優先順位に一致
した厳密な科学技術的優秀性を持

つ人的資源形成の総ての形態､水
準及び様相についての不可避条件

としての統合と団結をかちとる意
図のもとに国内国際的な標準性に
支えられる｡

-雇用の創設及び重要な食習慣の変
更達成のために国内消費食糧の生
産を指向した継続的な努力が払わ
れる｡

一継続的な国民の栄養的要望を満足
させる方向での食糧保証制度協議

に特別な留意が払われる｡

一基幹食糧生産供給に向けた諸活動
を重視しつつ農地改革分野の団体､
小中規模独立農家に対する優先的
支援が継続される｡

一総合的地域開発

一特に経済的社会的及び人的資源的
諸活動を統合し所得の配分､生産
水準及びインフラの自由可使性に
表された地域的不均衡を軽減する｡

一地力減退もしくは損壊農地の生産
能力の回復｡

一家庭用､農業用､工業用水の制御､
取水､配水システムの改善､拡張o

一地域の農業環境条件に適合した新
分野､新品種､新項目の合体を奨
励する.

Ⅲ･漕概排水計画実施のための機構組織及び職務

るよう配慮して漣概良芙開発に
女性を含める｡漕概生産過程に
おける女性団体の主中性を支援.

-

境定の機関､漕就農業の規範械

･閑､漕概農業実地研修機関に変
換させるよう開発研修センター
を強化する｡

一

漕概事業の実施は水､大気､病
害伝播によって惹き起こされる
反健康的影響を避けるため環境
的妥当性が考慮されよう｡

一 種概農業教育は公共､民間部門の

生産者､技術者農業科学研修によ

って強化される｡

一 教育手法､港概農業実習に当たる
技術者は､早急な普及及び農場レ

ベルの技術支援の強化によって能
力の向上が図られる｡

一

国民の栄養についての要望を継続
的に満足させるための農業生産の
増加と農村地域における雇用の創
設は漕概農業への新しい地域の合
併によって支援される｡

一

滴概排水についての技術支援は農
地改革分野の団体､小中規模独立
農家に優先的に与えられる｡

碓概開発計画は各地域の要望を均
衡しつつ生産レベルに直接影響を

地各るえ早 域の統合を図る｡

瀬
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の保護を指向した碓

術
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支摂｡

利
上
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水を

､池概)を考
奨励オる｡

ホンジュラスの漕概農業開発を支持しこの計画に盛り込まれた目的達成を支援するために､
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公共民間部門及び港概地域の合併政策計画､権限に基く諸活動を適切な時期に調整し実施し､

ホンジュラスにおける藩概を指向する開発の達成に貢献する諸活動の遂行に向けた技術缶金
協力支援国際機関に連関する作業計画をマッチさせることが必要である｡
港概排水予備計画には漸進的/流動的即ち公共部門からの受託､民間部門への指示といった
活動的性格がある｡

漕概開発は或る種の分担作業を含むが､筋道正しい､又､必要とされる優先舶位による実施
が肝要である｡以下に計画された諸活動の実施に必要な協調､決定､支援の各段階を示す｡

A.協調の段階

漕概排水予備計画の運営及び目的達成には漕概農業開発に関する諸活動を順序正しく適
切に実施するための機関間の協調が必要である｡
関連概要を設定するため､次の各度合いの協調及び実施が認定されている｡

1.政策決定の段階

一径済計画最高審議会(CONSUPLANE)

一計画､調整,予算編成省(SECPLAN)

coN畠upLANEは国家経済政策計画調敷こ関する助言を行うため大統領から指定
された経済閣議室で,大統領が主宰し漕概農業開発を継続する政策を決定するハイレベ
ル機関である｡
他方､ SECPLANは技術的な性格の機関で､大統領､閣僚審議会､ CONSUPL

ANEに対し､国の経済社会開発計画について作成､実施､調整,評価を補佐支援する｡
両機関は技術レベルについて天然資源省によって支援される｡

2.技術的決定の度合い

一天然資源省(S良N)

一水資源局(DGRH)

天然資源省は食糧生産､雇用の創出､国家経済強化における決定的な寄与から天然資源

の最大限活用を導く政策戦略の決定機能を有する｡

天然資源省は水資源局を通じて水資源の多目的利用達成のためその他の水利用者との調
整を図りつつ濯概農業に関連する諸活動を指向する｡

3.永続的支援段階

永続的支援段階は地表､地下水資源､漕概施設､水利許可権､漕概組織の維持管理に
おける技術指導､漕就農業における技術者生産者への研修等についての諸活動を実施す
る機関としての水資源局によって構成される｡

その恒常的資質､人員の技術的構成､漕概排水についての国家政策の方向付け等からし

てこのレベルは計画の望ましい実施結果獲得のための基本的条件である｡

B.全体的実施段階

碓概排東予両計画の漸進的実施及び関係情報の定常的統合は､適切な形の活動及び廠限の
範囲内での調整によって絃取られる公共､民rt(･1部門及び融ff､他年機関夫々が分担すべきi･tl

務である｡含められる部門は次のとおりである｡

1.公共部門機関

1･1計画､調整､予算編成省(SECPLAN)
S ECP LANの機能の一つは公共農業部門実施の各種計画の政策及び戦略を調整し
又､贈与借款交渉､技術的､資金調達的性格の国際協力要請の途付けについて推薦又
は提言を行うことにある｡
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この意味合いからSECPLANは農業計画局､施設局を適して､燕概排水予備計画
の実施についての責務をもつ公共部門各機関の年間運営計画が､実際的な基準のもと

にまた予算的責任に従って計画されるよう気を配って行かねばならない｡同様に､こ
の計画に示された各地域を開発する各プロジェクトの続行及び評価を行う機関間委
員会の調整に当たらねばならない｡

1.2天然資源省(MRN)
天然資源省は水資源局を適しての港概排水予備計画実施の代理者であり,受益者のタ
イプに関する開発戦略に適合すると判断される横閑によって支援される｡主要職掛ま
以下に示される｡

一

連親閲発計画
業務計画はこの活動に対して準備される国家予算及び国際支援に即して漕概可能地域
開発達成への方向を見定める｡
技術資金協力は小規模､中規模､大規模農家についてこの計画で設定された優先順位

に基づいて方向付けられる｡

-

技術協力

臨場段階水管理及び港概施設維持管理についての農家への技術指導は望ましい成果を
獲得するための諸活動実施を意図する水資源局の独占的な責任業務である｡

この目的を達成するため天然資療省は農業開発研修センター(CEDA)において中
央､地方の職員及び特に農民に対して漕概技術について能力啓発を継続する｡

一

関係機関間の調整
水資源局は国内で調達し得る人的資臥資金を効果的に利用するため､他の天然資源
省付属機関及び関係各庁と研究,技術移転､技術者生産者の研修等についての敏捷な
調整手法を探求しなければならない｡

一

実行計画及び事業計画の作成
水資源局は国内総生産及び短期貿易収支
域統合に必要な技術､資金援助を処理す

へる

流域の等級付けを見直さなければならない｡

とにト的ク期パ定ン
に

イとなも大の重的の目

組織化及び管理研修の調盤に当らねばならないo

なる漣概排水への地
夫々の地域の河川

この業務は政府諸横臥民間部門､港概開発支援を望む国際諸機関との詞敷こよって
実行されなければならない｡

- 継続及び評価

天然資源省はSECPLANと共に小､中,大規模農家について認定された優先流域
の夫々の地区において創設される各プロジェクトの継続及び評価の手法を成案する責
務を有する｡

1.3農地改革庁(INA)
農地改革庁は土地の管臥裁定払い下机同時に農地改革受益者達への恒久財産を設
定するためそれらの土地の認証と資格付けを主要目的としている｡又､改革過程で創

設される組合の組織造りもINAの職務である○碓激闘発に閲しIN^の職掛ま:

漕概農業に提供される土地についての安定性を維持し腿地の認証に当って制定された
規格限度を満たし､又､土地の利用について効刺(I)lこ開拓されるような戯他聞拓のTf

格付け手続きを行うgfカ､ら成り立っT.t､争｡又､I N^はJB地改1Y_.:漸･･]の腿.X刺t合の01】仙/l_･TT _I+^★･､ヽTtl■-ナ ▲J_ __

__}...-__

_

1･A国家農業開発銀行(B^N∧J)ES∧)
国家農業開発銀行は農牧生産開発及び商業化を含む生産物の一次加工関連諸活動につ

いての融資の導入を主要目的として設立された自治概則で､主要業掛ま次のとおり｡

-

漕概施設建設及び営農資金のためのクレジットの認可｡
天然資源省は初めに特別会計資金を寄託し､又､漕概への融資償還価格を指定してそ
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の徴収を実行する｡

その後にBANADE SAはもし必要と判断する場合にはクレジット認可の保証の柔
軟化を考慮しつつ濯概営農農家への資金供給を行う｡

-

更にBANADE SAは販売部門を通して農牧振興法に依ってでは入手できない漕概
生産用農業資材の調達に参加する｡

1.5ホンジュラス中央銀行(BCH)
適正な利子率及び漕概への投資に必要な償還の支払い期間の固定によって投資を刺激
しつつ国家経済開発により好ましい通貨､クレジット､為替等の条件を促進する｡

1.6通信･公共事業･運輸省(S ECOPT)
通信･公共事業･運輸省は水資源局を通して河川調整､図化､漣概開発のための情報
提供等の諸業務及び農業生産､施設保護に必要な氾濫地域の統合整理について天然資
源省に協力する｡

1.7大蔵省(SHCP)
大蔵省は生産者達の農業機械､農業資材輸入に必要な特別許可手続きを簡素化して農
業資材調達に関して農牧業振興法を認可する恩恵の適用に配慮して行く｡

SECPLANとSHCPは水資源局の年間予算を分析し,考慮された予算割振りが
設定目標との関係を守るよう配慮して行く｡

1.8経済商業省(SEC)
経済商業省は農業部門において求められる成長を確保するため､商業化分野及び価格
政策について介入する｡必要とされる商業化の組み立てとその継続は､国内国際通商
局を通してのこの省の責務である｡

1.9国家職業訓練庁(INFOP)
I NFOPは天然資源省と共に主として簡便な研修計画の実施によって農民たちの技
術知識拡大を担当する｡

1.10農業組合助成局(DIFOCOOP)

この局の参加は生産者組織及び組合形式の農地改革部門団体と管理分野研
れる｡これはこの文書で考慮された各地域での諸活動を優先的に展開しな
とINAとの協力で実施される｡

､
b
N

けR向sにら修が

1.11ホンジュラス農産物販売公社(IHMA)

この公社の介入は濯概によって生産される基幹穀物の商業化段階である｡整頓された
市場と生産物の安定及び消費者への適正な供給を保証するため､国の内外のこれら生
産物売買への直接介入によって国内市場価格の安定を保証して基幹穀物の販売システ

ム改善を奨励する｡

1.12産業開発センター(CDI)

この機関は濯概生産の縦断的統合助長の椴を造り出す中小産業企業への技術資金支
■ 援を適して参画する.

2.民間部門諸機関
国内稚概開発の基本要素である民間部門は夫々の同業組織を適してこの兼務を支援し

つつ補足業務準備に積極的に参加するo
民間部門のために用意された諸活動は次のとおりであるo

.

2.1民間銀行

融資に関して農牧活動へ融資に利用できるようなクレジットの継続及び支援を与え､
国が優先性を認定した地域においてその物的存在を拡張するよう努めっっ国への補助
的業務を行う｡

2.2商社
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生産に必要な農業資材を適時に､且つできる限り良質なものを供給する｡

2.3農産物加工施設
商業化に閲し制定された政策によって統括される;
濯就農業開発における技術移転､農業生産の品質水準達成のためにその支援は決定的

なものである｡

2.4農民連合組合
現在の各農民連合組合は公共部門機関と連携して､ばらばらに働いているために全体
便益を得られぬ農民たちの組織造りを達成するために努力する｡

2.5農学部､農業学校､農業教育センター

これらは農業普及が気象作用に起因する問題点解決の即効的貢献となることから漕概
農業技術指導を提供する専門技術資格者形成への学習計画を指向する｡

また､農民たちが経済的に実現可能な適切な比較実に向けた農業研究活動を指向する｡
同様にこれらの学習施設はその経験､結果を農民間に公表することを奨励する｡

2.6専門学校
農学技師､農業科学､土木技師の各種専門学校は潅概排水に関する技術用語集､設計
基準､建設基準の制定を支援する｡

2.7融資及び贈与機関
国際融資支援はこの文書で設定している漕概農業開発における決定的要素である｡
贈与国際機関もまたこの文書で設定した政策及び戦略に従った技術､経済協力に組み
込まれなくてはならない.
適切な技術経済協力はこの計画に盛られた目標達成を可能にする基本因子である｡

2.8プランテーション企業
技術移転を助けるための生産､技術水準のパラメーター利用を容易にすることについ

て天然資源省はこれらの企業からの広範な協力を期待している｡

2.9民間組織

これら組織が目標とするものは公共部門と共通因子を構成するので､設計､建設､漕
概施設維持管理の基準､その他に水利用に関する法的業務を拡大する目的の下に漕概
農業諸活動について水資源局と力を併せねばならない｡

C.特定実施のレベル

漕概開発に必要とされる業務活動は公共部門を通じて実施される実行計画及び事業の成果
を確保するための組織構造からくる責任に基づいた水資源局の権限である.

技術協力及び経済協力はこの計画で設定されている政策戦略によって縁取られた業務であり､
年間計画もまたそれらに一致する｡

また､包含される各種機関の参加による実際的､能率的結果を得るために機関間の調盤を推
し進めねばならない｡

水資源局の桟橋は支援業務が拡大するにつれて調整されて行くであろうし､又､人的ff源及
び必要機材は諸事業が活動し実施されるに従って整えられるであろう｡
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Ⅳ.漣概排水予備計画に対する漕概排水地域の統合

A.1989年実施諸調査

ホンジュラスには2 7の大規模河川流域がある｡そのうち7流域は実質漕概可能面積を持
たない:クルータ､グアルンタ､イバンタラ､ナクンタはモスキティア県東部､ネグロ､サ

ンビレは南部のニカラグア国境､セゴビアはニカラグア国境に沿った西部に位置する｡
残りの20流域のうち4流域､モタグア､イルデフオンソ､テチン,クヤメルはグアテマラ
国境にあり､総て単一のクヤメル盆地に含まれている｡

上記の港概可能地域を持つ残りの1 6流域のうち6流域はカングレ-ル､カングレハルーア
グアン､レアン､クエロ､サンティアゴ､メサパで､農業生産適地としての地力を持っ地域
である｡ (1985年､米州開発機構による調査)
残余の1 0流域は一つ以上の盆地/平原を成しており,義. 8に示すとおり合計44の盆地
/平原を形成している｡

この44の漕概可能地域のうち､ 6地域はセミ詳細調査が実施されており､ 19地域は踏査､
残り19地域は現在まで(1989)未調査である｡

港概排水計画形成の準備段階として､水資療利用計画の構成要素について以前の調査結果の

ような十分な情報が現在準備されている地域/盆地における業務を実施する必要があろう｡
踏査段階の1 9地域は優先順が次ぐものとして､前記のセミ詳細調査を完了している6地域
に第一優先順位が与えられよう. (義. 8参照)

これは､この文書の準備と各部門ごとの水利用を策定する水資源利用計画文書(PARH)
エ■こ■一

■=
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準備の経過時間としての移行期間中の業務として実施する:
工業用水､農業用水,家庭用水､水力発電､リクリエーション
セミ詳細調査のある6地域はおおよそ117, 958. 6Faに
開発可能とすればこのうちの82, 571ぬか移行期間
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モタグア､
クヤメル
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19l.L106* *

191.406

32, 500 32, 500
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253, 736.42 308. 185. 60

* 地形測量及び土壌のみを考慮

**農業生産に適した土地としての潜在可能性土壌(1 9 8 9年米州開発機構調査)
B･轡

現在まで漕概排水開発は地域開発からの圧力に応える方向を取ってきている｡
1 9 8 9年

において6件のセミ詳細段階の調査を持っている状況にある｡
(義. 9参照)

洪水被害地域についてはただ単に排水工事を必要とする地域として位置付けられているに過
ぎない｡ (義. 10参照)

1.戦略
融資手続き､漕概への新地域の統合を目指すために､濯淑方法からだけでなくこの活動

に含めることを望む受益者たち又はグループの形態によって分類され,分割されてきた.

表･ 1 1は民間部門に閲した数字を示す国内のグループ一目棲による漕概導入予定地域
の年次増加を反映している｡狙いを付けた年間目標について以下が望まれる｡

a)効率40%-50% (平均40% )の重力漕概を持っⅠ､ Ⅱ級地の年間5 0 0Haの統合
b)効率50%-70% (平均60%)のスプリンクラー港概を持つⅡ級地の年間1,

500Ha
の統合｡

c)効率70%-90% (平均80% )の点滴港概を持っⅠ､ Ⅱ級地の年間50 0Haの統合｡

義. 9 セミ詳細調査1989
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表･ 1 1グループ一目棲別最大港概可能面積及び次期5ヶ年の年間増加
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設定された目標の達成は､公共及び民間部門､融資又は贈与諸機関によって企てられる漕概

に関する諸活動に依存するであろう｡

夫々のグループ一目標のために適切な融資源並びに設定目標の達成のため夫々のグループと
共に業務を行う責任桟関が確認されているo (義. 1 2参照)
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表･ 14では最低流量の合計値として43･45 m3 /secを提示している｡漕概開発におおよそ
ll/see/Haを利用するとすれば全体最低流削り0･000

1/see (40m3 /see)では流最観測の
正確さ､将来産み出されるデータ-の多き笠:れJ.の数望,n百中桝り_トZ▲～
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付米艦->tiiされるデータ-の多さ等これらの数字の真実性によるが,次期5ヶ咋に
00Haから40･ 000ぬの追加両群を瀧概することができよう.
液概排水開発実施定圧体制及び計画汽金源

ヽ
0
2

35,

義. 1

グループ-日機

1.既存

2,既存(民間)

3.地方官

4.大､中規模農家

第一
DCRH

i'1t任

COM/DCRH/SP DG帥 〝

DGRH GOB/DG和/SP 〝

第二 協力
GOD/DGRH/SP 融資A.tY)与横側

民間有志団体

GOH/DG棚/SP DCRL7
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計画資金源
4

国際機開

国際概則/地方(l'1･

国際横関/国費

地方費



5･プラントション SP GOB/DCRH/SP 〝

国際融資/地方平

6地方官改修 DG比H …′DGRh/SP 〝

贈与/低利倍款

7･民間濯概施設改修 GOH/DCRWSP DGRH 地方費 地方費/技術支援

DGRH:水資源局｡ GO‖/DGR=/SP
:ホ政府が水資源局を通して民間部門向け業務を実施する｡ SP:民間部門o OPV:民間有志団体｡

表･ 13 河川流域別土壌分類(Ha)

流 域
ナカオメ川及び
チャメレコン川

ーナカオメ盆地
-スイ ミスイラン-

エル･カイミート地域

-ナカオメ盆地-
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一夕パトカ
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ウカ川盆地

ガヤペ‡1

-ノヽマストラン
ーテウパセンティ

ーレバグァレ *3
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ーダン

トリパトゥカ
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小計
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-フロリダ

-ラ･エントラ-ダ

ーキミスタン
I+=

ウル ワ川盆地

-スーラ *5

-コマヤグア

-ヘスス･デ･オトロ
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-アグア カリエンテ
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義. 14 最低河川流量

河川名

1.カングレハル

2
3
4
5
亡
U

ナカオメ

チョルテカ

ウアーグパ
ア

チャメレコン

コ
ヤ
ワ

イ
ム
ル

ス
ウ
ウ

7
0
0
9

a
さ
の
的
る

不

で
れ
集
記
分
明

期間

あるが､その内9.600Haだけが調査済み｡

た｡

物穀
○に

る閲す横合は適壌く土広
‥

にる培よ栽に

o

約
述
頬
.

年

1980-1986

197ト1981

1969-1974

1983-1986
1982-1987

1986-1986

1969-1974

1983-1988

1986-1988
i
E
i
l
.

､甘凡

CQ
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l

一

E
i
i
(
Y
九

007

69-70

83 00

86-8

83-8

3E-r)
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iEil二円
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86-87

に適する｡

月

4
4
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4
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ー

35

i
i
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(ml'/sec)

2.想定

港概農業への新境地区統合及び管区組織の改修戦略は以下の想定に基づいている｡

一

次期2-5年の土壌Ⅰ･ Ⅱ扱の開発の順位を定めるべきである｡

-他目的利用を考慮しつつ正確な港概利用可能水量を決定する水資源利用計画を策定する｡

一

水資源総合計画を実現するため諸河川流量の十分に詳細な追加データ-､情報の収集が
行われるべきである｡

一 漕概排水開発の成果を保証し､又､承認されたクレジットの償還のための容認できる基
準を結合する農民に優先順位を与えるべきである｡

一

漕概排水組織実施の作用的に柔軟な近代化について理解し､適切に運営し管理すること

の必要性を認識し､用水の供給計量のための必要施設を付与して次期5ヶ年において､
公共､民間の管区漕概の改臥近代化について優先順位を定めるペきである｡

3.目標
戦略及び前記の基本想定に関する次期5ヶ年についての目標は次のとおりである｡

-

次期5ヶ年間において年間平均1 0%の池概面積を増加する｡

一

次期5ヶ年間において年間1 000Haの各管区碓概を改修する｡

一

次糊5ヶ年間において年間5 00Haの刷り池概組織を改修する｡

4･特定日的
.

農業生産において改良された漉概手法及び卵子移転による池概及び/若しくは排水による
農業新地域の統合を適して年間1 0%の増産を達成する｡
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C.各河川 流域につ い丁処理された 情報及び 予備的結果

漕概農業への新境地域を統合する基本として水資源利用将来計画(PARll)の枠内で人
的資臥水資臥また経済的変動に関係した不安定さを考慮した国内各河川流域の順位付け
が実施されている｡

この最初の試みについての基本的基準として､生産即ち短期の国内生産及び貿易収支への望
ましい影響を誘発するため､最大級の天然､経済資源を供給する流域に対して高い優先性が
認められている｡各流域の優先付けの意図は次のとおりである｡

-水資源利用将来計画(PAR=)の総合的業務としての港概排水に関する水資源局の内
部政策のための腹案を設定する｡

一

連概開発中の農業開発に関連する他の諸機関に調整的に参加する.

一

全体計画､部門別計画､地域地方計画を強化する｡

-

港掛こ役立っと思われる話資源の使用を改善し増大する.

1.予備的結果

これらの目標達成のために各流域の現存諸資顧についての基準が評価されたo
中農､大農に恩恵を与えるため､又､そのはかに小農のための漕概開発が必要な地域の
探索のための流域順位付けが準備された｡

現在の利用可能情報によって､表･ 1 5に示す結果が得られた｡

種々の基準を利用して実施された5優先順位によって､小､申､大規模農家についての
港激闘発のための河川流域優先順位は次ぎのように考えられる｡

ウルワ

パトゥカ
チョルテカ

チャメレコン

アグアン
ナカオメ

レムノヾ

ゴアスコラン

スイコ及び大西洋沿岸

排水改良を必要とする地域のための流域整理結果では次の流域が主要位置を占める｡
(表･ 16及びアネックスNo.7)

パトゥカ

大西洋沿岸
ラ･モスキティア
ウルワ

ス

セ
プ
チ

コ

ア
ノ
レ

コ
ピ
タ
メ

イ
ゴ
ラ
ヤ

流域の順位付けと共に､いずれは-或いは排水によって超勤こ統合されるべき盆地､

平原が同時に順位付けられた｡

表･ 8に流域別種概必要面積及び相応する土-査レベルが明らかにされている｡

一地形図のみ､即ち土壌調査なし｡

-23_



一也査o

-セミ詳細調査｡

表･ 10は推定洪水被害地域を示している｡

土壌､気象､水文､農業経済､人口､農業部門への支援インフラ､流域形態等に関する
情報は､各地域夫々の1 989年における既存情報の現状を示す1 2の専門記事､論文
に編集されている｡ (アネックスNO.1参照)

盆地､平原を伴う流域の順位付けは､夫々の地域情報の編集と一緒に､連続する各段階
実施行動の､又､流域開発の方向を定める基本である｡

表･ 1 5 漕概開発のための河川流域優先順位概要

順位 中､大規模農家*1小規模農家*2 農場規模<5Ea*3中大農/渇水量刈小農/渇水量

1 ウルワ

2 パトゥカ

3 チョルテカ

4 チャメレコン

5 アグアン
6 ナカオメ

7 レムパ

8 ゴアスコラン

9 スイ-コ

10 レアン

準
準
則

基
基
順

5
6
の

l

こ

:EjZ{Eii:*

*

*

ヽ用逮杏

ウルワ

パト

ヨ
グ
ヤ
ム

チ
ア
テ
レ ン

カ

コ

カ
テ
ン
レ

ウ
ル
ア
メ
パ

ナカオメ
スイーコ

ゴアスコラン

モタグア

ウルワ

レムノヾ

チ
パ
テ
ナ
ア

モ

ン

カ

コ

テ
カ
レ
メ
ン
ア

ル
ウ
メ
オ
ア
グ

ヨ
ト
ヤ
カ
グ
タ

ゴアスコラン

セゴビア

アネックスⅣ0.2, 5参照｡
を適用､アネックスⅣ0.3, 6参照｡
は5Ea以下の農場の存在に相応する｡

表･ 1 6 排水活動を指向するための河川流域優先順位

位
ー
2
3
4

脂

5
6
7
0
0
9
0
ー
2
3
4
5
仁
U

l

1

1

1

1

1

1

排水(3要素を考慮した)
パトゥカ
大西洋沿岸

アグアン
ラ･モスキティア
ウルワ

スイ-コ

セゴビア

ブラタノ

チャメレコン

チョルテカ

レムノヾ

ナカオメ

ゴアスコラン

モタグア

ネグロ､イルデフオンソ
サムピレ

ウルワ

チョルテカ

バトゥカ

チャメレコン

アグアン
ナカオメ

レム′〈

ゴアスコラン

スイーコ

レアン

*2
ウルワ

パトゥカ
チョルテカ

チャメレコン

アグアン
レム′〈

ナカオメ

ゴアスコラン

スイ-コ

アグアン-カ
ングレハル

残りの流域は4ヶ月以下の乾燥期若しくは4-6ヶ月の乾燥地域を持たない

2･流域優先順位付けの手法
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水至源利用将来計画(PARH)の一部としての漕概排水諮業務の方向を定めるための
河川流域栃位付け手法は次のとおりである.

一各流域の現存人的､天然､経済資軌こついての表示基準を決定するo

-その他の基準考慮のための限界を決定する｡

一小､中､大規模農家の各便益型に従って基準を級分けする｡

一流域に関する重要性を見積もるため各基準値を指定する｡

一種々の基準を含めるであろう結果､流域の順位付けに釣り合う結果を得るために夫々の
基準の渚値を組み合わせる｡

この手法によって付けられた6階級の流域夫々の詳細はアネックスNO.2-7に示す.

遭遇した基本的な制約は､各河川流域からの情報不足である｡判断された数字は大部分
各洗域の諸資源を反映するよう流域に配分された｡

何ゆえ流域について計画するのか?何故なら一国の水利用､水管理に適合した枠組み
を構築するためには流域計画が必要だからである｡

流域は水資源の順序だて､利用のための基本単位となる､比較的纏まりのある水環境シ

ステムを構成する.

この手法は更新若しくは精製することができ､数字が役立たせられるよい結果となる｡

3･流域順位付け強化のための情報の必要性

水利計画は農業に必要な水量の正確な数字が必要である○これらの数字は水資源局及び
農業局を適した天然資源省の引受けによる作付けパターンと圃場水管理に関連依存する｡

漕概排水予備計画には水資源局が融資､贈与機関の手配のための情報を所有しているこ
とに依存しっっ漕那F水開発のための膨大な量の情報が編集､処理されているo

これらの情報は,もし水資源利用計画(PARH)への統合に価値があるならばオーサ
ライズされ､広く配布されなければならないo追加情報の基本的必要事項は次のとおり
である｡

-コストを見直し､更新した農業生産及び農産物商業化についてのデータ-｡

一地域別作付けパターン｡

-作物用水量､漕概必要水量.

1水資源利用計画への統合に先立っての流域順位付けに利用したデータ-の更新.

-データ-ベースを拡大するための光虫及び気象観洲施設網の改凱

一公共､民間碓概組織及び相応する夫々の油紙耐fl.lの実態調速を完了する｡

参考文献
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天然資源省水資源局

港親閲発プロジェクト最終報告 協定No.522-0268

実施概要
澄渡開発プロジェクト(PROEIEGO)は1986年8月29日のAIDの借款及び贈与協定N

o･ 522-0268署名を端緒とし､ A I DとYINROCE INTERNATION^L INSTITロTE FOR AGRICULm^L
DEVELOPXENTとの技術協力契約署名により1987年8月1日から業務活動が開始されたo

プロジェクトの目的は適切な港概排水技術により農業生産量及び生産性を向上させることに
ある｡この目的を達成するためプロジェクトは以下の4っの要素から_構成される:

･技術的諸案を創設し提供することによる濯概システムの設計及び建設
･ F/S調査策定及び確定投資と労働資本のための源資補給による農民金融と農家経済

･農業振興及びコムニケ-ション;この要素は生産性及び収入の改善を図るため農民たち
の新規作付か〈ターンについての訓練､潅概利用に向けた統合を行った.

･制度機構の強化;ホ政府の溝就農業計画､設計､実施能力を強化するため公共､民間の
制度能力改善について重点的に作業を行った｡

プロジェクト実施期間中に達成した主要な成果は以下のとおりである:

- 6･ 783･ 52Faにつき253件のF/S調査を実施した｡これは計画目標の105
%に相当する｡

一 計画の102%に相当する6･ 114･ 32Eaにつき160件の潅概施設建設及び技術
指導を実施した｡

-クレジットの実施につき12･ 1百万ドル(32百万レンピーラ)の貸付を行った｡

- 承認された貸付合計は44･ 5百万レンピーラであり､この内43. 9百万は参加各銘
行により回収されたが遅延率は1%を下回った｡

一 全般水法審議案を作成､現在国会審議に委ねている｡

- 各藩概管区の利用者が潅概施設の運営を管理する責務を引き継ぐことを了承したコマヤ
グア盆地のフローレス､セルグアバ､サン･セバスチャン各藩概管区の民営化草案を作

成した｡

業務過程の部分構成は技術指導､水管理､管理運営､農民組削ヒ及び改善からなる.

これによってそれら地域の潅概面積を拡大することができた｡
結論

- プロジェクトの目的は潅概排水技術､実践的な好収益農業を実施するための技術指導を

供与してホンジュラス農民たちの生産高､生産性を改善することにあった｡その実施最

終成果は以下に示すとおりである:
6･ 783･ 52Ⅲaをカバーする253件のプロジェクトの設計を実施し､

6, ll
4･ 32IaEこつき160件のプロジェクトを建設した.全体面積のうち60.

7%は
サン･ペドロスーラ､ 14･ 65%はコマヤグア､ 17. 6%はチョルテカ､ 7%は
中央地域に位置する｡本プロジェクトの当初設定実施目標の87.

64%を達成した
0

- 本プロジェクトにおいて漕概施設建設及び営農資金として農民たちに供与された資金は

80プロジェクトに向けた融資は43･ 913･ 830･ 50レンピーラに達した｡
この内82%が建設費金､ 1 8%が営農資金として割当てられた.

クレジット利用の生産者はその投資により期待した成果を獲得し､償還義務を果たすこ
とができたoこれは遅延率が1%以下という各プロジェクトの清算事務に表れている｡

- バナナ､臥西瓜､メロン､プラタノ､カボチャ､トウモロコシ､タ′ヾコ､コーヒー､
牧草､キビ等の作物の生産高､生産性を向上させた○この内､

65%は輸出､ 35%は
地域消費に仕向けられた｡

一本プロジェクト実施期間中に160プロジェクトを通じて1278家族が受益した｡
又､ 86%が年間雇用､ 14%が作付期間雇用として1･ 000, 000人以上の雇用
が創出された｡
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ー このプロジェクト実施の7年間での制度機構の強化及び潅概観繊維持管理を支援するた
めの技術者､農民の能力向上は農業部門の最高の経験であったo軽験は受益農民家族の
収入水準の向上及び雇用の創出で表わされた.

濯概によって生産に当たる農民たちの自信は回復し､多くの農民たちが国内向けから輸
出向け生産者に変わった｡

一本プロジェクトは2･ 000人の有力農民参加による1･ 500以上の行事を含む大規
模振興キャンペーンを後援した｡

国内での1･ 057技術者､ 202農民の研修を達成､国外では83技術者の短期研修
･ 9技術者の長期研底を実施した｡

-
oRORI EGOは水利用管理についての技術指導､管理統制体制の設定､農民の組績
化及び改修などの成果としてコマヤグア潅概管区の港概面積を年間8

5 6. 3 1ぬ増加させ民営化長異に参加した.

一本プロジェクト実施期間中に種々の､特に監督体制とリーダーシップについての問題を
経験させられたが, 1 988年には建設事業､融資ともに計画された諸目標及び目的に

ついて良好な成果を劉ヂ大部分の障害を克服した｡
Ⅰ.序論

A.プロジェクトの背景

pRORIEGOはホ政府及びロSAIDを通じた合衆国政府の協議の結果として198
6年8月29日正式に開始された｡

明らかにされているプロジェクトの目的は､
3･ 000家族の収入を増加させるための漣概

面積6･ 0 0 0附こついての溝概施設建設を含む技術導入により農民たちの生産及び生産性
を改善することにある｡

このプロジェクトはホ政府及びA ∫ Dによって合意された国家経済の民間部門支援政策で考
慮されたoこの意味合いからプロジェクトは両者分担方式で実施することが同意され､開始

されたoホ政府側として天然資源省水資源局(DGRH)が政府の中枢機関と定められ､
U

sA民間部門によって形成する漣概のアドバイザー団が定められたoこのアドバイザー団は

DGRHへの助言とプロジェクトの目標達成への直接実行を義務としている.

投資資金及びプロジェクト運営費のために1 8･ 5百万ドルの贈与と4百万ドルの借款､合
計22･ 5百万ドルがAIDの拠出分として､ 10･ 5百万ドルがホ政府の持寄りとして同
意され､概算最高金額32･ 98百万ドルが確定された｡

プロジェクトは技術協力契約の入札に付され1
9 8 7年5月､ YINROCE INTEENATIONiL

INSTITVTE FOR AGRICULmAL DEVELOPXENT-AGROTECNICA及び農業､技術関係ホンジュラス民
間コンサルタント会社HAEZA ENGNEERING CO肝-

､水資源開発制御コンサルタントCOLORADO INSTmTE FOR IREIGATIO-ANAGE∫ENT(CII∫)
､ U S Aコロラド州立大学コンサルタン

トサービスによって落札されたoこの契約は7年の期間のうちの第一期として定められた3

ケ年をカバーするo技術協力グループ(CAT)は1987年8月に行動を開始した｡

プロジェクトの意図と目的は､以下を介して設定された:
(1)津概施設の設計､建設及び/又は改臥(2)餌場用水管理の技術指導供給､

(3)軸投資の計臥実施に必要な制度的能力の強化､
(4)潅概農業関連の商業銀行及び民間

建設会社を通じての生産のための基幹施設及び労働資本に必要な資金の供給(長期融資)
0

このためにPRORI EGOの諸目的に沿った-つの戦略が設定されたo

実際にはプロジェクトは1 987年9月の水資源局に本部を置く技術協力グループの到着に
よって開始されたoこの時期最も重要な事柄は協定において同意された前もっての条件とし

てのクレジットシステムの設定がなかったことである｡

このシステムの設定は事実上1年半以上遅延したoこれは基本的に契約当事者間の責任を負
う参加銀行側との税率及び危険負担額の食い違いによるものであった｡

プロジェクト実施期間中､最初に設定したプロジェクト実施に当っての権限とリーダーシッ

ー
2
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プについての二面性と摩昧さから派生する種々の問題を径験したo
1 9 9 0年からプロジェクトは中央､地方レベルで水資源局機構によって総てホ政府が責任
を執る体制を決定した｡

B.プロジェクトの性格及び達成目標

PRORIEGOは､ホ政府及びAIDを通じた合衆国政府が1986年8月29日に署
名したA I D借款及び贈与協定No･522-0268 によって定められた条件により実施された｡

このプロジェクトにはAIDが資金供給した技術協力グループ(CAT)の支援を受けた水
資源局を通じ天然資源省が参加した｡

又､ホンジュラス中央鋸行､大蔵省､大多数の国内民間銀行､幾らかのコンサルタント及び

建設会社が参加した｡

目的達成のために本プロジェクトは以下の4つの要素によって組み立てられた:

1.濯概施設の設計及び建設

この要素では様々な津概観軌こついての技術的比較案が創出され生産者達に提供された｡
初めに水資源局の各地域事務所で無償形式によるF/S調査が準備された｡

1 9 9 1年に
この業務は民営化された｡又､建設工事はホンジュラス民間業者によって実施され､以下
の3種類の潅概システムが建設された:

a)ミクロシステム1-5Ea; b)小規模 5-50Ⅱa;
c)中規模 50-150Ⅱa.

2.農業振興及びコミュニケーション

この要素は生産性及び収入を改善するため､農民たちを訓練し､新しい生産パターン､用
水の適正な使用をもっ港那'J用に向け統合させるための技術指導を提供しする.

3.クレジット及び農家経済

この要素を通じて農業生産に必要な濯概施設及び営農資金の出資供与のための適切な源資
を準備する目的でPROR I EGOのクレジット政策が実行されF/S調査が検討された

0

4.制度機能の強化

公共､民間制度機能の改善が不可欠として包含され､このための溝概の計画及び利用の近
代的手法が永続的に移入された｡

又､国内潅概農業発展を振興するための公共部門､民間部門についての技術的枠組み形成

に貢献した｡
プロジェクト期間は1986年9月から1993年9月までの7ヶ年であった｡

この期間に1-1 5 0Ea規模の藩政施設の建設又は改修によって約6, 00 0Eaの漕概面積
を持つことが期待された｡

C.プロジェクトの目的

旦些:

一港概導入による生産の技術実践を通じて中小農家の生産高､生産性水準向上に寄与する
0

-港就農業についての適正技術を提供する.

一約3, 000農村家庭の直接的な収入改善｡

Ⅱ.組織機構
当初PRORI EGOは水資源局の各課に所属するカウンターパートと共に同局次長の監

督の下に運営され､この機構は1987年9月から1988年5月迄掛ナられた｡

1988年6月に開始され1990年6月に終了した新しい段階においてPRORIEGO

は水資源局への配置が継続されたが,トップはプロジェクトリーダーとして機能し水資源局
長に報告を行う役職を任命した独自の組織機構を開発した｡

1 990年7月からプロジェクトは水資源局の局長に隷属する恒久的機構に統合され､水資
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源局組織において地域事務所レベルのPROR I EGO人事を融和させるため地域レベルで

のプロジェクト活動の調整に当る同局次長により支援されることとなった｡

プロジェクトの当初目標では絶てのタイプの農業者農民を考慮したが､民間銀行によるクレ

ジットのメカニズム設定に当たっては参加銀行の保証条件を満たし得る自営農家及び農業会

社に優先権を与える必要を生じたため､農地改革部門は自ずと除外されたままとなった.

1 988年までは主としてクレジットのメカニズムの適法化の不備によって成果は非常に乏
しくプロジェクトは実行についての十分な能力開発ができなかった｡
しかしながら, 1 9 8 9年から各民間銀行は潅故事業への融資を開始し､それ以後は増大す

る要望に対応した｡

Ⅱ.成果及び結論

A.潅i既施設設計及び建設
PRORI EGOの初期では若い技術者や未熟者を募集しなければならなかったため､僅

かな研修を受け経験を積んだ技術者の参加により5から1 5 0Ea範囲の多くの潅概施設を設
計建設しなければならなかった｡

設計担当者の訓練及び養成を支援するためPROR I EGOは彼等が基礎として頼りにでき

る標準設計シリーズを準備するためのコンサルタント業務を契約した0

これらは又､設計品質の管理のための最低規準としても役にたち､更に`設計指針及び基準
'及び A小旗模潅概施設建設設工事標準及び基準'が作成された｡

1 9 9 1年に設計及び建設業務の民営化の新規措置により､従来有資格であった1 8社のコ

ンサルタント会社の予備資格審査手続きが執られたo

これらは一方で入札業務についての経験及び責務の理解につながった｡
現在まで水資源局は選定された会社に対し監督及び直接指導に当たっている｡

1993年9月､ PRORIEGOは6, 114. 32且aの濯概取り入れを達成したo

これは当初目標の102%に相当する｡

1-4表は1988年から1993年までにF/S調査を実施し､建設､技術指導を行った
各プロジェクトの概要である｡アネックス1, 2は地域別詳細情報である｡

B.クレジット及び農家経済

クレジット及び農家経済活動はチョルテカ､サン･ペドロ･スーラ､コマヤグア各地域に
位置する諸プロジェクトの径済可能性調査の作成によって1 9 8 8年に開始された｡

フランシスコ･モラサン地域は1991年に実施した啓蒙の集中的なキャンペーン`潅漉す
ることは向上すること' ApRORIEGOが貴方にお金を差し上げます･･･'によって造り

出された状況による潅概のための技術業務要望の増大を考慮して追加された.

クレジットラインに向け認可された8件の部分的支払いに相当する11. 2百万ドルが承認
された｡財政政策の変更(レート変更)により短期,長期の港概に向けた投資は32, 31

1, 313. 80レンピーラに達した｡
以下にそれらの支出一覧を示す｡

年 月 ドル

88-11 500, 000. 00

88-11 5, 000, 000. 00

89- 8 1,000,000.00

89-12 1, O15, 978. 00

89-12 1, 484, 022. 00

90- 7 2,320,185.00

9ト 8 179,814.39

9卜 8 583,250.00

計

レンピーラ

1,000,000.00

10, 000, 000. 00

2, 000, 000. 00

2,031,956.00

2, 968, 044. 00

10, 000, 000. 00

1,015,951.00

3, 295,362.80

L/.32,311,313.80
本プロジェクトの概念中の不可欠条件とLて､

資金形式

借款

ホ側資金
贈与

贈与
借款

贈与

贈与
借款

交換レート

1

1

1

1

1

1

1

1

/
/
/
/
/
/
/
/

L

L

L

L

L

L

L
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ニ
ニ
ニ
ニ
ニ
ニ
ニ
ニ

2

2

2

2

2

ー

5

5

3

6

6

令

S
●
中
谷
S

.4

5

5

S
S

S

諸貸付け機関を巻き込む事を達成しなけ れ

ばならない PRORIEGOの貸付け手引きに基いたプロジェクトの成果の安全性のため
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に貸付け能力及び業務管理の厳格さを考慮してこれらの選出が決定された

漕親閲発プロジェクトの融資についての業務協定､ A I D融資贈与Ⅳo.522-0268中の参加銀
行は次のとおりである:
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P
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各銀行の貸付け承認進捗はゆっくりしていた｡各金融機関の業務執行は保守的な億向がある

ことを理解しなければならないが､それがBCO. DEL COMERCIO及びBCO.

AIiORRO HONDRENOのケースであり､両行は現在まで貸付け業務を実施してこ
なかった｡農業への投資についての偏見はかなり減少してきていると言える｡
各銀行及び他の貸付け制度からの資金措置は(他部門との)差別なく開かれてきている｡

1)借り手-の資金貸付け
1993年9月30日までPRORIEGOは国内4, 748. 86Eaに3, 529. 3Ea

の施設投資に相当する80件のサブローンと42件の農業生産向けサブローンを貸付けた｡
1, 365, 46Ⅲaのプロジェクトを技術的に支援した｡

これらのプロジェクトは農家自身の又は他の金融機関からの資金で建設されていたo
作物の中で葦要なものは､バナナ､稲､西瓜､メロン､プラタノ､カボチャ､トウモロコシ

､タバコ､コーヒー､牧草,キビ､その他の海外需要向けの外来作物であり､うち72%の
は輪出に向けられている｡

C,農業振興及びコミニケ-ション

この要素には a)
んでいる｡

揚水管理についての技術指導､ b)本プロジェクトの啓蒙活動､を含

1.農場水管理についての技術指導及び展示
1 7 9件の農場巡回実施により､中央､地方レベルでの農場水管理及び津概組織維持管理

についての計画､調整､助言業務に参加した｡

諸藩概プロジェクトの設計及び事前評価段階､諸要請の技術的一定済的評価について可能

性調査業務の民営化移行実施､続行に協力した｡

これによって27セットノガイドブックが完成する水管理一雄持管理についての18の教
示用ガイドブックの校訂及び印刷を完了した｡

これらのガイドブックは普及のため各地域事務所のはか天然資源省の諸農業プロジェクト
農業教育機関,農業関係図書館に配布された｡

基準及び指針を構成する諸新規項目の見直しに協力した｡

これらの基準は技術協力契約の資金により刊行され､水資源局に納入された｡

PRORIEGOの技術委員会に出席し､ D
r.グレン ストリンガムの溝概組織維持管

理における設計の重要性に関する技術指導コースに協力した｡

又､政府職員及び民間が参加した水管理についての現地研修見学に協力したo

概農業生産についての研修分野確認に参加し､必要な支援を供給する外国コンサルタント

の来訪についての調整に協力した｡

2.啓蒙キャンペーン

PRORIEGOの啓蒙､及び次のような各段階によるプロジェクト諸活動支援としてのコ

ミニケ-ションの組織についてのキャンペーンを計画した:

- 啓蒙キャンペーンの仕組みと分析と承認のための文書作成｡

- キャンペーン第一段階の実施｡
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- キャンペーン実施のためのコミニケ-ション手法の作成｡

一 第二段階キャンペーン及び文書作成のためのプロジェクト新方策に調和したキャンペー

ンの再方向付け｡

- 実行委員会へのキ･ヤンペ-ン提案及び承認取り付け｡

一 第二段階キャンペーンの実施｡

一 文書作成､手法の利用及び啓蒙行事の実施｡

- プロジェクト支援のためのコミニケ-ション組織の形成｡

-
実施人員及びPRORI EGOのためのコミニケ-ションの理由付け及び要請｡

一
視聴覚及び印刷資材のベースとしてのプロジェクトの径過的文書綴の作成｡

又､農民たちとの直接接触による受益者の確認を行った｡実施されたキャンペーンは成功を

収め､多くの力のある農民に動機を与えることができた｡

D.機構制度の強化

- このプロジェクト構成要素による諸活動は以下の二つのタイプに分類できる:

･ PRORIEGO自身を支援するためのものo

･プロジェクトに関連ある各棟開を支援するためのもの｡

この二つの活動についての目的はホ政府の計画､設計､漣親閲発実施能力を強化するこ
とであった｡

このために､本プロジェクトは公共部門及び民間部門､又､農民たち-の短期､長期の
国外及び国内の訓練活動を組織し､資金供与を行った｡

この構成要素中､際立った活動は以下のとおりである:

1.一 水法
天然資源省水資源局は1 988年,水法の-試案を国会の審議に委ねた.その後､ 1 9
2 7年の国内水利用法に代える目的で1 9 9 0年に見直し及び変更のため引き下げた｡
試案の原案は水資源局によりPRORI EGO経費による外国及び国内コクサルタント

の支援により作成された｡

現在､水法は承認を得るため国会の審議に委ねている｡

2.- 研修及び技術相談
本プロジェクト及び水資源局の必要性をカバーする7ヶ年間に亘っての､必要と思われ

る研修の名称と形式､参加者募集手続き､有資格参加者の選定及び級分け等を記述した
研修計画が作成された｡この計画は民間､公共､農民に向けられたものであった｡

PRORIEGOは全国レベルで69のコースを後援し､ 1. 057名の参加者に梓益
した｡又, PRORIEGOは41の国外短期コースにより83名の能力啓発をおこな

ったo長期研修に関しては本プロジェクトは6名の潅概技術修士課程､ 2名の濯概農業
生産修士課程､ 1名の農業経済修士課程を後援した｡
農民研修については2 02名の農民参加による1 3行事を実施した｡

3.一 種概管区の民営化
各港概管区の潅概施設を改修するためのPROR I EGOの諸目標として形成される諸
活動はコマヤグア盆地に位置するフローレス､セルグアバ､サン･セバスチャン各港概

管区の民営化草案の始動を支援した｡

この草案は各港概管区の利用者が溝概施設の運営を管理する責務を引き受けることを可

- 6
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○

む｡

能にしたoこの目的により､すべての利用者が適切かっ効果的な形で夫々の必要性に応

じて対応することが可能となる組織化のモデルが設定された.

民営化のモデルはセクター別､二次､三次水路別､取水朋r)の委員会設定に沿ったo
夫々に対応した規定を持つこの組織化草案は水資源局により作成され､包含された各港

概管区の､彼等たちの多くの関心が寄せられた啓蒙キャンペーンにより目覚めた農民た
ちに提示された｡

このために, PROR･I EGOに割当てられた資金及び短期的に必要とされた国際技術
協力により私的に融資されA ∫ D/WI NROCK技術協力契約を通じて与えられたo

このモデルと共に政府は水管理及び夫々の生産単位の開発について利用者達を支援した
政府の責務は又､幹線水路から貯水ダム､取水工に至る地域外の総ての基幹施設を含

ひとたび管区の運営管理移譲手続きを完了すれば､
､夫々の管区の利用者団体は漕親水利費がその管区の運営に必要な軽費であることを理解するであろう0

地域内レベルの潅概施設改良についての投資に関しては各利用者はPROR
I EGOが

利用したクレジットの制定メカニズムでクレジットを受けることができよう｡

pROR I EGOが提供した水管臥運営管臥農民姐酎ヒ､施設改善等技術協力の成
果として1992年に港概面積856･

31Eaの増加を達成した.

E･プロジェクトの軽済的影響評価
1- 1990年にPRORIEGOが支援した各プロジェクトの生産､生産性､雇用及

び収入

評価の数字はPROR I EGOがホンジュラス農民たちに提供した技術協力及び融資の
効果を測定するために1991年1月に実施された調査の結果である;

この効果は生産,生産性､雇用､及び収入の各水準について評価したものである｡

これらのデータ-を得るためにPRORIEGOが支援した1991年1月現在､運営
中で､その時期まで少なくとも一回の収穫を終了したすべてのプロジェクトを網羅した

直接面接法によるアンケート調査が実施された｡

アンケート調査を実施するためにPRORIEGOは1･
852. 4Fa.こ建設された4

5プロジェクトについて18･ 5百万レンピーラのクレジト資金を承認した｡
これらのプロジェクトから1･ 190･ 7臥28プロジェクトが検討された｡
残りのプロジェクトは最初の収穫があったとしても建設が終わっていなかった｡

集められたアンケート調査結果は､運営中の各プロジェクトは非常に好ましい経済的効

果を示しているoこの結論を証明する主な証拠は以下のとおりである:

a.全体的効果
雇用､生産性､収入について測定したサブプロジェクトのサンプルに関する本プロジェ

クトの全体的効果を以下に示す:

a.雇用の創出(労務者)
b.生産性の向上(%)

c･生産の粗収益(百万
d.生産の実収益(百万

e.実増加便益 (百万

)
ヽ
ノ
)

ラ
ラ
ラ

一
一
一ピ

ピ
ピ

ン
ン
ン

レ
レ
レ

298, 312人
63

34. 7

26. 8

16. 7

b.生産の傾向
濯概農業生産は農業条件及び支配する市場条件に従属する傾向が継続した｡

このことから､より良い便益/費用比を産み出すように狙いを付けた作物の組み合わせ

による農業生産の作付け様式は支配的､必然的に一地域と他地域では非常に異なったも
のとなっている｡

この傾向に基づいた地域別主要作物は次のとおりである:
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地 域

チョルテカ

コマヤグア

支配的作付け品種

作 目

メロン

トマト

サン･ペドロ･スーラ バナナ

作付け面積

450. 4

122, 9

501. 5

作付比率(%)

C
凸
6
8

2
2
2

8
4
8

上記のデータ-はメロンとバナナは夫々チョルテカ及びサン･ペドロ･スーラ両地方の
作付け地域で絶対支配的であることを示しているが､トマトについてはコマヤグアでよ

り重要な作物であってもPRORIEGOの各サブプロジェクト中､半分以下の作付面

積でしかない｡

メロン､トマト､バナナの生産全体としては雇用と付加価値に閲し大きく貢献している

これらの作物は次に示すように全体雇用の約8 0%,付加価値の9 1%を寄与してい

支配的作物による雇用及び収入

雇用
作物名 労務者

メロン 82,

トマト 3,

バナナ

計

1
7

5

3

12

4CXU

0

0

8
1
8
8

5
8
8
8

付加価値
全休に占める% 千レンピーラ 作付面積%

27. 7 7, 294

1. 3 1, 930

50. 6 14, 534

79_ 6 24. 439

2
4
5
1

29. 7

7. 2

54. 1

91. 0

c.地域に与える影響
アンケート調査は又､国土の北部地域に集中した､この地域の農業部門で達成された開
発水準と強く相関させられる傾向のプロジェクトの影響を示している0

国内レベルの運営中各プロジェクトの約1/3があり､生産面積の半ば以上に及

プロジェクトによって創出された雇用と付加価値の50%以上が集中したサン

●スーラ地域で1 991年1月に明らかにされた数字は以下に見ることができ

プロジェクト影響の集中

運営中のプロジェクト

面積

雇用

付加価値

チョルテカ

39. 3

32. 5

31. 1

34. 9

比率

コマヤグア サン･ペドロ･スーラ

25. 0 35. 7

16. 3 51. 2

16. 6 52. 3

10. 0 55. 1

2.- PRORIEGOの長期影響評価

この調査において作物別の財務及び経済評価が実施された｡又､経済､雇用､獲得外貨

への付加価値についてのプロジェクト実施期間中及び長期のPRORI EGOのインパ
クトが軸足された

夫々の作物についての合計生産面積は1 990年の作付構成及び1 993年のPROR
I EGO完了までの生産面積年間目標に基づいて決定された
バナナとメロンが生産面積の70%を占め,稲､トマト､スイカが約25%､或りの5

%がその他作物及び組み合わせ作物となっている｡

総ての作物について評価された各プロジェクトは､経済的見地からのみ有利性を示した
トマトを除いて財務的､経済的に高い収益性を示した.

各プロジェクトの円熟期における年間付加価値は129. 4百万レンピーラとなろう｡
2･ 000年までの累積付加価値は1, 027百万レンピーラに達しようo

創出される年間雇用は1997年から労務者35. 9百万レンピーラとなろう｡
PRORI EGOのその他の重要なインパクトは外貨の獲得である｡
バナナ及びメロンの各プロジェクトによって稼ぎ出される外貨は1997年から年に5

6百万ドルで安定しよう｡

3ヶ年の本プロジェクト実施期間中に施設投資に32件､ 15. 9百万が､労働資本と
して30件, 6. 5百万レンピーラのクレジットが東認されたo

- 8
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クレジット承認のための商業銘行の要望及びヘクタール当たり当初投資額を考慮すれば
推定された直接受益者数はもともと非常に多かったと結論付けられる｡

付加価値､雇用､外貨獲得についての本プロジェクトのインパクトはホンジュラス経済
政策目的にとって大きな重要性を持っている｡

このプロジェクトは直接受益者数についてよりも､軽済への全体的貢献について評価さ
れるべきであるo本プロジェクトのその他の重要な達成項目は農業生産量､生産性向上

についてのインパクトである｡

勧告には出資する作物の組み立てに関する本プロジェクトの現在の傾向を持続し､輪出

用作物のための予備投資段階に向けた民営化進行を加速し､ PROR I EGO活動及び
取り組んだ各プロジェクトのインパクトに関する情報収集システムを改善することを

含めた｡
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調査日程 付属資料- 3

日数 年月日 出発地 到着地 一宿泊地 行動内容 調査員名

1

2

3

4

5

6

R7.2.ll(土) 成田 マイアミ マイアミ 移動日
天野斯文
大久保富之
篠田日出海

天野斯文

H.7.2.12(日)
臥7.2.13(月)

臥7.2.14(火)
札7.2.15(水)

札7.2.16(木)

マイアミ

テグシガルパ
ニューヨーク

テグシガルパ

マナグア

テグシガルパ

ニューヨーク

成田

テグシガルパ
′′

′′

コマヤグア
′′

移動日
大使館､JⅠCA事務所表敬

関係機関と協議､資料収集
現地調査

′′

7

8

H.7.2.17(金)

札7.2.18(土)
プチイカルパ

〟

′′

′′

9

EE]
札7.2.19(日)
札7.2.20(月)

テグシガルパ
′′

資料整理

現地調査
四
Eg
EE]
EEl

臥7.2.21(火)
臥7.2.22(水)

札7.2.23(木)
札7.2.24(金)

′′

ニューヨーク

機中泊

マナグア
′′

′′

レオン

関係機関と協議､JⅠCA､大使館表敬
大久保､篠田調査員帰国
移動日

帰国

Eg
13

14

EEl

札7.2.22(水)

H.7.2.23(木)
札7.224(金)

札7.2.25(土)

-マナグア

ニューヨーク

成田

天野調査員ニカラグアP/Fへ移動日
大使館表敬､関係機関と協議

現地調査､資料収集
′′

16 札7.2.26〔日) ′′

資料整理
17

EE]
H.7.2.27(月)
H.7.2.28(火)

マナグア
′′

現地調査
′′

EEL n.7.3.01(水) ′′ ′′

Eg
E]

札7.3.02(木)

札7.3.03(金)
′′

ニューヨーク

関係機関と協議､大使館表敬

移動日
匪l
23

札7.3.04(土)

臥.3.05(日)
ニューヨーク 機中泊 移動日

帰国



面会者リスト 付属資料 4

ホンジュラス共和国

1.天然資蘇省水資源局

水資源局長

次長

計画課長

漕概排水課長

∫ ICA派遣 専門家

農業開発研修センター

(CEDA) 所長

∫ ICA派遣 専門家

I)IRECCION GENERAL DE RECURSOS HIDEICOS

ING. ERNESTO BONDY REYES

.
ING. ELIAS NAZAR

LIC. RANON VASQUEZ

ING. ALBA L ⅡERNANDEZ

八幡 忠

ING. 丘ECTOR TABLAS

金山 史朗

2.在ホンジュラス日本国大使館

特命全権大使

参事官

二等書記官

3.在ホンジュラスJICA事務所

所長

次長

夫智

男

吉

美

勝

春

野

田

浦

喪

富

三

長瀬 威

小池 芳



収集資料リスト 付属資料- 5

ホンジュラス

･国営濯概事業報告書

オロボリ､サン･セバスチャン､サンタ･アナ､サン･マヌエル､ラス･サビラス､ラマ

ニ､プ))メ一口･デ･マ-ヨ､ヨホア､ラ･ブスンカ

･気象水文資料

コマヤグア,チョルテカ

･経済政策対策案

･漕概予備計画

･漕概開発プロジェクト( PRORIEGO)最終報告書



オロボリ地区

取水工（自然流入式）

計画地域

乾燥用水路



サン・セバスチャン地区

取水工（自然流入式J

幹線用水路



ラス・サビラス地区

放鳥された湖水磯．里抽股（チョルナカ川J

放棄された揚水機場施設（チョルナカ川）
農民の操水施滝

農民の揚水施設

漂昆たちはチョ小手力川から褐水し、l司薯地紋に故紙、幹紹水路を部分

農民たちはチョルテカ川から揚水し、国営施設に放流、幹線水路を部分

的に利用した灌漑を行っている。blもt，



ニカラグア共和国



Ⅱ.ニカラグア共和国

1.一般概況

1.1位置･面積

ニカラグア共和国は北緯10o -14o､西経80o -83oに位置し､中米地域の一部

を形成している｡北はホンジュラス共和国､南はコスタ･リカ共和臥東は大西洋､西は太

平洋に接している｡国土面積は120, 300kn=で中米地域では最も大きい.

ニカラグア湖(8, 264knコ)､マナグア湖(1, 042kn二)の2大潮を持っている｡

1.2 地勢･気候

国内は地勢､気候的に3分割される:

(1)太平洋沿岸地域;

国土の22%を占め､フォンセカ湾からコスタ･リカに至る海抜0-100mの太平洋沿

いの帯状地域｡亜熱帯乾燥気候で年間平均気温2 6o Cである｡

サバンナ及び乾燥性植生が支配的な太平洋地域では降水量は雨期(5-10月)で600-

1･ 500皿の間で変化､ 5月(220皿)､ 9月(240皿)のピークを持っ曲線を示す.

農業生産上重大な危機を引き起こすカニクラ(7-8月間の中間乾期)がある｡北部半砂漠

地帯の一部では降水量は800皿以下であり1 1月から5月の夏期には殆ど降雨がない｡大

平洋地域のETP (蒸発散位)は1, 746Ⅲ放である.

(2)中央北部地域;

国土の29%を占め､半湿潤でホンジュラス国境を底辺としサン･フアン川始点を頂点と

する三角形を形成し､地形的に不規則で山脈内盆地を持っ地域である｡高度は1 00m-2,

000mの間､年間平均気温は22o Cである｡

熱帯湿潤林から針葉樹林に至る中央北部地域では5月から12月の冬期に6 00皿から2,

600皿の降水量を示し､ 1月から4月の夏期の間に短い中間乾期がある｡ ETPは1, 4

2 0皿であるo太平洋沿岸地域と共にニカラグアの主要港概農業地帯となっている｡

(3)大西洋沿岸地域;

国土の49%を占め､ホンジュラスとコスタ･リカに跨がる大西洋沿いの地域で湿潤な気

候と高い気温を持つo大西洋地域は熱帯雨林を形成し､殆ど年間に亘る2, 500皿から6,

000皿の降水と間欠的降雨がある短い夏期を持つ｡ ETPは1, 420mmである｡

行政的には国土は1 6県(Departamento)と1連邦区(首都マナグア)に分かれるが,更

に6地域(Region)と3自治区に纏められれている｡ (図-1.ニカラグア行政区分参照)

1.3 略史

1502年コロンブスの第4次航海により発見

1520年頃からスペインの植民開始

-
1

-



ニカラグア行政区分
図- 1･

行政区域.名称 主肘 包含されるt,L.1<名 面hk1(Km:)

,Ⅰ地域.ラス.セゴビアス エステリ I3L,F.卜エステ))､マド.)ス､
ヌエバ.セゴビア

7,379

●ロ
ノ l---レ､ン

Ⅲ.マナクア マナクア 1LE7--マナグア 3,368
●口

フ 4県-フナ､マサヤ

カラソリーバス
4.ー■■''9L'6‥9

ロ フノ′ヽ l-ノ

写藩`価轍■.

ー.'珪稚L..'妻二._

那 マタカルハ 2県-マタガルパヒノテカ 16569
ーロ

●へ フ-●ノ7~

苓シ苧写旦請
l

ルーフイ-ルス セフ-ヤ.ス-ル9治 15346
ノ ノ｡ノロス ノ.l
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1644年ガテマラ総督布に編入､

1821年独立宣言

1 828年中米諸州連合結成

1838年共和国として独立

1909-1933年､ USA武力介入

1936-1979年､ソモーサー族による長期独裁

1 979年7月サンディニスタ国民解放戦線主導の反ソモーサ勢力による革命成功

1984年総選挙サンディニスタ政権樹立

1987年憲法公布

1 9 9 0年総選挙､野党連合が勝利､現政権が発足し現在に至る｡

1.4 政治･経済

政体として共和制をとり､大統領を元首とする(任期6年､再選可)

ニカラグア憲法は立法､行政､司法に選挙管理を加え4権分立としている｡

1990年4月に就任したビオレタ･チャモロ大統領は内戦の終結､軍備縮小､経済再建､

土地財産の保証､前政権が実施した農地改革の見直し継続等々山積した難問に取組んでいる｡

前政権は絶対的な国の統制削ヒを目指し､マクロ経済及び部門別政策の統合(通貨､為替､

貿易､投資､物価､国庫資金が実行された)を実施したが明白な都会指向と削､反農業､反

輸出傾向を生み出し､結果として意図した統制安定政策､貿易政策､通貨政策､投資政策の

いずれもが所期の成果を挙げることができず､国内的には1991年までの13, 000%

を越えるハイパーインフレ､国際的にはニカラグア経済の国際的脱退を招くに至った｡

新政権により9 1年3月から経済安定構造調整計画が開始され､その後修正を経て1 993

年1月新経済計画が実行に移された｡インフレ抑制は1993年20%まで押さえ込むこと

に成功している｡

1991-1995経済指標及び輸出入データを表-1.義-2.に示す｡

1.5 天然資源ポテンシャル

(1)土地資源

ニカラグアは豊富な農牧業及び森林適地を有している｡これらの土地利用分類総面積は1

2百万]aで､この内745, 500且a(6. 3%)は単年作物に適しており､ 1, 182,

0 0 0ぬは永年性作物に適する.以下に農牧業及び森林活動ポテンシャルを示す‥

用途

農牧業

牧畜業

塵業林

林地牧菖

面積(Ⅲa)

1, 925,000

1,258, 200

1,989,600

1,503,000

-
2

-

百分率

0

5

仁U

5

6

nU

6

2

ー

ー

1

ー



ニカラグア: 1991-1995経済指標
義一1.

項目 r1991 ー1992 19931 19942 119953
I.一般情報

国内糸生産(百万ドル)
国内総生産(百万ドル-1980年)
実質国内総生産成長率(%)

一人当り実質国内総生産成長率(%)
人口(千人)
経済活動人口(千人)

1,719.0 1,848.4 1,812.0 1,806.9 1,8206
1,812.7 1,820.0 1,813.6 1,849.9 1,9331

-0.2 0.4
-0.4 2.0 4'5

-3.4 -2.8 -3.5 -1.2 1ー3
3.999.2 4,130.7 4,264.8 4,401.2 4,5395
1,386.3 1.437.6 1,489_5 1,543.7 1_597_9

一人当り実質国内総生産(ドル-1980)
一人当り名目国内簸生産(ドル)
一人当り国際協力(ドル)
一人当り中長期債務支払額(ドル)
一人当り対外債務額(ドル)

公式通貨交換レート(CSXUS$1.00)
年平均

12月期

名岸開平均賃金(コルドバ)

重義畠真艶妄壷トEc,S;L1瓢至1冨g5,1.00)
イ毒詣率(%)

名占鼻息顎下.≠墓)年平均(%)

12月期(%)
名目賃金引上げ率

年平均(%)
12月期(%)

失業､不完全就業率

公表失業率(%)
不完全就業率(%)

.支払い収支(百万ドル)

輸出FOB
輸入FOB
輸入CⅠF

軍産告妻妾捻LL:莞膏
贈与
借款4′

看貫農芸芸葦

453.3 440.6 425.2 420.3 4258
429.8 447.5 424.9 410.6 401●1
360.3 176.7 129.7 145.6 114●8
150.6

2,578.6

4.3

25.4
2,612.7

5.0

46_7

2,576.3

6.1

53.8

2,547.0

6.7

56:5

Eta
5.0 5.0 6.3 7.0 7二9

642 945 1,057 1,196 1354
868 983 1,099 1,227

I

1,371

【■Ⅰ EE 1.8 1.8 19

E3l

2,945.1

End

23.7

EZ3)

20.4

385

EE

EEヨ

84
865.6 3.5 19.5 15.0 7二7

2.993.8 15.5 22.4 EEl 121
939.6 0.0 26.4 12.0 12:0
364.4 47.2 ll.8 EEB] EEB]
469.3

52.2

14.2

38.0

272_4

13.2

50.3

17.8

32.5

223.1

ll.8
50.1

EBl
28.3

267ー0

ll.7

51.8

23.5
28.3

328ー9

EZK]

4472
668.7 770.9 687.6 718.0 734~8
751.4 855.1 746.1 786.0 804●4

-396.3 -547.8 -411.6 -389.1 -2876
-867.3 -1,104.7 -907.8 -888.3 -5270844.4 378.6 396.3 241.5 177一o
596.4 351.2 156.7 399.2 344●0
110.5

10,312.5
105.6

10,792.2
EBl

10,9872
50.5

11209B
83:5

中長期対外債務支払額
累積対外債務額

Ⅱ.国際貿易関係(%)

男質鮎ク醤盃警告菅
翌琵義務ク謡歪警告菅
対外債務支払額/国内総生産

.歳入-歳出関係

中央政府一般歳入/国内総生産

中央政府歳出/国内総生産

呈歪窪宴慧ク姦発表望豊総生産
流通費産/国内総生産
現金/国内総生産

602.2

3,804.5

E3Z3
3,785.8

599_9

221.1

105.0

4,366.3

39.5
4,837.4

583.9
47.1

199:0
5,060.3

30.5

4,115.1

606.4

74.5

'236:9
5,675.3

35.5

3,408.3

620_4

72.0

256.7′

28.6

574
EEB]

EEZ]

5.7

20.5

ll.0

20.2

13.1

21.4

14:1

214
26.9 28.2 27.4 29.7 28ー5
7.5 EZa 7.3 8.3 6●6

12.2 ll.9 10.7 13.2 BKl
9.7 9.1 7.3 EBl 7●9
5.4 5.1 4.■6 4.7 旺一

出典:ニカラグア中央銀行年次報告(1993年)
1/‥原案 2/:推定 3/:計画 4/:IMF資金を含む



ニカラグア:主要生産物輪出 FOB 真一2.

[,uuE] 1993 19941/ 19952/
コーヒー金敬31,851.8 64,903.0 l45,944.0

数量(千キンタール) 583.6 744.3 810.8
4

377.4 97.6 0.0
数量(千キンタール) 5.7 1.4 0.0
倭 6620 6970

,4.9
8,798.4 10,321.2

数量(千キンタール) 238,0 208.0 244.0
34

ハナナ 5,549.8 5,856.2 6,6000
数量(千箱) 1,352.9 1,339.7 1,500.0

41
17,452.7 15,465.0 16,094.0

数量(千キンタール) 1,254.7 1,185.9 1.238.0
1

1,593.2 2,110.0 2,292.0
数量(千キンタール)
価

45.2 55.3 60.0
3525 3816 3820

60,802.8 67,596.5 73,200.0
数量(千ポンド) 55,624_4 56,330_4 61.0(】0.0
底格 匹喝 匹現 120

数量(千ポンド)
26,632.8 36,694.3 50,565.5
5,457.6 8,278.4 12,577.8

底 488 443 402

数量(千オンス)
儲

I 5,035.6 7,600.0
62.6 13.2 20.0

41

数量(千キンタール)
価格
L｣

1,261.6 0.0 0.0
336.7

3.75
0.0 0.0

出産ロu′小計 7,.9
農牧産品

工業製品
電22

LJ

30,378.6 57,549.9 63,304.9
54,414.3 64,770.8 71,247.9
2,228.1 0.0 0.0

E7u′ヽ計
合計 266.950.9 328.877.2 447,169.5l
金額:干ドル､数量:単位-干､価格:ドル-各単位､1′:原案､2′:見積り
出典:ニカラグア中央銀行1キンタール-45Eg

ニカラグア: 抽入 CIF

品目 1993 19941′ 19952′

i1.消費財非耐久財
252,000.0 235,900.0 244,000.0
219,600.0 197,700.0 205,0000

耐久財 32,400.0 38,200.0 39,000.0

2.石油,燃料及び潤滑油 106,100.0 119,100.0 112,200.0
原油
燃料及び潤滑油

82,300.0 93,100.0 96,900.0
23,800.0 26,000.0 15,300.0

3.中間財
農業用
工業用
建設用

228,900.0 285,900.0 287,000.0
30,200.0 33,000.0 33,000.0

164,300.0 205,000.0 205,000.0
34,400.0 47,900.0 49,000.0

4.資査髪用
工業用
輸送機材

158,200.0 145,000.0 161,000.0
6,loo.0 10,500.0 ll,000.0

109,800.0 99,400.0 110,000.0
42,300_0 35,100ー0 40,000.0

5.その他 900.0 100.0 200.0

合計 74. 4
1/:原案､2/:見積り
出典:ニカラグア中央銀行



森林

保全地域

合計

4,345,500

978, 700

12, 000,000

(2)森林資源

19.53年から1985年の期間の森林資源損失は年率95, 000Ⅲaを上回った｡

最近5ヶ年間及び軍事紛争期間ではこの率は推定40, 000Haiこ減少したが､現在までI

3百万EIaの森林が失われたと推定されるo

この森林損失の主な理由は牧畜のための山林伐採及び生存のための辺地農業とされている｡

森林資源の経済的利用案の欠如､森林適地に展開された農業の低生産性､土地所有の不安定

さ､他分野への就労機会の少なさ等が､生物多様性滅失､エロ-ジョン､土壌の劣化を誘い

森林破壊拡大を進行させる動機となっている｡一般に伐採跡地の初年度は自給のための基幹

穀物栽培に､その後は粗放的な牧畜に当てられる｡

(3)水資源

-地去水.

当国は水文地理的に20の峡谷と､全体で年間平均水量151, 435加ドを産み出す1

つの広大な陥没湖で形成される大西洋側､太平洋側の二つの主要斜面を持っている｡

大西洋側の13峡谷は流域面積127, 151E血2から年間平均水量146, 642hミ

(4, 650 皿3/s)を産み出している.

大平洋側斜面には多くの不規則な急流､小流程河川があるが規模が小さく､ 7峡谷1 0, 6

17EmJからの4, 541hJiと大西洋側に比し甚だ少ない.

大西洋側4･ 861Emヱ､太平洋側12. 814E血=と多くの峡谷を隣国ホンジュラス､コ

スタ･リカと共有している｡陥没湖面積は9, 907Emコである｡

一地下水

地下水資源は全国的に,特に国内の主要港概農業開発地域でありながら地表水資源が乏し

い太平洋岸地域で最重要視されているo (地域によっては過度の地下水開発が行われてきた)

又､濯概農業拡大計画の殆どが地下水に依存している｡国内の地下水開発ポテンシャルは1,

285h'iと推定される.

チナンデガーレオン流域平野は太平洋岸北部に位置し､漕概に利用される国内地下水ポテン

シャルの1/3を占める大きな水利ポテンシャル流域を構成している｡

この地域での地下水年間揚水量は4 1 4h3 と推定される｡

地下水の利用は通常深井戸によっているが現行法制ではこの水資源の揚水についての認可を

必要としていないため井戸能力及び利用についての調整が殆ど行われないまま利用者たちの

開発専行が広まったo太平洋沿岸及び中央部地域では地下水水位は農牧生産及び住民生活の

影響により低下してきているo地下水開発権の許認可機関がなく井戸調査台帳は存在しない

が､ 1974年の太平洋岸北部についての調査では1, 330の素掘り浅井戸､ 206の深

井戸を確認しているo (図-2･河川流域位置図,図-3.地下水ポテンシャルの概要参照)

- 3
-



図-2
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AMERICA CENTRAL
ESTUOIO SUB-SECTORIAL DEL RIEGO PRIVADO

ニカラグア

地下水ポテンシャルの概要

図-4　・．

出典：世銀　†廿釦



2.農業セクターの概要

2.1農業生産及び生産組織

1993/94年作期の耕作全面積は約600, 000Ⅱaで､この内556, 000Haが

基幹穀物及び伝統的輸出作物となっている｡輸出用伝統作物は面積順にコーヒー､サトウキ

ビ､ゴマ､バナナ､タバコ､国内消費用はトウモロコシ､フリホール､ソルゴ､稲である｡

作物の収益性は他の中米諸国に比し低-中のレベルにある｡ニカラグアの米国冬季市場向け

の果実野菜等非伝統作物生産は他の中米諸国に比し大変遅れている.米国との通商自由化が

近々1990年に達成されたばかりであり､現在全国で僅かに2, 300Ⅲaで生鮮果実野菜

が生産されているにすぎず､輸出向けの面積比率も不明である｡

優良農地の大半が存在する太平洋沿岸北西部では5 0-6 0年代に棉及び食肉用家畜用牧草

栽培のための富裕農家による大規模農場の機械化による面積拡大が行われたが(綿の栽培農

地は1950-1970年にかけ5倍に増加)この寡占現象の進行は大多数を占める一般の

農村人口にとって農地利用と雇用についてのマイナス効果を増大した｡

1 979年にニカラグア農地改革庁が創設され､農牧開発省の一部として農牧開発･農地改

革省と連携して業務が開始された｡

1979年6月､農地改革手続きが開始され1990年4月に終了したが未だに多くの地域

で､土地権利紛争､国営農場運営に関する労働者管理者間の紛争､農地不法占拠に関する紛

争等､従前の農地改革手続きに関する紛争が続いており､現在のところこれらの紛争の決定

的な解決策は見出されていない｡

大規模農場では食肉､サトウキビ､稲､棉を生産する傾向があるが､これらの生産は内戦の

期間中衰退したo現政府は相生産の回復､前政権によって国営化された製糖工場の再民営化､

サトウキビ及びバナナ農地の他作物への一部転換について力を入れている｡

一部少数の中規模､大規模農家は現在農産加工(農産会社)を指向しており､米国政府が前

サンディニスタ政権に対する政策として禁止していた米国(その他の国々へも)への果実野

菜等の非伝統的農産物輸出の組織化を開始しているo試験的なメロンの発送はようやく1 9

91年の収穫から実施されたo表-3, 4, 5は夫々作付面積一生産量､農村人口及び生産

環境分布､地域別農家家族数を示したものである｡

2.2 濯概排水サブセクター

新政権は国際機関の協力を得て潅概農業再活性化に必要な現況調査分析を実施した｡情報

が乏しい当国濯概農業の実態を知るための資料としてこれら報告書から抜粋して記載する｡

● F A 0/世銀 民間濯概調査(ESTUI)IO StTBSECTORIAL DEL RIEGO PRIVADO)1992. 4.

● I MF 濯概-その輪郭2(RIEGO/PERFIL 2) 1994. 12.

●

IDB/UNDP 農牧部門開発国家計画1994-2000 (草案) 1994.12.

(PROGRA虻A NACIONAL DE I)ESARROLLO SECTOR

AGROPECUARIO 1994-2000 BORRADOR )

1
4

-



ニカラグア農業生産 作付面積一生産量
義-3.

作物名
作111孟晶1/星孟量作詣晶2/星孟量作詣晶3/星孟量

輸出用農産物 172, 200

ゴマ

棉
棉実

バナナ

コーヒー

サトウキビ
砂糖

煙草

ハバナ種
バージニア種
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表･ 5 ニカラグア:農村人口及び生産環境分布 表-4･

地域 対全面積比 自治体 対全人口比 人口密度 該当地域 生産物

乾燥 21.0% 平坦地27 20% 75^/kn= Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ 稲､トウモロコシ､胡麻,

キビ､牧畜

傾斜地37 17% 43^/kn= Ⅰ,Ⅱ,Ⅴ

Ⅵ

トウモロコシ､フリホ-

ル豆､コ-ヒ-､タバコ､

野菜､牧草

太平洋

その他

2.5% 24 15% 446/kn1J

一都市部

Ⅲ,Ⅳ

中間 7.0% 16 8% Ⅰ,Ⅴ,Ⅵ コーヒー､柑橘類､牧畜､

湿潤 28.0% Eg 31% Ⅰ,Ⅴ,Ⅵ

及びRSJ
ユカ､プラタノ､ケキス
ケ､マランガ､生妻

大西洋 40.0% 6% 6^/kn= RAAN,luA 入植農業

出典: I NTA PROYECTO DE CONFOIZXACION

表. 2 ニカラグア:地域別農家家族数 表-5.

地域 家族数 比率

Ⅰ 24,500 13.7
Ⅱ 15,100 8.4
Ⅲ 17,800 EZgE]
Ⅳ 27,700 15.5
Ⅴ 33,800 18.9
ⅤⅠ 42,200 23.6

サン.フアン川 17,700 9.9
合計 178,800 100.0

荏.単位は100で整理

出典: I NTA PROYECTO DE CONFOR廿ACIOI,



(1)概要

今世紀における濯就農業は太平洋北部地域に於いて､民間部門の努力による地下水利用のサ

トウキビ栽培によって発展した｡

1986年に世銀がラ米全域について実施した調査では､ニカラグアは1965年に18,

000Ha､ 1975年では66, 000Haの濯概農地を有していたと推定している｡

国は1 9 50年からチナンデガーレオン地域において地下水を利用した重力式地表漕概によ

る大規模サトウキビ栽培プロジェクトの開発を推進し､ 5 0年代末期には運営が開始された｡

平行して民間部門は同一地域にサン･アントニオ製糖工場を開発し､又､チナンデガ地域に

バナナの栽培を開始した｡

6 0年代に農牧省は国家勧業庁､国家開発銀行と協同して伝統的作物を指向する漣概プロジ

ェクトの開発を開始した｡

主要なプロジェクトとしてトウモロコシ､フリホール､棉と野菜の複合栽培､サトウキビ､

バナナ等の栽培による多様化農業形態を持つ5, 000Haのレオン潅概プロジェクト,サト

ウキビ､ 2毛作の稲､プラタノを栽培するティピタパーマラカトヤプロジュクトがある｡

これらのプロジェクトは1967年から地下水によるスプリンクラー濯概システムによって

運営を開始している｡

70年代の初めには普通型スプリンクラー及び重力式の濯概設備を有する農地は40, 0 0

0Haを超え､ 1978年には70, 000Haに達していたと推定される｡

8 0年代初期に前サンディニスタ政掛ま基幹穀物増産緊急計画の実施促進のため､既存､新

規プロジェクトに対し全額国庫補助によるセンターピボット式濯概システム(1基が約70

Ⅱaを潅概する)導入を開始した.このシステム導入は18, 000Ha､ 200基にまで増加

するに至ったが80年代の混乱に伴う維持管理欠如､部品の欠乏によりこれらのプロジェク

トの多くは損壊し半ば放棄された現状にある｡又､収益に比し運転経費が高額であることも

主要原因の一つとなっている｡

1978-90の統計資料によれば現在ニカラグアで潅概施設を持つ農地は約93, 000

Iaで､そのうち49, 000Eaは公共部門､ 44, 000]aが民間部門となっており､この

うち約60, 0 00Ⅲaだけが現在利用されている｡施設遊休の主要な理由には内戦に起因す

る問題が含まれる(治安悪化､経済封董削こよる資機材の欠乏､支援政策の不在等).

全国レベルでは60%-7 0%の潅概組織が揚程3 0-80mの井戸から揚水した地下水を

スプリンクラー又は重力式により利用している｡大部分(76%)が太平洋沿岸地域に集中

し､残りは中央地域(24%)である｡

現在の漕概面積の9 6%では伝統的な輸出作物と基幹穀物が生産されている｡津概作物のう

-
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ち重要な3作物は､サトウキビ(国内の34%)､稲(同30%),基幹穀物(大部分がト

ウモロコシ)であり､この3作物は全港概面積の82%を占めるo約2, 300naの他藩概

作物のうち主要な作物はメロン､バナナ､各種果物及び野菜である｡

濯故地域は主として北部太平洋沿岸地域､ニカラグア湖､マナグア湖周辺､セ′ヾコ盆地､エ

ステリ,ハラバ県に位置している｡現在港漉されている地域を図-4.に示すo

(2)濯概可能地域

潅概農業開発計画に閲し､現在までに次のような様々な報告書が作成されてきている

･港概マスタープラン(1977)

･ニカラグア太平洋沿岸平野潅叔の一戦略(1985)

･水資源開発マスタープラン(1988)

･潅概マスタープランPR-1 (1989)

総てが同じ太平洋沿岸及び中央部地域での港概開発可能地域を検討しているがこれらの情報

を検討し土地､水資源を考慮すれば港概可能面積は7 00, 000naと推定される.

太平洋沿岸及び中央部地域は港就農業の拡大定着に必要な優れた土地､地下水資源を持って

おり､とりわけテナンデガーレオン及びニカラグア湖周辺は大きな可能性を持つ地域として

突出している｡この濯概可能面積の75%が地下水利用によって潅概が可能であり､その他

は潜他による地表水利用となろう｡図-5.にニカラグアの濯概開発可能地域を示す｡なお､

この藩概可能地域の推定ではニカラグア湖の水をマナグア湖に揚水し濯概に利用する計画を

含んでいない｡

(3)貯水ダム

ニカラグアの降雨特性は年によっては7ケ月に及ぶ乾期を示し､これによって濯概農地の

深刻な水資源不足を招いている｡

貯水池は渇水期の用水利用量を調整するための対案として､特に太平洋岸の乏しい既存地表

水量の利用には貯水池,取水堰等の建設が不可欠であるが､これらの建設には高額の投資を

必要とするため公共及び民間部門の合同参加によって実現が可能となろう｡

現在までのところ濯概に特定した重要性の高い貯水池は建設されていない｡

ニカラグア電力公社は3貯水池を建設しているが発電用水資源調整専用である｡

公社が発電水利用を農業への利用に優先する現行法律の規定を保有していることから､この

ままでは乾期の港概用水を供給する貯水池施設開発の可能性は極めて小さい｡

(4)最近の漕概排水部門の推移

ニカラグアの1978-1990年における藩概農地は政府直営の形で主として協同組合

又は大規模な農民定住を指向した新規プロジェクトの建設(港概組織の維持管理費を含む)

が推進された｡

受益者負担のないこれらのプロジェクトは支援に当たる政府の径済的､技術的能力の欠如に
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よって濯概施設､特にセンターピボット式､普通型スプリンクラーの漸進的な損壊を引き起

こし､半放棄状態に陥ってしまった｡

一つの大きな理由として80年代における西側諸国々からの､特にそれまで資機材の主要供

給源であった米国の径済封鎖が挙げられる｡結果として新規機材輸入､施設改善が不能とな

り､他の市場に縫らざるを得なくなったため輸送費と税金が倍増し､農業部門とりわけ潅概

部門の不振を導くこととなった｡

(5) 排水地域

ニカラグアで実施された地表排水開発地域はごく僅かである｡

現存する排水施設は主として中央部のセバコ盆地に集中し､幹線排水路の建設と自然排水流

路の渡深が行われている｡現在は排水必要地域に関する統計資料が不足している｡

(6)潅概管理機開

港概排水関係事項は7 0年代末期まで農牧省が担当していたが､同時期政府はこの業務を

引継ぎ公共漕概部門の拡大を支援する農牧開発農地改革省(MI D I NRA)を創設した｡

1 9 9 0年から現政府は新たに全面的な再編成による農牧省を創設した｡

1991年11月､ 200名に達していた漣概排水活動担当者は大幅に削減され､基礎調査

部に属する溝概排水課が提案された｡ (図-6.農牧省機構図参照)

天然資源庁(IRENA)と国土調査庁(INETER)では気象､水文､測地､土質､地

質等についての多くの情報を備えているが両機関は独立して機能しており､濯概排水諸活動

を含む水資源利用に関する諸活動を集中､統合する機関を持っていないためこの部門の活動

にブレーキを掛ける結果を招いている｡

(7)潅概主要システムの特性

濯概主要システムの特性は生産者のタイプによって異なる

① 中央部地域に多い国内消費用基幹作物を栽培する小規模農家は概ね地表水供給用ポン

プを備えているが､改善に当たっては地下水供給用の深井戸を設置する者が多い｡

溝概システムは重力式うねま港概と一部スプリンクラーである｡

② 太平洋地域､中央部地域に見られる中規模農家の稲､野菜生産ではポンプによる地表

水及び深井戸からの地下水供給によって稲の湛水潅概及びうねま濯概による野菜栽培

が行われる｡

③ 協同組合､国営農場農業者団体､社会資本団体等大規模農民団体を統合した組合組織

はサトウキビ､稲,牧草､小規模な野菜等の伝統的作物栽培のため､国から主として

センターピボット､次いでスプリンクラー､レインガン等漕概施設を受けた｡

これらはニカラグアの支配的なグループであったが､一般的に輸入された機材の部品

- 7 -



図-6.

ニカラグア農牧省 機構図 1995年
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を持たず又維持管理の不備によって潅概組織の損壊状態を示している0

④ 濯概農業に果実(パイン､バナナ)輸出のための領域を求める大企業｡

主として圧力港激(ミニスプリンクラー､点滴､スプリンクラー)によっている.

一般的に､漕概技術は民間部門によって改善努力が行われているが満足すべき水準に達して

いない｡生産者に関する技術水準は次のとおりである｡

① 小規模農家=中程度の畝をもつ良く均されていない土地を重力式で漕慨する｡

適用効率は0. 30と推定されるが漕親水量､潅概頻度に関する情報がない｡

② 中規模農家:深井戸をもち水稲などの伝統的作物濯概を行っているが良好な均平作莱

を行うために必要な機械を持っていない｡適用効率は0. 30と推定される｡

うねまによる野菜栽培では効率は0. 30-0. 35と推定される｡最近輸出用の作

物栽培を行っている中規模農家はより高い技術水準の濯就システムを持っている｡

③ 組合組織‥センターピボット､スプリンクラー､重力式によって濯漉する｡

システムを農民が自主管理を行う体制を欠き､大規模な損壊によって最低の技術水準

に陥っている｡濯概実施について効率の概念を持たず､漕概時期､潅水量を適切にコ

ントロールすることもなく殆どの場合技術的知識に拠らず経験に頼っている｡

④ 大企業‥外国の技術支援により輸出用果実を栽培している｡

その収益性を保証するための高水準の水管理効率を持っている｡

(8)濯概水適用手法

ニカラグアで実施されている主要な港淑手法は次のとおりである｡

一地表潅概(重力津概)
:

基本的に各種野菜にうねま濯概が採用される(タマネギ､トマト､ニンジン､セロリ､

キャベツ､カリフラワー､カブその他)｡又､サトウキビへの氾濫港概(以前はうねま)

稲の水田栽培が行われる｡場合によっては等高線畦畔栽培が行われる｡すべてのケース

で圃場均平を改善しなければならない｡

- スプリンクラー潅就:

揚水機で得られる圧力によって機能する｡全国的に小､中､大規模の団体に普及実施さ

れているoすべての野菜､トウモロコシ､フリホール､ソルガムの栽培に適用される｡

一点商港概:主として中規模農家によりメロン栽培に使用されている｡最近では柑橘類果

実栽培に利用されている｡

1
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- レインガン藩概‥牧草及びサトウキビへの実施が一般的である.大面積の協同組合組織

で使用される｡

~センターピボット濯概‥同様協同組合組織のサトウキビ､野菜等の栽培で使用される｡

- ミニスプリンクラー濯概‥中規模農家による観葉植物栽培と､企業のバナナ港就に使用

されている｡

(9)民間濯概ポテンシャルの評価

国家経済における漕概の効果

ニカラグアの漕概農業が持つ最大の効果は農村地域の雇用の創設､収入の増加､生産コス

トの低減であるo北部太平洋沿岸地域の年間降水量は時に8 0 0m皿を下回り､濯概の必要性

を決定付けている｡

ニカラグアは最適な水資源利用と､濯概栽培のより高い効率を得るための圧力濯概手法を強

く推進してきているoこの二つの目的は部分的な達成に止まっているが､専門技術者､農民

に対する幅広い技術研修プログラムが実施され､持続的且つ適切な運営及び潅概実施者によ

って引き継がれるべき効果的な施設管理についての明確な理解が定着するならばこれらの目

標を達成することが可能となろう｡

伝統的作物栽培のための現在の揚水方式による港概農業は許容有効範匪=こあるとしても(セ

バコ盆地の稲作)もし地下水供給方式を重力式に変更し得るならばより多くの収入､より良

い経済効果を挙げることができよう｡

(10)港概におけるエネルギー使用

ニカラグアの溝概においては電力が広く使用されている｡全国では実際の漕就農業の9 5

%がポンプを利用しており､家庭用電力(14%)
､公共用照明(4%)を上回る国内電力

供給量の19%を使用しているo (住宅､工業､商業用は夫々20-22%を占める)ニカ

ラグアの電力供給源は水力33%､地熱33%､火力33%である｡

現在の容量は需要より大きいが､送電線を欠く地域の大きな潜在需要を考慮すれば,国内電

力は不足に向かうものと考えられる｡電力公社が持つ多くの拡大計画を実現させるについて

は事業源資の制約が大きな問題点となっている｡

(ll)民間濯概の評価

農業は今後もニカラグアの肝要な活動であり続ける｡濯就農業は全農業活動の6.
4%に

相当するo民間漕概は80年代の政府の公共部門支援政策により成長が抑止される1
9 78

年まで一つのピークを持っていたo 1990年から民間部門は技術水準の改善を要するとし

ても生産の多様化､輸出用非伝統農産物の開発のイニシアティブを執ってきており､又､公

共プロジェクトの民間への復帰が起こりつつある｡

この部門に対し各種作物について種々の潅概手法を駆使した水管理研修訓練実施が不可欠で

ありこのための大幅な支援が必要である｡

-
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ニカラグアの濯概は伝統的にポンプ揚水による供給が行われてきたが政府は生産コスト引き

下げのため揚水機使用を減少し､溜め池､取水堰､河川からの直接取水等の方策について検

討すべきである｡

電力部門の現行規定に縛られている地表水利用制約は早急に検討改善されるべきである｡

(12)機構制度

1 9 9 0年から政府は機構改革を推進してきているが今まで農業部門を支援してきた各機

関は現在では各サブセクターの競争力を強化するための諸業務を行っておらず､又､最近制

定された生産者合同委員会(政府/民間)は技術的支援及び計画の戦術的業務を準備するよ

りも政策的役割を優先指向している｡従って機構的に不明確な状況であり公共民間部門に明

白に定義された役割を果たしていない｡

事実､ 1 990年から潅概の公共活動業務は一度ならず農業省MAGのコントロール下にあ

ったが､現在では公共津概計画に携わる技術､事務要員及びその管理は農牧保護衛生総局の

一課に縮小され最低人員にまで極端に減少した｡従ってこれらの人員は全体計画だけに当て

られていたと考えられる｡

(13)将来の潅概拡大についてのポテンシャル及び制約要素

前記のように現在の漕概施設を持つ面積の7. 5倍に相当する約700. 000Haが濯親

閲発に通すると推定されているが､拡大に当たっての一つの制約要素は漕概組織の低い投資

効率である｡限られた特定の作物については投資的に認められるもののこれら作物の全体面

積は小さく将来的にも大きな伸びは期待できまい｡

サトウキビ及び牧草に用いる港概組織の許容投資額は､非伝統的な野菜や果実に比しより低

いものとなり,稲及び或る条件下でのトウモロコシを除いた基幹穀物栽培では､他の農学的

手法によって飛躍的に単位収量が増加しない限り､いかなるタイプの濯概システムであって

も現在の低い生産者価格では採算が合わないであろう｡

従ってこれら作物では雨期の補給濯概だけが経済的可能性として成り立っと考えられる｡

港概拡大の他制約要素として技術的知識欠如と早急な部品入手の困難性が挙げられる｡

ニカラグアにおける濯概拡大についてのより重要な制約要素に内戦による生産物市場の不確

実性があった｡

その他､次のような要素が挙げられる:

小中規模農家への融資の欠如､小規模農民の採算性向上のための能力に適合した改良技術の

欠如､港概組織の統合についての理解､計画策定､研究､小中規模農家への普及についての

制度的能力の欠如､漕概投資に関する制度的イニシアティブの欠如.

(14)水資源に関して

短期的には特に太平洋沿芹北部において将来の国の農牧業に極めて重要な基礎資源として

-
10

-



保護することが必要であるo水と土の利用はそれらの保護保全を前提とする思い切った措置

によって厳しくコントロールされなければならない｡

中期的には地下水の合理的な開発と将来の利用可能性を計画する手段として国内地下水のよ

り広範な調査を実施することが必要であろう｡

平行して漕概適地への用水供給の可能性確認のためニカラグア湖からマナグア潮へのポンプ

揚水実について技術一経済評価を実施することが必要であろう｡

(15)法的事項に関して

短/中期的に､ 1 9 75年に国連によって作成されたニカラグア水法律の草案は政府の見

直しによる承認､公布を得るため更新され､提出されるべきであろう0

この法律は国内水資源を計画策足し､調整し､保護する目的を持ち､現在適切なコントロー

ルを欠いた過度開発によって危機状態にある地下水の利用基準設定を可能ならしめる｡

又､水法律の公布はニカラグア電力公社その他の関連語機関との遷携により合理的手法に基

づく地表水資源の有効利用を可能にするo現在のニカラグア電力公社の禁止条項は旧弊な現

行法制に基づくもので速やかに改められるべきものである｡
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3.国家開発計画(国家軽済再建案)

チャモロ新大統領は当選と同時に国家軽済再建案(アジェンダ)を発表した｡その内寄は

次のような緊急､中期､長期の3段階に分けて組み立てられている｡

国家径済再建案(アジェンダ) 1990年2月

ニカラグアは変革を必要としている｡憶倖と貧困から脱出して全国民が繁栄の新時代に向

かわなければならないo今迄の遅滞から脱して進展の途をとるには国家径済の叔底からの変

革と新しい軽済政策が必要である｡この国家経済再建のためのアジェンダは諸政策及びニカ

ラグア経済一社会における抜本的な変革を達成するために必要な行政改革の全体的指針とし

て制定するものである｡

同時に開始するが次のように夫々異なった領域を持つ3段階の業務を提案する｡

一
新政府体制の最初の1 2ヶ月以内に達成すべき生産活動の緊急的再活性化

~ 4-5ヶ年の間に我が国が1970年代末期に到達していた生産量の水準に戻るまでの

生産の加速的回復

- 国が1970年代末期に造り出していた物質的溝足の平均水準を､現在､より近代的生

産的､より道徳的､より公正且つ人間的な新しい社会を背景として回復する持続的経済

発展の新しい時代の開始

野党(対サンディニスタ)連合政府のプログラム中に綾取りされているこのアジェンダは市

場の新経済社会を築くために必要な足取りを自由､経済効率､私有財産､社会的平等の原則

に基づいて列挙しており､これらが民間部門によって着手し得ない場合にのみ国が生産活動

に参加するものとしているoこのアジェンダの目的は国民社会全部門の､真の熱意ある参加

が可能な場合にのみ宅美佐のあるものとなろうo

3.1緊急段階計画(即時対応再活性化計画)

第1課題 インフレーションの解決

一予算制度改革(中央政府､地方機関､国営企業､自治体)

一税制改革

一連貨安定

一国際支援

一生産に向けた銀行改革

一一般融資緊急計画

第2課題 農業振興

一遊休国有地の緊急利用

一農業資機材､部品等輪入のための外貨確保

一農業地域の道路､橋梁祐修
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第3課題 内戦被害者支援

一寡婦､孤児,不具者への特別支援

-老人ホーム､孤児院への特別支援

一年金制度の見直し

一緊急社会保障基金の創設

第4課題 引揚げ避難民対策

一引揚iヂ者への全面的保証

一掃国に対する支援

一家財に対する課税免除

一戦業紹介所の設立

一不当接収に対する補償

3･2 中期段階計画(加速的回復段階一再建､改革計画)

第1課題 経済再編

一秩序ある変遷

一一般参加と透明性

一国家統制の排除

-農業変革

一国有資産の民営化

-金融仲介の民主化

第2課題 軍備の縮小

一旧軍人への土地配分

- 旧軍人への技術研儀

一 旧軍人への新規雇用優先

-農村部､都市部の公共事業計画

一再植林計画

第3課題 基盤施設の再建

一道路細の再建

一都市､農村部交通の改修

一送配電綱の再建

一生活用水の確保

一遍信システムの再建

第4課題 小企業の振興

一小企業向け一般融資プログラム

-農村融資プログラム

一新競事業者に対する研修､支援

一適正技術に関する情報提供

一国内取引及び貿易に対する支援

- 13
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3･3 長期段階計画(持続的発展段階一近代化,繁栄計画)

第1課葛 生産設備能力の近代化

一海外からの投資誘致

一農産加工業の近代化

-製造業の生産近代化

一非伝統輪出産品の奨励

一枚畜開発

一森林資源開発

一漁業及び水産業開発

- フリーゾーン計画

第2課題 教育制度改革

一国家教育計画の改革

一大学制度改革

一中等教育施設の改修

一技術研修施設の改修新設

一教員養成計画

一留学奨学金計画

第3課題 名家庭に家を

一地域開発計画

一都市部開発計画

一農村部住宅計画

一建築資材計画

-住宅金融

第4課題 社会福祉

一極真の解消

一社会保障制度の改善

一国家保健制度の改善

一勤労者の負担参加
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4.農牧部門開発計画

4.1 戦略的枠組み

新政権は上記アジェンダに基づく農牧部門全体政策の戦略的枠組みとして次を定めた｡

1.土地所有

2.財産の保証と尊重

3.農牧技術

1)技術研究､適用､移転

2)種子生産改良一畳産化

3)畜牛改良計画

4)潅故国家計画

5) コーヒー園改善

4.輪出農産物生産

5.食糧安定供給

1)穀物生産奨励

2)農場の貯蔵能力改善

3)上記達成のための融資計画

6.クレジット政策

7.流通:価格及び市場

8.財務計画

9.農産加工

10.天然資源保護管理

4.2 農牧部門開発優先計画

上記に閲し以下の諸計画を農牧部門開発優先計画として現在実施中である｡

1.農牧技術創設移転計画

2.土地所有計画

3.天然資源合理的利用及び管理計画

4.制度強化計画

5.農村地域開発計画

1.農牧技術創設移転計画

農牧開発を妨げている多くの制約の一つは農牧林産分野で適用されている低い技術水準で

ありこの制約を減小するため技術創設移転計画が提示された｡

この計画の目的は次のように要約できる:

ー
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一農民たちの収入を増加する

一国際市場開設及び競争に耐え打ち勝つ

一環境を保全し､天然資源を保護しつつ部門活動の持続性を獲得する

この意味から計画は農民たちのニーズ及び国際市場の規格に合致した技術を創出移転するプ

ロジェクトを実施することにより農民たちの社会経済状態を改善せんとするものであるo計

画には品種の遺伝子改良､在来､新品種種子の生産､耕種改善､天然資源の合理的利用､虫

害の総合的管理等の研究確認プロジェクトの実施を含み､農民たちの合理的な利用､有用な

農牧技術の移転を図る｡これらは主として研修実施､展示圃場､現地視察,収穫物保全施設

の設置等により推進する｡

計画の主たる実行調整横開はニカラグア農牧技術庁(I NTA)である｡

INTAのプロジェクトは次期5ヶ年間に約160, 000農民家族に梓益することが期待

され,その活動の力点は食糧生産､農牧の多様化推進に集中される｡ I NTAは技術開発分

野をカバーし､生産性向上､収穫物損失の減小､基幹穀物種子生産を図る6プロジェクトを

実施する予定である｡

(プロジェクト内容､予算及び資金源､実施予定等は付表.プログラムー1参照)

2.土地所有計画

土地の大規模な再配分の段階は完了しており､土地所有計画の基本的な目的は農地改革財

産の確定即ち農地財産全般の法的保障に向けられている｡

これには財産の公共登録の近代化と組み合わせた農地資格付与及び中期間に対する国家土地

登記の実現についての精力的な努力を要する.これらの資格付与/修正､資格一登記､登録

の3項目は農地改革財産の安定化に不可欠である｡

農地改革財産安定化諸活動は登記､資格付与､登録国家計画(PNCTR)に付随する｡

この計画は世銀の融資によって支援され､この中の登記部分は国土調査庁(INETER)

登録部分は最高裁判所､資格付与及び計画の調整実施の直接責任機関は農地改革庁である｡

世銀による資金供与プロジェクトのほか､ Eロの資金協力による`ニカラグア半農村地域権

利強化及び経済活動着手プロジェクト(CEDEOER) "及び環境天然資源省(MARE

NA)による環境保養地域の土地所有整備のための小規模プロジェクトが含まれる｡

(付表.プログラムー2参照)

3.天然資源利用管理合理化計画

天然資源利用管理合理化計画は環境活動計画(PAAN I C)及び森林活動計画(PAP

NI C)展開の政策､戦略､目的の中で強調されている｡

計画の長期目的は開発の新しい方式を導く総ての活動について､組織化された一般社会の参
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加により持続的な生産性を保証するエコシステム及びその他の環境要素の管理保全により開

発を推進することを提案している｡

1 9 9 5-2･ 0 00年の目的及び日掛引国土環境整備戦略､環境活動計画実施を評価し､

更新し､継続､整理させることを含んでいる｡又､森林活動計画及び持続的開発のための中

米同盟を推進し､環境保護と持続的開発を保証する役割の市民社会への移譲を促進する｡政

府によって公認された環境､森林諸政策についての諸テーマ､提示された諸公約の包含を保

証するための分野別各種計画に参加する｡

特定活動は環境の法的枠組み改善及び天然資源利用の次の詩目標によって特徴付けられる:

-環境､生態系多様性,天然資源等の保護に関連した渚テーマの研究について大学､科学

研究所との連携を促進する;

-水資源活動計画を形成作成して危機(水の)地帯の利用可能量を増強する;

-毒性物質の適正な管理のための制度的能力を改善する;

一道伝子資臥森林資源､生態系多様性の解放保全及び利用のための国の能力を改善する;

一保全地域について農地改革庁(INRA)一環填天然資源省(MARENA)共同で土

地所有の整理を実施する;

一環墳整備及び天然資源総合管理の草案を作成実施する｡

現在､環境天然資源省は公共投資による31プロジェクトを展開しているがそのうち1
7プ

ロジェクトは一般森林､ 5プロジェクトが保全, 6プロジェクトが機関強化､ 2プロジェク

トが研究となっている○全般的に環境天然資源省によって実施される諸プロジェクトがカバ

ーする地域では森林開発､林野及び生態系多様性､生態､環境等の保護を包含する｡

これらのプロジェクトのはか､計画は一土地､天然資源整備プロジェクト(PROTIE

RRA) 'を含んでいるo世軌ま後発の西部地域に力点を置く調査実施に推定3
0百万ド

ルの資金供与を支援しっっある｡

提議されたプロジェクトは4つの要素をもっ:

a)制度的､政策的枠組みの開発､土地整理､財産権利

b)天然資源についての研究､教育､研底

c)天然資源管理についての資金

d)天然資源管理のパイロット活動

(付表.プログラムー3参照)

4.制度機構強化計画

手持ち源資に見合う政府の規模の調整､より効果的な運営の実施､運営領域の再決定等を

行うため､総ての公共機関で実施されている制度桟橋改革計画の困難性から各牧公共部門機

関は適切に新体制に移行するための技術経済支援を求めてきた｡

現在までに国は各機関に再組織化､近代化改善のための資金を割当ててきているとしても,

必要な人的､物的､経済的資源を満足するためのより多くの支援を要する｡

-
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機構強化計画の目的には部門政策を設計実施し､農牧公共部門関連業務を統制し､部門発展

達成のための努力を調整､計画､指導する携閲の能力及び効率改善が含まれている｡

計画を構成する諸プロジェクトには最近創設された環境天然資源省の環境局,森林管理局､

国営森林業務局等の領域を支援する強化プロジェクト及び農牧省が提供する動植物衛生､優

良種子確認,農民への情報提供支援等のサービス強化プロジェクトが含まれている｡その全

体目的はMAGの一般的及び管理的能力の強化であるo

その他のプロジェクトとして政策戦略の計画策定､国家農牧委員会(CONAGRO)の調

整能力改善を目的とする農牧部門計画及び政策部局の創設を提案している｡

(付表.プログラムー4参照)

5.農村地域開発計画

国の輪出と国民生活特に貧困レベルに大きな影響を及ぼした8 0年代における生産の急激

な減少によって農牧部門は1 9 7 8年から深刻な衰退状態にある｡しかしこの深刻な状態に

あったにも拘らず､この部門は国家輸出の80%近くを創出し､国内総生産のはぼ25%を

占め,経済活動人口の1/3を吸収しており国家軽済にあって最重要な地位を保ち続けてい

る｡

しかしながら､農村住民の貧窮状況､研修､技術指導サービスの欠如､不完全な農村インフ

ラ､農村地帯の資本投入欠如,治安不良､衛生その他の基本的公共サービスの欠如等々は農

牧部門開発の重大な制約事項となっている｡

農村共同体の生活条件及び農地の生産､生産性について前向きの効果を得るような総合的手

段によってこれらの制約因子を克服するため､各機関､源資､政策､計画全体の努力を結集

することが必要である｡

農村地域開発プロジェクト推進責任機関として農村地域開発国家計画(PNDR)が創設さ

れた｡この機関は農村地域開発のための努力を分担化し､調整し､統合する目的を持っ｡

第一の責務としてPNDRは同一名をもつ農村地域開発プロジェクトを実施する｡ PNDR

プロジェクトは生産活動の再活性化に基礎を置く持続的な農村地域開発戦略を形成する｡

この計画は小中規模農民の商品化可能農産物生産に貢献することを指向し､技術移転､潅概

排水､農道､流通､農産加工､生産ポテンシャルの保護等の要素を含む生産支援活動に資金

供与を行うほか､この計画に関係する国家桟閑､実施団体､自治体､農民組合の強化分野の

諸活動にも資金供与を行う｡

PNDRは又､リージョンⅠのヌエバ･セゴビア､マドリス､エステリ各県所在の20自治

体を含む乾燥熱帯開発プロジェクト(TROPISEC)を実施する｡

このプロジェクトの主目的はセゴビア地方の小規模農民の経済､環境の悪化の進行を食い止

め回復することである｡

この活動はこの地域の人的資源､天然資源を回復し,持続的開発を開始することに繋がる｡
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一開発拠点プロジェクドは農村開発戦略の上で重要なプロジェクトであるo

MAGによって設計され実施されているが各拠点は自治体レベルの大幅な参加による農民の

組織化として定義付けることができる｡

持続的な農業の多様化が可能で､農村住民の生活の質の改善を望み得る地域で天然資源の合

理的利用を強調しつつ農牧開発のモデルを推進することを目的として計画している｡

MAGは又BOCAO総合開発プロジェクト(PRODEGA)､ PRODESヌエバ･ギ

ニア､乳業開発､稲作プロジェクト､パスーセントロ-ナガール乳業プロジェクト､レオン

ーチナンデガ地域農村開発を実施している｡

これらのプロジェクトのほかこの計画にはINRAが実施したリオ･ブランコ小地域開発プ

ロジェクト(PRODERBO)
､チナンデカ北部地帯開発､マセタ･デ･カラソ農業生産

開発が含まれる｡ (付表 プログラムー5参照)

6.諸計画資金総額

部門計画に含まれる諸計画及びプロジェクトの資金絵額は91 1. 7百万ドルに達する｡

この数字は各プロジェクトの着手から1994年12月末までの実施済み合計額のはか､ 1

995-2, 000年の予定を含んでいる｡夫々のプログラムに含まれるプロジェクトの大

部分は既に実施中でありその資金供与は確保されているが､一部は活動範囲を広lヂるため増

加された｡新しい供与を得ることが必要である｡

実施中の諸プロジェクトに加えて新規のプロジェクトが含められたが､或るものは現在資金

供与について交渉中である｡その他は確実な供与涼がなくその獲得が必要である｡

全体的な数字では1994年までに合計158. 1百万ドルが実施されてきていることを示

している｡ 1996-2, 000年の予定は629. 0百万ドルであり､このうち353.

4百万ドルが資金手当て未定であるo (付表.プログラム総括表参照)

以上5項目の農牧部門開発優先計画のうち

1･農牧技術創出移転計画の中核を成す主をラグア農牧技術庁(I 帆
､及び農牧省

から同庁に委託された基幹穀物(フリホール豆､トウモロコシ)種子生産計轡､ならびに

5･農村地域開発計画に含まれる農村開発拠点プロジェクトの活動は今回のP/Fに深く

関わるので次に概要を記載する｡

-
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農牧音rSPE5 :プログラム及こダブ-ジュクト(単位百フヲドノレ)

プログラム俺括表

プログラム名
糞金内択 資金手当て 実施済予 定

汁 内貨分 外貨分 確定済 未確定 1.994造
ヽ

チ定
小声十 贈与 借款

1.Jt牧技術創出移転プログラム 311.52 40.52 271.00 67.90 203.1D 108.88 202.64 44.59

I

37.36 229.57

2.土地所有プログラム 53.30 6.16 47.14 21.24 25.9D 53.30 0.04 2.18 14.66 36.50

3.天然突源合理的利用管理プログラム 253.09 45.48 207.61 108.41 99.20 177.90 75.19 49.42 28.15 175.51

4.槻横制度強化プログラム 38.91 5.29 33.62 14.02 19.6D 22.94 16.87 2.97 13.34 22.60

5.A村地域開発プログラム 254.85 23.51 231.34 141.87 89.47 196.18 58.67 58.91 31.12 164.82



農牧音rSF弓:プロクーラム及こダブ-ジュクト(単位首万ドノレ)

プログラム. - 1.農牧技術創出移転プログラム

プロジェクト名 実施機関 資金源.
資金内択 資金手当て 実施済,予定

内貨分
外貨分

合計額 確定済 未確定 1994迄
予定

贈与借款

プログラム合什

農牧技術庁

農牧技術庁

Jt牧技術庁

フィンランド

フィンランド

スイス

40.52 67.90 203.10

19.52

311.52 108.88 202.64

□

44.59

I

37.36 229.57

1.技術開発リージFンEl.Ⅳ
PRODETEC

2.技術創出移転による
生産性の向上

3.収穫生産物の規失防止

2.77

1.00

0.45

2.18

2.00

2.06

4.95

3.00

2.51

4.62

1.45

0.33

3.00

I.06

2.97

1.20

1.65

0.25

0.33

3.00

1.06

4.種子国内生産の振興
基幹穀物､野菜,馬幹事

5.農牧技術創出移転-世銀

A牧技術庁

A牧技術庁

E]本(KR-2)

世銀/スイス

0.59

22.24

2.31

4.50

2.90

46.26

0.42

34.75

2.48

ll.51

0.08

4.47

0.21

7.60

2.61

34.l9

6.技術創出移伝桐強化(新規) 農牧技術庁 未定 1.00 5.00 6.00 6.00 6.00

小計 28.05 18.05 19.52 65.62 41.24 24.38 8.72 9.T1 47.19

7.家畜穿孔虫撲故プログラム A牧者 USAⅠD 1.95 33.94

8.08

35.89 35.89

9.02

20.5T 6.95 8.37

8.豚コレラ撲滅

9.ゴマ栽培振興プロジェクト

Jt牧省

Jt牧省

EU/0ⅠRS 0.35

0.94

0.90 1.25

9.02

1.25 0.29 0.40 0.55

9.02

小計 3.24 34.84 8.08 46.16 37.14 9.02 20.87 7.35 17.94

苔産技術支援プログラム 畜産国家連合 未定

8.23

2.82

45.00

130.50

2.82

100.00

2.82

15.50 100.00

沖淑組織改修プロジェクト 民間 米州閉鎖 2.19 55.42 55.42

種子国内システム開発支援 民間 未定 1.00 10.00 ll.00 ll.00

里山牧苔プログラム ベルギー l30.50 30.50 15.00

l99.74



農牧音rSPF5 :プロクーラム及こドプロジェクト (単位百万ドノレ)

プログラム. - 2.土地所有プログラム

プロジェクト名 実施機関 資金源
資金内訳 三器 当て 莱施済,予定

内貨分
外貨分

合計頓 確定済 未確定 1.994迄
予定

贈与 借款 1.995 l996-200

プログラム合計 6.16 21.24 25.90 53.30 53.30 0.04 2.18 14.66 36.50

1.Jt地財産並伸 A地改革庁 ･三｣.:. 4.70

21.24

25.90 30.60 30.60

0.04

2.18 ll.50 16.92

2.ニカラグア半A村地域
権利状況強化経済離陸促進

3.保全地域の土地所有状況塵傭

農地改革庁

環境天然資源省

EU 1.46 22.70 3.15

0.Ol

19.55

0.03
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農牧昔日P弓:プロクーラム及こダブロジュクト (単位百万ドノレ)

プログラム. - 4.機構制度強化プログラム

プロジェクト名 実施横関 覚金源
資金内訳 資金手当て 実施済､予定-

内貨分
外貨分

合計材 確定済 未確定 1.994造
予定

贈与 借款 1.995 1996-2000

プログラム台汁 5.29 14.02 19.60 38.19 22.04 16.87 2.g7 13.34 22.60

I.A牧省業務強化 A牧脊 米州閉鎖 4.00

1.50

16.80

2.80

20.80 16.80 4.00 0.丁3

1.28

8.85 ll.22

2.SNIP/MAG 農牧省 匡E3 0.06 0.06 0.02 0.04

1.50

0.02 0.04

3.農業プログラム
CON^GRO-X^G-BID

4.A牧部門計画政輯部局

農牧省

国家農牧委見合

米州開銀 2.80

1.50

2.80 1.15 0.3T

1.50

小汁 4.06 1.50 19.60 25.16 l9.62 5.54 2.01 10.02 13.13

5.森林法及び細則 環境天鹿茸源省

▲SDⅠ/OTROS

ASDⅠ/OTROS

0.23

3.57 3.57

1.23

0.24

0.g5

3.57

0.16

0.96

1.19 2.38

6.国家森林業務棟関強化 環境天然資源省 1.00 1.23 0.31 0.92

7.^DFOREST機関強化 環境天然染源省 0.04 0.19 0.24 0.06 0.l8

8.P^FNⅠC継続 環境天然資源省 0.Ol

0.95

0.14 0.l6 0.04 0.12

5.87

9.漁業法及び細則 環境天然資源省 0.01 0.01 0.01 0.01

10.水産資源管理再相 環境天然資源省 0.86 0.36 0.36 0.36

ll.保全地域法制化 環境天然資源省 0.01 0.01 0.01 0.01

12.辻伝子東聴取扱規制 環境天然柴帝省 0.01 0.01 0.01 0.01

13.環境総局強化 環境天然資源省 7.22 8.17 7.22 1.34



農牧部PE5 :プログラム及びプロジェクト (単位~百フヲドノレ)

プログラム. - 5. A村地域開発プログラム

プロジェクト名 実施機関 真金源
資金内訳 資金手当て 実施済､予定

内貨分
外貨分

合計額 確定済 未確定 I.994迄
予定

贈与 借款 1.995 1996-2000

プログラム合什 23.51 141.87 89.47 25.4.85 196.18 58.67 58.g1 31.12 164.82

1.プランコ川小地域開発 農地改革庁 EU 3.37 22.g了 26.34 18.g5 7.39 4.59 4.10 1T.65

2.チナンデカ北部地域開発 農地改革庁 スイス 1.1g 1.66 2.85 2.85 1.gO 0.40 0.55

3.マセタ-カラソ地域農業生産
開発

農地改革庁 EU 2.66 6.72 9.38 9.38 5.85 3.27 0.26

小計 7.22 31.35 0.00 38.57 31.18 7.39 12.34 T.77 EIZE]

4.農村開発拠点(POLDES) ･こー'≡ E]*(KR-2)EU
台

フィンランド

4.48 34.78

2.74

39.26 34.79 4.47 8.65 3.33 27.28

5.ポアコ地域縁台開発 ･i>l≡ i.84 17.35 19.19 17.29 1.90 12.TO 1.06 5.43

6.PRODES-ヌエバギニア 農牧省 オランダ 0.56 9.45 10.01 8.21 i.80 2.g4 1.07 6.00

7.乳業開発PMA/MAG 農牧省 世界食性計画 1.19 16.20 17.3g 13.g9 3.40 9.28 3.22 4.89

8.稲作プロジェクト 農牧省 イタリア

ドイツ

0.97 30.g4

1.80

31.91 30.94

1.80

0.g7 13.○0 4.00

0.60

14.g1

9.乳業開発P▲Z-CENTRO-N^G^R

10.レオン､チナンヂガ地域
A､地開発

A牧者

A牧者

2.74

1.80

2.74 0.00

0.00

2.74

1.20

′､書 9.04 110.52 2.74 122.30 107.02 15.28 46.57 l3.28 82.45

ll.天鹿茸帝国復 農村地域朋
発国家計画

〟

中米経済統合銀行
ベルギ-､

米州開銀

0.85 23.73 24.58 24.58

36.80

3.67 20.91

12.鼓村地域開発国家?l.画 6.40 63.00 69.40 33.40 6.40 63.00



* ニカラグア農牧技術庁(Instituto Nicaraguense de Tecnologia Agropecuaria )

1.背景

1 9 8 0年代の内戦による混乱空自によって農牧分野は著しい荒廃と技術的な立ち遅れを

生じ､近隣諸国の中で最も低い生産性に甘んじてきている｡

政府はこの実態の改善､農牧部門再活性化の重要性を強く認識し､適正な農牧技術を創出し

生産者への技術移転を強力に実施するための公共機関を設立することとした｡

農牧部門を所掌する農牧省は1993年5月､ FAO､ I ICA､世銀等の助言協力を得て

ニカラグア農牧技術庁(INTA)形成計画を策定した｡

同年､政令No.22-93によりその創設が公布され､ 1994年から活動を開始したo

2. 目的及び目標

国及び農民の実態､夫々の立場､可能性等について十分に配慮しつつ生産と環境保全の効

率的関わりの中で特に小中規模農牧生産を重視した農牧技術を創出移転し､生産,生産性､

収入の持続的な向上を図ることを主要目的とする｡

本計画は1994-1998年の5ヶ年間に約21, 000の生産者を支援し主要農牧生産

物の生産性を向上させることを目標とするo このために､新たな農牧技術創出移転Egl家組織

(SisteJBa Nacional de Generacion y TrazISferencia de Tecnologias Agricolas S N G T

TA)が形成されるまでの過程において､関連する総ての部門と協業を行う｡

3. 活動内容

基幹穀物､一般作物､牧草/牧畜､土壌及び水､病害総合管理等についての特定活動を推

進する｡これらの活動は小規模農民たちの技術的問題点の検証､総合的対案を提供する各試

験場及び国立農業大学との協業によって支援される｡

4. I NTAの械構組織

I NTAは運営管理､技術､職能について行政権から独立した自治権を有する機関とする

が､委員長､民間部門代表4名､公共部門代表4名で構成される管理委員会を設置する｡委

員は総て政府から任命される｡

INTAは中央､地域､支所の3レベルで構成される｡ (図-7. INTA機構図,図-8

地域事務所､支所､試験場位置図参照)

中央本部は首都マナグアに設置し､地域事務所はレオン､エステリ､マタガルパ､マサテぺ､

フィガルパの5市に置く｡支所は大西洋沿岸地域を除く各地域24ヶ所に設け､又､技術研

究プロジェクト策定実施のための試験場を国内4ヶ所に設置し､その本場を首都マナグアに

置く､構成全人員は約600名うち技術者348名である｡
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5. 事業予算､国際協力

計画策定時の経費総額は38. 9一百万ドル､うち外貨投資分15. 4百万ドル､国費分

23. 5百万ドルとしている｡

･1994年実施額 5, 507. 500ドル

･ 1995年予算額 11, 123, 100ドル

･国際協力

二国間協力 オランダ､カナダ､スイス､日本(ER-2)*､ノルウェー､フィンランド

国際機閑 世銀､ FAO､国際勧業協会､欧州共同休

研究域開 国際熱帯農業センター(CIAT)､国際トウモロコシ小麦改良センター(CIXXYT)

*日本(E正一2)はフ))ホール豆,トウモロコシ生産振興計画について農牧省と技術支援業務

契約を締結した分である｡

-
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図-7.

ニカラグア農牧技術庁桟橋図
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ニカラグア農牧技術庁：
地域事務所、支所、試験場等付帯図

図－8．

lfi•o“T•F à" I NTA PROYECTO DE CONI'ORMACION



* 基幹穀物(フリホール豆､トウモロコシ)生産振興計画

1.背景

基幹穀物(フリホール豆､トウモロコシ)はニカラグア国民の主要食糧であり､国内に広

く分布しこれら穀物の約9 0%を生産する小中規模農民の生活基盤となっているが､その生

産は過去2 0年近くに亘った社会的､経済的､政策的混乱に影響され停滞､減少してきてお

り､国民の普遍的な基幹食物であるこの2つの生産物供給量の著しい悪化を招来するに至っ

た｡この状態はサンディニスタ政権が基幹穀物輸入を実施したにも拘らず改善することがで

きなかった｡ FAOの報告書は1980-1989年間のコメ､トウモロコシ､フリホール

豆の輸入は約3億ドルに達し､完全な基幹穀物輪入国に転じたと指摘している｡

現政府一農牧省はこの基幹穀物の生産性向上即ちこれら穀物の生産活動､収益性の改善を導

く技術革新が不可欠かつ緊急問題であることに着目し､優良種子の生産､普及､適正栽培技

術開発､農民訓練等を梶幹とする基幹穀物生産振興計画を策定､実施することとした｡

2.事業目的

･全体目的

一各地域の特質に応じた適正技術を開発し､技術移転に携わる特定団体への適切かつ時宜

を得た支援によって基幹穀物(フリホール豆､トウモロコシ)の生産性､実収益の持続

的増加に貢献する｡

-良好な栽培管理によって少なくとも25%の収益性の向上による国内生産の増加に寄与

し､辺境農業の拡大進行を抑制する｡

･特定目的

一小中規模農民に対しその地域への適合作物選定について指導する｡

-主要病害に抵抗力を持ち,高い収益性を示す改良種子の導入を奨励する.

一収益性に関わる各種要素についての適用可能技術を開発する｡

一良好な作物管理のための技術指導を普及する｡

3.活動計画の策定及び実施

農牧省は農牧部門の開発を指導､規制､調整し､又､小中規模農家に対しては生産支援獲

得のための組織化､生産改善､開発のための現存技術の利用等の活動を奨励,促進すること

を主要業務としている｡これに基づき農牧省はトウモロコシ､フリホール生産推進国家計画

について､まずトウモロコシ､フリホールの適正な栽培促進への政府の施策を農民たちに周

知させるための強力な公開キャンペーンを推進し､同時に本計画実行責任機関として適正な
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実施､監督に当る責務を持っが､ 1 9 9 3年6月に農牧省は技術の創出移転業務を創設早々

のニカラグア農牧技術庁I NTAに委譲し､この業務についてこの機関と以下内容につき実

質9ヶ月の月間業務契約を締結した｡

･技術支援業務契約

農牧省はINTAと全国主要地域122, 500耳a(フリホール52, 500Fa,トウモ

ロコシ7 0, 0 00Ea)における基幹穀物栽培支援の技術業務契約を締結する

･実施期間1994年6月-1995年2月

･実施業務内容

一種子自家生産用の基本種子の生産及び普及

-小中規模農家に適合した新栽培技術

一個人､集団への啓蒙,研修訓練､新技術の普及等についての直接指導

-122･ 500Ia(トウモロコシ70･ 000､フリホール52, 500)の基幹穀物

栽培支援

第一期

第二期

第三期

汁

トウモロコシ

フリホール

トウモロコシ

フリホール

フリホール

39, 816Ⅱa

14, 000

12, 684

40, 040

15, 960

179, 000Ⅲa

技術の採用を容易にするためモデル固場が利用される.またモデル圃場は農民たちが習得

し､彼等に最も重要な費用一収益の関係の評価能力を身につける実際的な教育の場となる｡

開発拠点が設定されている地域に展示圃場を設置し､技術の確認普及活動の実施により生

産の改善を図る｡

4.実施予算 8, 000, 000コルドバ

5.本計画に関わる国際協力

日本政府が1 9 89年から供与している食糧増産援助KR-2資金を主要財源としている.

-
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* 農村開発拠点プロジェクト(Polos de desarrollo POLDES)

1.背景及び経緯

1 9 9 0年に新政府が政権を担当したおり､国の経済開発の基礎である農牧生産は危機状

にあり内戦の舞台となった地帯でより深刻であったoこれら地域では浮動人口が集中し､失

業率が高く､生産再活性化のための土地,源資を持たず､天然資源､交通及び生産施設､地

域生産等は壊滅状態にあったにも拘らずこれを救済支援する政策が欠如していたため,新政

府はこれら地域を次のような総合的計画によって優先的に支援することとした｡

a)住民たちの基本的必要事項を解決し

b)社会的安定性への貢献及び生産の再活性化を図り

c)諸費源の損壊に立ち向かい

d)持続的農牧生産の基盤として位置させる

これを受けて農牧省は1991年に農村開発拠点計画POLDESを策定し､ 1992年1

月から活動を開始した｡

1 9 9 3年にサン･フアン川及び太平洋諸地域に農村開発拠点が設定され､農業機器贈与に

よる日本政府の協力を得てこの年迄に46拠点を完了させ､ 1 994年には更に32拠点が

設立され合計1 0実施区域78拠点に達したo (図-9.白地体別開発拠点分布図参照)

開発拠点とは前記a) -d)の必要度に応じて選定した地域に､自営による径済的自立が達

成されるように盤台化組織Iヒされた開発方式のもとで地域住民の全般的な生速水準を向上さ

せることを目的とする農民グループである｡

これを達成するため以下の各公共機関が協力し補助的活動を行う:農牧技術指導一農牧技術

庁I NTA､環境保全一天然資源庁､土地所有関係事項一農地改革庁.

*POLOは一義的に極､極点を意味し､焦点､ *JLlの意味をも持っ､ POLO DE DESA比0ⅠIOは開

発地域の訳があるが本計画の性格はより絞り込んだものと考えられるので拠点とした｡

2.現在までの活動

農牧省は1994年にPOLDES計画について次のような自己評価を行っているがその

結論及び提言で現在までの活動に触れている｡

結論及び提言

一現在までにPOLDES計画は78拠点において4. 500人の農民を組織化した｡

そのうち32拠点は今年(1994)に組織されたものである｡

組織化された農民たちの大部分は男性であり,女性の参加を支援する仕組みが無かっ

たo 1 9 9 4年は開発拠点計画が開始されて以来最も法人資格譲渡が多かった年である｡

組織化を推進するため大きな努力が傾注されたが特に農村地帯の女性の参加を増加させ

-
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る諸活動を活発にする必要がある｡

一研修は協同組合設立件を達成するための協同組合制軍コース実施に向けられてきた｡

本計画は内部配置人員及び農民たち-の研修案の作成と準備に要する研修予算を整える

ことが望まれる｡内容は経営的事項のはか農牧に関する技術的事項を強化すべきである｡

ー1994年中に本計画は農民たちに金額2, 754, 727ドルの団体及び個人融資を

斡旋した｡そのうち57%は団体債券である｡これらの資金によって生産者たちは4,

688d-aの農地準備､ 370Emの道路建設､ 248Emの道路整備､ 221の家畜用水設

備建設を実施し､貸与農業機械は合計34, 1 44時間の携械化農業を実施した｡又､

国内5市町村に94年中に279, 355ドルの出資を達成した共同銘行を創立した｡

一本計画は1994年にこの年の早魅対策として実施された緊急計画期間中に32, 48

8Eaにフリホール､キビ､ゴマ､トウモロコシを播種するための種子配布を行った｡

一各開発拠点で組織化された農民たちは1994年中に14, 340Eaに基幹穀物､ゴマ

の播種を行った｡これは国内総生産に5, 707, 213ドル寄与したことを意味する｡

一本計画は国内の農牧諸活動及び農村開発関係詩業務に携わる公共､民間諸機関との調

整能力を強化させることが必要である｡

3. 1995年のPOLDE S実施計画

計画の全体目的:本計画で組織された協同組合小中規模農民の農牧生産を向上させる｡

特定目的 以下の各テーマ毎に夫々詳細な活動内容が定められている｡

1.協同組合の組織強化

2.農民融資についての支援

3.生産支援サービスの推進

4.天然資源の合理的利用推進

5.小中規模農民の能力啓発

6.農家婦人の活動参加推進

7.開発拠点の拡大､組合員の増加推進

4.開発拠点計画の構造組織

計画の構造として次のような中央､地方(実施班)の2組織を定めている｡

開発拠点 組織図
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･地方組織(実施班)広範な地域を担当する1 0実施粧を備えている｡

この配置は地域によって差異があるo現在､計画を推進する人員合計は機械手から支援人

員まで62名で､この内13名が中央組織､その他の49名が地方組軌こ所属している｡

5･ POLDES実施予算(1993-1995)

項目 1993

人件費 241, 627. 60

事務費 33, 958. 40

資材消耗品費 41,072. 16

機械機器費 281, 878. 40

計 598, 536. 56

1994

330, 275. 00

124, 926. 67

134, 206. 67

82,908.67

672,317, 00

1995

814, 584. 76

227, 150. 56

343, 650. 54

166,319. 28

1,551, 705. 15

6.国際協力

本計画に協力を実施している先進国及び国際機閑は次のとおりである0

･日本(KR-2による協力)

･オランダ

･フィ ンランド

- 26
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自治体別　開発拠点分布図（1994）的允拠瓜獅個日99小

図－9，

出典： po ld e s pfioCRMArotas dr desarkoujo bvaluacion Kumi \m



5.農村再活性化センター設立計画

1.計画の背景及び経緯

新政権は荒廃した国家径済の再建に取組むと共に､帰還難民の救済､旧軍人の処遇､前政

権が実施した不適切な土地所有手続き及び国営化の見直し改革,貧困者対策等々山積する社

会問題の解決に向けて努力を傾注しつつある｡

前社会主義政権時には経済制裁或いは静観の形であった西側諸国､国際機開の協力も増加し

つつあり我が国も1989年から食糧増産援助(KR-2)による贈与を実施してきている

0

ニカラグア農業は主として大土地所有者,企業による太平洋北部沿岸地域の地下水を利用し

た大規模潅就農業がリードしてきており､サトウキビ､バナナ､棉等の所謂伝統農産物輸出

による外貨獲得が国家経済に大きく貢献してきたが､前社会主義政権の国営化政策の破綻,

港概施設機器の老朽化による休止等によりその生産機能は大幅に低下している｡

他方､国内自給用基幹安物､一般作物は全国に分布する小､中規模農家によって生産されて

きているが､明確な国の支援振興政策が欠如していたため低い生産性､農業収入に甘んじて

いた｡長期の空白荒廃はこれらの農業生産にも深刻な打撃を与え､ 1 9 80年代後期には基

幹穀物輸入の事態を招くに至った｡

新政府は国の基幹産業である農牧部門の疲弊した実態の改善再活性化を図るため､国際桟閑

の協力を得て現況を調査分析し,前掲の農牧部門開発計画を策定､現在実行しっっある｡

この農牧部門開発計画の5主要活動計画のうち､我が国の食糧増産援助(KR-2)による

贈与は1.農牧技術創設移転計画(付表 4項一種子国内振興) , 5.農村地域開発計画(

付表 4項-農村開発拠点)に極めて有効に活用されている｡

この2プロジェクトは部門再活性化の根幹を形成する重要プロジェクトであるが､活動範囲

が国内全域に及び活動内容が多岐に亘ること､活動は当国では初めての試みであり利用すべ

き公共施設も皆無であることから､遺漏のない事業効果､高い事業効率を獲得するためには

国内主要地域に必要施設を設け域内の農牧業技術者､農民､復員帰農者､婦人を招集して実

効ある啓蒙､研修訓練活動を展開することが必要である｡

このため農牧省は､まず国の中心的農業生産地域であり､又､首都からも近く地理的条件に

恵まれている第Ⅱ地域のレオン市にモデルプロジェクトとして農村再活性化センターを設立

することについて我が国の協力を強く希望している｡
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2.計画地域の概要

(1)プロジェクトの所在地

計画位置はニカラグアの太平洋北部沿岸地域に位置するレオン県の県都レオン市である｡

レオン県は北部に隣接するチナンデガ県と共に第Ⅱ (行政)地域を形成する｡

レオン市には農牧省の地域事務所があり､開発拠点計画の第Ⅱ地域支所も同事務所内に設け

られている｡プロジェクトはこれら事務所に隣接した国有地に設置するものとする｡

(2) 自然条件

レオン市は海抜6 0mの火山性土による沖積平野を形成しており､熱帯性サバンナ地帯と

分類される｡

年間平均気温 28･ 3o C(最低 22. 5､最高 34. 6)

年間降水量 863･ 9仙(雨期 5-10月､乾期11-4月)

年間蒸発散ETP 1, 726.岳皿血 (1992年国土調査庁 観測)

(3)域内の農業状況

第Ⅱ地域は国内農業生産の中心地域として機能してきている｡レオン,チナンデガ両県に

129農場､謹就農地22･ 870Ⅱaがありこの内52%がチナンデガ､ 48%がレオン県

であるがこの濯就農地のうち6･ 842hはポンプ機器の不足ー管理体制の不備により休止

中である｡

港概水源は殆ど地下水に依存しており､素掘り浅井戸又は菅井(深井戸)により揚水し重力

式濯概(うねま､氾濫､越流)及び圧力濯概(普通型スプリンクラー､ミニ､ミクロ､点滴

､センターピボット)を実施している｡

栽培作物は面積順に:サトウキビ､トウモロコシーソルガム､バナナ､ゴマ､大豆､牧草､

稲､果実野菜となっている｡

3.計画の目的

(1) 目的

疲弊したニカラグア農業及び農村社会の振興､再活性化を図るため着手された国家農牧部

門開発計画の諸活動推進に必要な施設を備えた農村再活性化センターを設立してこれら活動

を直接支援し効率的且つ迅速な目的達成に貢献するo又､今後持続的な農業発展のため展開

される農牧部門諸活動の基盤として機能させることを目的とする｡
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(2)本センターにより実施が期待される諸活動

a)開発拠点計画が実施する農民啓蒙､農業研修訓練､各種会合等

b)農牧技術庁が実施する技術移転研修訓練

c)基幹穀物生産振興計画に基づく優良種子生産､ a),b)の研修訓練活動と連動する

d)この他の農牧部門開発計画諸活動で実施される研修訓練活動及び各種会合

e)他分野公共機関が計画実施する諸活動( a)
-

d)の活動に支障のない範曲)

4.計画の内容

(1) 位置

センターは農牧省地域事務所に隣接した国有地に設置するものとする0

(2)施設概要

建物施設

管理棟(講師室を含む) ､

研修棟(40名×2室､中仕切りを外して100名程度の会議室兼用)

宿舎棟(講師用,一般男子､女子)

食堂棟(厨房設備共)

格納庫(農業機械器具格納)

体育施設(運動場､プール-調整池利用)

農場施設

実習農場(濯就農場 6Ba､無潅概農場 4ぬ)

種子生産農場(補給津概を考慮 20h)

深井戸(80mx2ケ所)

調整池(容量1, 000m3 30mx30mxl. 2mコンクリート舗装)

苗闘 (1Ⅲa､野菜商用､果樹及び植樹苗用 一部屋根付き)

作業場(10mx20m､コンクリート床､一部屋板付き)

穀物収納庫(10mxlOm)

機械器具

井戸掘削機1,深井戸用ポンプ2､低圧ポンプ2､潅概用機器1式(移動式スプリン

クラー､点滅等､管類)
､ホイールローダー1､農業用トラクター2

(耕作用付属器

具1式付)
､ランドレベラ-1､農薬散布用機器1式､

車両

トラック1､小型トラック2､ジープ2､マイクロバス1

-
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(3)運営方針

センター施設は農牧省が所管し､運営は開発拠点計画及び農牧技術庁が参画する｡維持管

理費についてはこれらの省庁が負担するが､珪費を軽減するため積極的に優良種子､稚苗の

生産頒布､実習農場生産物の販売､他機関の施設利用料等及び善良な管理を前提とした井戸

掘削機､ホイールローダー､トラクタ-,ランドレベラ一等の農民組織への貸し付けを考慮

する｡

(4)協力の形式及び概算額

日本政府の無償資金協力による｡ 推定事業費 約10億円

(5)その他

･農牧部門への我が国技術協力(長短期専門家､青年協力隊派遣､プロ協等)の拡大があ

る場合には活動拠点として有効に利用することが考えられる｡

･周辺行政区域からの招集参加に関わる運行拒軌まつぎのとおりである

隣県

第Ⅰ区域

第Ⅱ区域

第Ⅳ区域

第Ⅵ区域

県都 チナンデガから 39b

主府 エステリから 135瓦m

主府 マナグアから 90E皿 (首都)

主府 グラナダから 134Em

主府 マタガルパから 146E皿

●本計画をモデルプロジェクトとした場合､次期の再活性化センター設置ヶ所及び管轄地

域群は次のように考えられる｡

太平洋沿岸 第Ⅱ･ Ⅱ･ Ⅳ地域 レオン (本計画)

中央北部 第Ⅰ, Ⅳ地域

中央南部 第Ⅴ, Ⅸ地域

大西洋南部 第Ⅷ 地域

エステリ

フィガルバ

ブル-フィールズ
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5.総合所見

新政府が目指すニカラグア軽済の再建には農業の再活性化が大きな役割を担っているが､

当国における農業の再活性化は従来の農業形態への復帰又は再興を意味するものではなく,

むしろ新生農業-の出発というべきであろう｡

従来､ニカラグア農業は輸出型の大規模径営港概農業を主軸として機能してきており､全国

に分布する小規模零細農業は疎外された存在であったといえる｡

前サンディニスタ社会主義政権は宜民の救済を図り､ソモーサー族が所有していた広大な農

地を接収し農地改革による自作農創設と国営企業型農業(組合組織)設立を実施した.

現政権に至って新たに旧軍人､警察官等の新規入植問題が生起したため､動乱に紛れた土地

の不法占拠､不完全な法的手続き等の解決を図りながら農地改革推進を継続しつつある｡

又､前政権が実施し完全に行き詰まっていた非効率的な国営企業型農業(組合組織)は見直

され民営化が図られているが､これらもまた農地改革の一変形と考えることができる｡

結果として現在では農地改革の恩恵を受けた農地は国内農地の7 5%に達したとされる｡

これらのことから､ニカラグア農業は輸出,国内自給の二面性は維持するもののその構造は

大きく塗り替えられたといえる｡

このうち､国内自給用食糧生産を担うべき､立ち遅れた営農技術と不十分不完全な農業資材

により低生産性に甘んじていた零細農業への直接支援及び農地改革による一般及び旧軍人等

の入植定への支援は軽済振興のみならず政治一社会にも深く関わる国の重要課題である｡

この視点から､現在実施している農牧開発計画中の農牧技術創出移転及び農村地域総合開発

は最重要計画というべきである｡ (この立案には政府内担当者の理解認識に先だっ諸先進国

国際機閑等の適切な指導助言があったものと思われる-農牧技術創出移転-FÅo, Ⅰ I C

A,世銀､農村地域総合開発-フィンランドー)

これらの計画は互いに完的な性格をもち､全国規模で官民協力によるエンドレスな活動が求

められるが現状では効率的に活動を展開するのに不可欠な施設を持っていない｡

この実態に鑑み､我が国協力により当国最大の農業地帯である第Ⅱ地域の中心レオン市にモ

デルプロジェクトとしてセンターを設立し上記農民､新規入植者に対する研修訓練の場を提

供し積極的にこれら活動を支援することは､現在我が国がKR-2により実施している協力

の効果を増幅することになり極めて意義の高いものと考えられる｡
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6.その他の計画

1.広域水資源利用､潅概計画マスタープランの実施

高温乾燥の太平洋岸及び中央北部を主農業地苗とするニカラグア農業において澄渡は他の

中米諸国に比し必要性が高い｡

従来､この地域において民間の大規模抽出型農業により導入された溝概は乏しい地表水と､

これに反して豊富な地下水､国の潅概政策欠如等の要因によって地下水利用潅概が主流とな

っていた｡

これらの民間大規模農業では先進的な圧力潅概が導入され技術水準も高く収益性も確保され

たものであったが､これに倣って地下水溝概を実施した小中規模農家は漕概の知識経験を欠

き､規模的デメリットもあって結果として高額な維持管理費に見合わぬ低い漕概効率､収益

性に甘んじていた｡

民間漣概の実態調査,評価を行ったFAOは､現状の低生産性から小中規模農業への漣概導

入の困難性を指摘し､できる限りの地表水利用を提言している｡

地表水による潅概は貯水池による雨期の河川流量貯留利用とニカラグア湖､マナグア潮から

の揚水を組み合わせたものが骨子となると考えられるが､合理的な謹概実施のためには先ず

営農形態､規模別即ち大規模(輸出型)対小中規模(国内用作物主として基幹穀物)
､及び

地域削(水文地理的)による濯概用水(地表水､地下水)の棲み分けを強く意識した広域水

資源利用,漕概計画マスタープランを早急に策定することが不可欠である｡

太平洋沿岸地域についてはかつて諸国際機関により港概､水資源調査が実施されているが､

地下水利用をベースにした局地的開発計画はこのマスタープランの一部として位置付けられ

るべきものである｡

径済的に疲弊しており､技術的にも弱体な当国に対し､国家経済の根幹に関わる津就農業開

発とくに新生小規模農業育成-の強力な支援として我が国がこの広域水資源利用､漕概計画

マスタープラン実施について技術協力を行うことの意義は極めて大であると考えられる｡

2.小規模藩概システムの開発及びパイロットプロジェクトの実施

上記のように小中規模農業への港概導入は便益/経費の面から困難性が高いが､当国では

雨期中の中間小乾期(カニクラ)による作物被害(トウモロコシ等の成育過程での枯死)が

大きな問題となっているところから､これに対処する補給濯概が最低必要条件と考えられる

｡前項のマスタープランに平行して(局地的に自然条件が明確な場合には先行して)これら

小中規模農業への合理的な潅概手法を開発することが必要である｡

この開発は便益面の検討一生産性の向上､高収益作物の導入､内外市場の動向等-､及び経

費面の検討一農民組掛こよる共同利用管理-を前提としたキメ細かい作業となる｡

この開発に引き続き実証のためのパイロットプロジェクトを実施し､類似条件地区の港概導

入に資することが望まれる｡
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調査日程
付属資料- 1

日数 年月日 出発地 到着地 宿泊地 行動内容 調査員名

1 札7.2.ll(土) 成田 マイアミ マイアミ 移動日 天野斯文
2 n.7.2.12(E]) マイアミ

テグシガルパ

テグシガルパ

ニューヨーク

成田

テグシガルパ 移動日 大久保富之
3 札7.2.13(月) ′′ 大使館､JⅠCA事務所表敬 林田日出海

天野斯文

4 札7.2.14(火) ′′ 関係機関と協議､資料収集
5 札7.2.15(水) コマヤグア 現地調査
6 a.7.2.16(木) ′′ ′′

7 札7.2.17(金) フテイカルパ
′′

8 札7.2.18(土) ′′ ′′

9 H.7.2.19(日) テグシガルパ 資料整理
10 札7.2.20(月) ′′ 現地調査
ll H.7.2.21(火) ′′

関係機関と協議､JⅠCA､大使館表敬
Eg 臥7.2.22(水) ニューヨーク 大久保､篠田謝査貞帰国
EE] 札7.2.23(木) ニューヨーク

テグシガルパ

マナグア

機中泊

マナグア

移動日
14 札7.2.24(金) 帰国

EEL 臥7.2.22(水) マナグア

ニューヨーク

成田

天野調査員ニカラグアP/Fへ移動日
EEl H.7.2.23(木) ′′

大使館表敬､関係機関と協議
14 臥7.224(金) ′′ 現地調査､資料収集
15 臥7.2.25(土) レオン ′′

16 札7.2.26(日) ′′ 資料整理
17 臥7.2.27(月) マナグア 現地調査
EE] 臥7.2.28(火) ′′ ′′

19 EI.7.3.01(水) ′′ ′′

田 札7.3.02(木) ′′ 関係機関と協議､大使館表敬

EI H.7.3.03(金) ニューヨーク 移動日
四 臥7.3.04(土) ニューヨーク 機中泊 移動日

E] 臥.3.05(日) 帰国



面会者リスト 付属資料 2

ニカラグア共和国

1.農牧省

政策計画総局長 兼農牧技術庁総裁

企画局長

プロジェクト形成部長

国際協力部

濯競技師

第Ⅱ地域事務所長(レオン)

開発拠点プログラム(大臣顧問)

2.農牧技術庁技術創出移転部長

3.国立農業大学学長

4.在ニカラグア日本国大使館

参事官

二等書記官

ING. LIVIO SAENZ NEJIA

LIC. XIGUEL a.GO甘EZ I).

LIC. OTONIEL SAIiAVIA CRUZ

LIC. LUCY SAAVEI)RA

ING. XAX DIAZ RAXIREZ

ING. JORGE BONITO TAPIA LACAYO

Dr. ARXANDO BARBEliENA

ING. FRANESEQUEIRA B.

ING. GUILLERXO CRUZ ESCOBAR

並木 芳治

植松 聴



収集資料リスト 付属資料-3

ニカラグア

･ NICARAGUA EVALUACION DE LA ECONOXIA NACIONAL 1990-94 Y PERSPECTIVA ECON州ICA 95

･ ESTRATEGIA, politicas Y PERSPECTIVASDE LOS SECTORESPRODUCTIVOS

● EST丑ATEGIA AGROPECUAEIA, FORESTAL Y AGROINDUSTRIALDE NICARAGUA 1992-1996

● PROBLEXATICA DEL SECTOliEHPRESARIALPEIVADO Y ALTERNATIVAS PARA EL DESPEGUE PEOI)UC

TIVO

●

INFOR虻EVALUATIVO ANUAL DE LA COOPERACION EXTElmA PARA EL XINISTERIO DE AGRICUL

TUliA Y GANADERIA ENEEO-SEPTIEHBRE 1994

･ RESUXEN PLAN OPERATIVO ANUAL 1995

･ PliOYECTOS I)EL HAG

･ PROGliAXAS Y PROYECTOS DEL SECTOR AGIiOPECUAliIO

･ PROYECTO DE CONFOR対ACION INTA

･

PROGRAHA I)E FOXENTO A LA PROI)UCCIONDE FRIJOL Y並AIZ

･ ANALISIS Y DIAGNOSTICO DEL SECTOR AGROPECUARIO: POLOS I)E I)ESARROLLO

● PROGEAXA POLOS DE I)ESARlnLLO EVALUACION ANUAL 1994

● PLAN OPERATIVO 1995 POLOS DE I)ESARROLLO AGROPECUARIO

･

ANUARIO XETEOLOGICO 1992

･ INFOR淑E ANUAL 1993 BANCO CENTluL I)E NICARAGUA

I GEOGRAFIA Y ESTRUCTURA ECONONICAS DE NICAEAGLTA

･ LINEA北IENTOS ESTluTECICOSPARA EL ORI)ENA滋IENTO TERRITOEIAL

･ DOCU虻NTO CONJUNTO ACCIONES DE ACUACLTLTURA HAG-UNIVEESII)ADES

･

PROGRAXAS Y PRIORII)ADES DE UNIVERSII)AI) NACIONAL AGRARIA



センターピボット式灌漑によるサトウキビ栽培

点滴灌漑によるメロン栽培（USAへの輸出を計画）

舞凛赴農地



農牧省レオン地域事務所
小幾礫虎賓の浅井声嬢水

小規模農家の浅井戸揚水

個人揚水施設（中規模農蒙）

鴇縞轟性屠



Acto de ontregade pejrsojtoriasjuridicas
Beneficiarios del BancoComunalde Villanueva y Somotillo

Evento de capacitacion en cooperativismo

野外、作業増等を利用した開発拠点プロジェクト

の研修、啓蒙活動状況　書竃着払概況

農牧省PROGRAHA POLOS DE DESARROLLO

EVALUACION ANUAL 1994　　　　より転載
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